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概要

本研究では，近年の世界貿易における国際生産工程の分業現象について，特に，現代世

界貿易の主体になりつつある多国籍企業のグローバル的な生産工程分業の生産ネットワー

ク構築および最適な中間財の生産立地パターンのメカニズムに着目して，貿易一般均衡モ

デルを構築した．さらに，多国籍企業の生産特徴に基づいて，最終財だけでなく，中間財

を含む多国籍企業の FDI およびアウトソーシング・フラグメーテーションを行う場合も

考慮して，最適な生産拠点の立地配置パターンについて分析を行った．そして，外部影響

要素の変動および地域経済統合の深化とともに，多国籍企業が地域内における中間財の生

産工程分業の再立地行動を引き起こすメカニズムを明らかにした．本研究における理論研

究を通じて，国際社会資本の整備および国際インフラ建設などが地域経済統合と地域貿易

の進展を発展させ，地域家計の厚生を改善することが明らかになった．その理論分析を基

づいて，近年の東アジア地域における貿易急増の現象を事例として，東アジア地域の貿易，

特に中間財貿易について検証・考察を行った．

本論文は，７つの章から構成される．第 章，第 章は研究の背景・目的および多国籍
企業の経営活動に関する考察・理論研究のレビューである．特に，東アジア地域における

域内貿易の新たな国際生産工程の分業現象について，説明する．そして，第 章，第 章，
第 章，第 章がそれぞれ多国籍企業の最終財および中間財の最適な国際的な生産拠点選
択パターンを考慮した一般均衡モデルを提案している．そして，各章において，それらの

一般均衡モデルを整理して，最適な最終財および中間財の生産拠点配置に関する比較静学

分析を理論的に，また，数値例シミューレーションを通じて分析する．

論文の第 章では，多国籍企業の多様な海外進出行動について，多国籍企業の輸出と水
平的な FDI の立地パターンを表現する二国モデルを構築する．多国籍企業の最終財の輸

出と海外直接投資という二つの海外進出行動を想定し，一般均衡モデルを通じて，多国籍

企業の最終財の輸出と，海外直接投資を通じた現地生産に関する最適な生産拠点配置問題

について分析する．

また，第 章では，中間財のアウトソーシング生産拠点立地パターンに関する二国モデ
ルを提案する．多国籍企業の生産工程分業現象を導入して，一つの中間財が自己生産する

一方，もう一つの中間財は世界各国において，アウトソーシング生産するという状況に着

目する．先進国と途上国における生産要素および労働生産性と労働賃金などの異質性を考

慮して，アウトソーシングに関する立地選択行動を，自国と海外の生産立地パターンとに

わけて，分析を行う．

そして，第 章において，中間財の水平的な FDI とアウトソーシングに関する立地パ
ターン選択モデルを提案する．中間財をアウトソーシングにより生産するか，あるいは水



平的な FDI の生産形式により生産工程の分業をマネジメントするかという，多国籍企業

による生産行動の選択問題について説明する．

また，第 章では，N 国におけるN 種類の中間財の水平的な FDIとアウトソーシング
立地パターンモデルを提案する．これまでのモデルを多数国モデルを拡張し，また，多数

中間財を考慮する形式へ拡張させて，多国籍企業の世界諸国における国際生産工程の分業

現象を一般的な枠組みに拡張する．そして，一般的なN 国・N 中間財のモデルを用いて，

三国三中間財の場合の数値例シミューレーションを通じて貿易構造について検証する．

最後の第 章では，本論文の研究経緯および各章の研究成果についてまとめる
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第 章 序論

研究の背景

世界貿易の進展と東アジア地域経済統合

グローバリゼーションの進展は時間順によって，おおよそ二つの時期に分けることができ

る．第一の時期は十九世紀の中頃から，世界一次大戦の終わりまでである．第二のグローバ

リゼーションは世界二次大戦の終わる頃から今までの時期である．二つのグローバリゼー

ション時期において，世界貿易が急増し，各国の生産量の拡大されている．世界範囲の経

済統合と財・資本・労働力の国際移動はますます進んでいる．

各国間の貿易はなぜ発生するか？その貿易を行う国に関して，どんなメリットとデメリッ

トが発生しているか．それらの問題について，経済学者リカードとエリ・へクシャーおよ

びバーデル・オリーンなどの経済学者は，要するに，労働生産性の国際差異と生産要素稟

賦の国際差異が存在するためであると指摘している．グローバリゼーションの第一時期に

おいては，農業財と工業財および自然資源に関する物と物の交換という貿易の形式である．

一方，世界二次大戦の終わりごろからの第二次グローバリゼーション時代においては，そ

の貿易の内容と貿易パタンーは著しく変化しつつある．まずは，国際貿易を行う国家数が

急激に拡大している． （世界貿易機構）によると， 年 月まで，全世界では

国が世界貿易組織に参加している．加盟申請をしている国を除ければ，今は全世界で

わずか 国が の成員国ではない ．また，世界貿易量および貿易額が急激に拡大

している 年代から，世界の経済総量が大体二倍になる一方，世界の貿易輸出と輸入

の増加率と比較すれば，世界貿易の増加率が 年代から七倍以上まで拡大している

さらに，その貿易財の種類も大幅に増大しつつある．そのなかで，農業財と工業財などの

最終財の貿易量は増大しているが，一方，最も注目すべきのは中間財の貿易の急増である．

とくに産業内中間財の国際貿易量の急増が第二時期グローバリゼーションの特徴といえる．

年代から，世界貿易が急激に拡大している．その理由は自由貿易の繁栄と新しい

技術の発展など政治面と技術面の二つの影響要因にまとめることができる．確かに，新し

いＷＴＯメンバーの参入および関税協定・各地域の貿易協定 の達成は貿易自由化の

進展の原因となる．そして，技術面の新しい技術の進展，特に通信情報技術および国際輸

送技術の進展により，より便利に，より低コストで，世界諸国とコミュニケーションでき

るし，世界各地の商品の単位輸送費用も著しい低コストまで達成されつつある． の

統計調査 によると，１９３０年の費用を１００％となると，７０年間の技術進歩に伴い，

現在，国際航空輸送費用が ％まで減少している．同時期に，海上輸送費用が ％まで



になり，また，国際通信費用が現代 技術の発展により，ほとんど無料といえるほどまで

低下している．それらの国際コミュニケーションコストの激減および財輸送費用の減少に

より，各国の消費者も国際貿易の利益をさらに享受できるようになりつつある．科学技術

面の発展に従って，世界の輸送技術とおよび情報技術（ 技術）の発展により，世界各地

の生産情報と世界範囲のコミュニケーションがさらに容易になりつつある それにより，世

界各国で別々に行われる生産行動を集中してコントロールできる．世界各地において，生

産される財とサービスがますます貿易可能になりつつある 世界各国の経済市場はさらに

オープンになり，世界貿易開放市場に向かった地域経済一体化（ ）が進展する．貿易

によって，世界各国の財・サービスおよび労働者が流動可能になり 各経済体にとって，生

産効率性が優位性を持っている財・サービスを提供し，一方，自己生産する場合では生産

効率性が低い財を交換することを通じて各国の経済厚生が改善可能になる．

そして，近年の第二時期グローバリゼーションの大発展は世界政治の背景について遡ら

なければならない． 年代から，政治面では，旧ソ連の解体および東欧各国など元共産

主義国の市場主義改革への変動より始まる．それらの諸国においては，政治改革の進展に

従って，開放経済を特徴とする経済改革も始動している．それらの諸国が への参入し，

への参入，外国投資を自国に呼び込むことなどの形式を通じて，世界の経済体系に

参入しつつある．一方，東アジアにおいて， 諸国が地域経済統合の合意を達成し

おり，また，中国も経済改革開放政策をさらに推進させおり， 諸国と中国は外国

投資を呼び込んで，世界経済に参入する意欲がはっきりに示されている．

近年では， 日本，中国，韓国 の地域経済統合が確実に進展されている．そ

の域内貿易および世界貿易における市場シェアが ・ の経済統合地域と並び，世

界三大経済統合地域になりつつある．図 のように，東アジア地域の世界 シェア

および域内貿易の割合を見れば， 年間かけて， と の同程度の水準まで成長

してきたことがわかる．そして，三大経済統合地域の が世界 の ％までを占

めている ．しかし，東アジア諸国の地域経済統合の特徴としては， ・ におけ

る地域諸国の経済類似性ではなくて，経済の多様性と補完関係が強い点にある．東アジア

諸国における経済多様性および経済要素のバラエティが存在するこそ，多国籍企業にとっ

て， ・ より魅力的な海外進出先になりつつある．それらの原因で，世界経済に

参入する国家および地域が一気に増える．もっと多くの国家が世界経済および世界貿易に

参入しようという意欲も高まっている．

そして，経済規模の成長より上回る著しい貿易量の増加が，単純に貿易自由化と輸送・

通信情報の技術進歩のみが原因であるとは言いにくい．さらに，各地域に関する貿易協定

の達成が関税を減少させて，地域各国の経済成長に貢献する一方，その経済成長率

より大幅な貿易量の増加した原因で関税の減少に求めるとは言い難い．

その経済規模に対する輸出量，輸入額および貿易額の増加率ががかなり上回って，貿易



図 東アジアと ・ の の成長

額が急激に拡大しているという新たな国際貿易の現象について，国際貿易における主な貿

易主体として存在される多国籍企業の経営行動の変化および新たな新規事業の海外進出な

どの原因に求めている．

現代の国際貿易のなかで，多国籍企業の役割はますます重要になりつつある．地域経済

の統合，海外進出および海外投資自由化の進展，情報技術の発展，輸送費用の軽減および

世界各地域の貿易協定の達成などにより，多国籍企業の生産・販売および研究開発の事業

活動はいままでの一国あるいは一箇所だけではなくて，グローバル範囲でより多くの市場

へ進出して，より高い効率性で製品に関する事業活動の達成できる最適な生産工程の立地

を選択し配置することができるようになる．

特に，グローバル化の国際貿易と外国直接投資 FDI およびフラグメーテーションの進

展により，国際的な生産工程の分業生産という新たな貿易現象が盛んである．多国籍企業

が世界において，多数の国家に生産工場を配置して，グローバル市場から最適な海外生産

拠点から部品と最終製品を調達することによって，国際貿易がはるかにに拡大している．多

国籍企業による直接投資および海外 R Dの設置による技術海外転移などは生産工程の国

際分業を促して，中間財貿易を著しく増加させる要因になる．

東アジア地域の経済統合進展は，多国籍企業のグローバル市場におけるさまざまな中間

財およびアセンブリ段階の最適な生産拠点の立地行動と伴い，部品・中間財などの域内貿

易を大幅に増加させている．図 に表されるように， 年の東アジア地域の域内貿



図 東アジア・ ・ における域内貿易の進展

易の割合はすでに， の域内貿易率を上回って， と同程度の ％段階まで増え

ている．そして， の場合では，その域内貿易の割合が二十年ほぼ同じレベルで進化し

てきたけれども，東アジア諸国の場合では，二十年間かけて， ％から成長して，

年では， ％まで成長している ．

東アジアにおける国際⽣産⼯程分業

東アジア地域の域内貿易が と などの経済統合地域と並んで，高いレベルの

経済統合地域を達成している．しかし， の域内貿易の取り引き内容を分析すると，主

な貿易製品は，完成製品などの 諸国内部において，調達され，例えば，ドイツとフラ

ンスでは，両国において，自動車生産企業が存在するけれども，二国の消費者の二国にお

けるさまざまな自動車に関する消費選好が異なるため，両国では，差別財として，別々違

うタイプの自動車を製造して，両国の消費者に提供されている．一方，近年の東アジア諸

国における国際貿易の特徴と言えば，多国籍企業による国際間の中間財・生産工程の分業

サービスの取引が多数国に渡って国際的な生産ネットワークの形式で行われていることで

ある．そういう特徴は，貿易に占める産業内貿易の深化と企業内取引の拡大およびによっ

て，考察することができる．近年では，国際間の財・サービスを行う経済主体である多国

籍企業は東アジア地域の諸国において，国際的な工程分業の生産ネットワークを構築して，



図 東アジアにおける諸国間生産工程分業の進展

国際貿易の中において，中間財の貿易量を急に増大させている．

多国籍企業の生産活動の国際化に伴い，かつて一国のみで統括生産されていたのに対し

て，モジュール化の中間生産段階がさまざまな形で分解されている．国境を越えたグローバ

ル市場の視点から出発して，その中間段階の生産工程を最適な生産拠点として，東アジア地

域の諸国に生産立地を移している．そのため，東アジア地域においては，多国籍企業の垂直

的な生産工程分業により，国際中間財貿易および部品と最終製品財の三角貿易が拡大され

つつある．東アジア地域諸国における中間財および生産部品の貿易取り引きが図 に示

されている ．デジタルカメラの生産を事例として，多国籍企業がデジタルカメラの

などの知識集約・資本集約的な核心部品の生産拠点を日本などの先進国に立地させて，そし

て，ほかの労働力集約タイプの周辺部品およびアセンブリ生産段階の生産拠点を ・

中国などの低賃金で大量な労働力を提供できる諸国へ立地されている．その ・中

国などで組み立て完成されるデジタルカメラを欧米・日本などの世界市場へ販売する．そ

して，東アジア諸国における生産工程の分業現象に関しては，その東アジア地域内の貿易

収支から検証できる．多国籍企業のアセンブリ作業生産拠点とする中国にとって，ほとん

どの完成製品が中国から輸出されるため，中国とアメリカ・欧米の貿易収支は黒字になる．

しかし，中国と韓国・日本・ などの中間財提供国の貿易収支が赤字になる．その

貿易収支からも東アジア諸国の三角貿易関係および東アジア域内諸国における中間財およ

び完成製品の貿易の流れが分析できる．

また 現在では，世界範囲の生産工程大分業の時代がついに到来という変化が起こられて

いる ．それは従来の垂直的な・水平的な分業とは異質な分業形態である．大型の生産事

業では，機能性により，事業企画 技術開発，デザイン創造，部品生産，アセンブリ，調達

流通，市場宣伝戦略，金融操作などの八部分の生産工程に分けることができる．それらの



生産工程のなかに，労働力集約型・資本集約型の部品生産，アセンブリなどの製造工程が

・中国・東欧・メキシコなどの諸国へ移転され，一方，技術集約型・知識集約型の

デザイン創造・事業企画・技術開発・市場宣伝および金融操作などの生産工程が先進国の

大都市地域へ集中している．

研究の目的
古典的な貿易理論と言われるリカード理論とヘクシャーーオリーン理論などでは，国の労

働生産性と生産要素稟賦の差異が存するため，国際貿易が行われている．そういう理論によ

る 年代前の主に先進国と途上国の間の世界貿易現象と貿易パターンに対して分析可能

であるが， 年代から，世界貿易の主体と貿易パターンが変わた．労働力の生産性および

生産要素稟賦がほとんど同じである先進国間の貿易額が世界貿易の主体になる．その同一産

業内部の先進国の間貿易額と貿易量が急に拡大する現象について，

などが収益逓増と経済の規模性および不完全競争市場の理論モデルを構築して，先進国の

同一産業内部の差別化される最終財貿易としてみごとに解釈されている．それは類似した

生産要素の稟賦条件が存在しながら，生産要素集約度も類似される最終財の貿易現象に関

するという「産業内貿易理論」である．この理論により，各国の消費者が消費可能財の多

様性を追求するために，差別化される財の生産経済規模性および市場の不完全競争におけ

る収益逓増などの仮定に基づいて，産業内貿易が行われると示されている．それによって，

先進国間の産業内におけるさまざまな差別される財に対して，消費者が多様な製品・違う

ブランドなどに対する選好を追求するため，生産要素条件が類似される先進国の間の国際

貿易量が拡大している．

古典的な貿易理論では国家レベルの異質に着目して，各国内部の各産業レベルの差異を

無視し，国家ごとで均質財を生産すると仮定している．それに，古典的な貿易理論によれ

ば，世界でもっと多い割合を占める貿易が労働生産性差異が大きな豊かな発達国と貧しい

途上国の間の貿易のはずである．しかし， 年代から，多数の貿易統計データによる

と，実際の国際貿易額の中で割合が一番大きいのは労働生産性が近く，生産要素稟賦もほ

ぼ同じである発達国間の産業間貿易である．その貿易現象について多くの研究者が「産業

レベルの異質性に着目して」，収穫逓増・不完全競争市場という仮定における新貿易論と

いう古典的な貿易理論に対して，新しい貿易理論が提案されている．

年代に入ると，先進国間の同一産業内部の貿易が増加する一方で，先進国と途上国

の間貿易額と貿易量が再び拡大する．アメリカとメキシコ・東アジアの日本，韓国と中国，

などの先進国と途上国の貿易が再び拡大しつつある．とくに，先進国と途上国の

同一産業内部の貿易額が急に拡大される．

その新たな拡大しつつある世界貿易の中身を考察すると，生産要素集約度が異なる中間



財・部品の貿易が大きな貿易シェアを占めていることがわかる．そういう貿易成長のエン

ジンは，多国籍企業のグローバル市場における生産活動の配置である．そのさまざまな中

間財およびアセンブリ作業の生産立地が異なる国家にあるので，多国籍企業の中間財生産・

調達により，近年の先進国と途上国の国際貿易が拡大している．そういう生産性が違う産

業内貿易に関する新しい貿易現象に対して， など

の経済学者が新貿易理論モデルを修正して，労働生産性と生産要素稟賦に基づく同一産業

内部の労働生産性の異質性を持つ企業生産・立地理論を提案した．さらに，企業の輸出，海

外直接投資およびふらぐ，アウトソーシングなどの戦略選択行動について，理論と実証研

究が行われている．

その理論により，その先進国と途上国の同一産業内部の中間財貿易の増加が 年代

の新たな貿易現象と貿易パターンの原因である．すなわち，多国籍企業が途上国と先進国

の同一産業内部で，最終財の生産過程を分割し，その多数の中間財をもっとも効率的な生

産が可能な地域に移転して，グローバルなフラグメンテーションおよびアウトソーシング

が進展し，中間財貿易が急激に拡大される．しかし，それらの研究では， のような経

済要素の対称的な世界諸国を仮定して，世界諸国の労働生産性および経済要素の異質性を

無視し，海外進出際の固定費用の役割を強調すぎて，世界諸国ごと，企業ごとの労働生産

性の異質性が無視されている．東アジア地域における各国ごと，各企業ごとの異質的な労

働生産性および経済要素の差異に着目する研究が望ましい．

本研究においては，今までの研究成果を踏まえて，東アジアにおける多国籍企業のさま

ざな生産工程の分業現象に着目して，その多国籍企業の生産工程分業のインセティブ 動

機 ・影響要因および国際中間財貿易と最終財貿易のパターン形成に関する影響について，

一般均衡理論モデルを構築して分析を行った．そして，生産拠点の最適な立地配置およびグ

ローバルな社会資本整備による生産拠点配置の最適化構築への影響に関して考察する．そ

の理論モデルを基づいて，それらの生産工程分業の受入国と転出国の家計厚生への影響に

ついて，考察する．その分析ツールと考察の成果を応用して，国際社会資本の整備および

都市と地域の産業活性化などの政策制定および影響評価に関する新たな視点と考え方を提

供することを目指す．

論⽂の構成
本研究では，多国籍企業の生産立地に関する先行研究を踏まえて，東アジアにおける多

国籍企業のさまざまな生産工程の国際分業現象について分析する．本論文は，７つの章か

ら構成される．各章の位置づけや相互の関係を図 に示す． 章は研究の背景・目的お

よび多国籍企業の経営活動に関する考察・理論研究のレビューである．特に，東アジア地

域における域内貿易の新たな国際生産工程の分業現象について，説明する．そして，第



図 論文の構成

章，第 章，第 章，第 章においては，それぞれ多国籍企業の最終財および中間財の最

適な国際的な生産拠点選択パターンを想定して，一般均衡モデルを構築する．そして，そ

れらの理論モデルを通じて，外生的な影響要因により最適な最終財および中間財の生産拠

点配置に対する影響に対して，比較静学分析および数値例シミューレーション分析を行う．

論文の第 章では，多国籍企業の輸出と水平的な FDI の立地パターンに関する二国モ
デルを提案する．多国籍企業の最終財の輸出と海外直接投資という二つの海外進出行動を

考慮して，多国籍企業の最終財の輸出と海外直接投資行動による現地生産に関する最適な

生産拠点配置問題について分析する．そして，国際社会資本整備および相対的な技術革新

により，その生産拠点の配置パターン・配置拠点の変化および二国の家計厚生への影響に

ついて，比較静学分析を行った．

第 章は，二国におけて，中間財のアウトソーシング生産拠点立地パターンに関して，分
析する．多国籍企業の生産工程分業現象を導入して，多国籍企業の二つ中間財の中で，一

つの中間財を自己生産する一方，もう一つの中間財の世界各国へアウトソーシングする．

先進国と途上国における異質な生産要素および労働生産性と労働賃金などの要素を考慮し，

アウトソーシングの立地選択を自国と海外の生産立地パターンとして，分析を行う．そし

て，国際社会資本整備および相対的な技術革新により，その生産拠点の配置パターン・配

置拠点および二国の家計厚生への影響について，比較静学分析を行った．



第 章において，二つ中間財の水平的な FDIとアウトソーシングの生産・立地パターン
選択モデルを提案する．多国籍企業の二つ中間財をアウトソーシングするかあるいは，水

平的な FDI の生産形式で生産工程の分業をマネジメントするかという生産行動の選択問

題について説明する．そして，数値シミュレーションを通じて，国際社会資本整備により

多国籍企業の中間財生産・配置に関する影響について議論する．

また，第 章は， 国における 個中間財の水平的な FDI とアウトソーシング生産・

立地パターンモデルを構築する．これまでの二国モデルを多数国モデルへ拡張して，その

中間財も多数の中間財を拡大して，多国籍企業の世界諸国における国際生産工程の分業現

象を分析する一般的な枠組みにまとめる．そして，その一般的な 国・ 中間財のモデル

を通じて，多国間の国際貿易構造を三国三中間財の場合の数値例シミューレーションを通

じて分析する．また，国際社会資本整備により多国籍企業の中間財生産・配置に関する影

響について検証する．

最後の第 章では，本研究の成果を取りまとめる．



第 章 経済統合と多国籍企業の国際⽣産分業

緒⾔
多国籍企業の発展は現代のグローバル経済における非常に重要な特徴である．多国籍企

業はグローバル市場における商品・生産・技術・市場進出などの経済活動をできるだけモ

ジュール化にし，標準化して，自由化および共通化を目指して，世界の単一の経済市場・資

本主義市場の統合に目指す企業形態である．多国籍企業の世界市場の参入により，グロー

バル経済の構造と機能が根本的な変化を起こされている．それらの巨大的な企業によるグ

ローバル経済市場に対する経営戦略が国際貿易・地域経済統合・産業立地・地域の活性化

および人口・資本・知識・情報のフローなどの社会経済活動の主な影響要因になる．

それらの多国籍企業の活動は最終の目的といえば，何よりも，世界により多くの市場に

参入して，より多くの商品をより効率性的に生産されて，流通を通じて，より多くの製品

を市場に売り込む．そして，多国籍企業は外国為替相場の変動を利用して，投資・投機お

よび技術転移による生産力水準の向上， をはじめとした援助の拡大を求めることによ

る生産拠点の整備，労働力移動などを推進させる．多国籍企業の生産・販売向きの市場問

題を巡る解決策は進出した国を自国のような市場に変えり，国際経済および地域経済の変

換に対して，大きな影響を与えられた．

本章では，多国籍企業による世界貿易に対する影響力および世界海外直接投資に対する

重要な役割およびいくつかの海外進出の特徴について分析する．また，多国籍企業のグロー

バル市場に進出行動に対する進出要因・進出形態と特徴などについて説明する．さらに，な

ぜ，多国籍企業が特定的な国と地域に進出するか，その多国籍企業の海外進出および海外

投資行動に関する理論研究進展について，まとめてレビューする．

多国籍企業と国際貿易
現代の国際貿易のなかで，情報技術の進展，輸送費用の低減および世界各地域の貿易協

定の達成などにより，多国籍企業の生産・販売および研究開発の事業活動は一国だけではな

くて，グローバル範囲で事業活動の最適な立地を選択し配置することができるようになる．

多国籍企業の国際生産工程分業の進展により，生産される商品がモジュール化に生産で

きるため，製品生産に必要な中間財と部品の生産が先進国と途上国における最適な生産拠

点において生産できる．そして，その垂直的な生産工程分業を通じて，すべてのモジュー

ル化される中間財と部品がアセンブリを通じて，最終製品に完成させる．



図 中国における外資企業の輸出額とシェア推移

”世界工場”と呼ばれる中国においても，近年では，数多くの多国籍企業が積極的に進出

されて，中国の国際貿易の急激的な増加に関して，より重要な影響を与える．世界貿易の

統計によると ，最近の２０年では，世界貿易における中国の国際貿易の輸入と輸出両方

の世界貿易シェアが急に増大されている．しかし，中国の国際貿易の急速な増加は中国自

国の企業の国際市場に積極的に進出による原因とはいえない．その急速増加される国際貿

易は多国籍企業による中国に設置されるアセンブリ工場から世界市場に輸出すること，お

よび世界各国から中国における多国籍企業のアセンブリ工場へ中間財と部品を輸入するこ

とにより，中国の輸入と輸出の世界国際貿易シェアが素早く増加させている．その中国に

おける貿易成長の中で，多国籍企業の重要な影響および役割が図 に表される．図
においては，１９９６年から，２００６年までの十年間では，多国籍企業による中国の輸

出シェアには４０％台から６０％近いまで，大幅に増加されていることが分かる．

多国籍企業の海外進出の形式

直接投資

近年では，世界貿易量と貿易額が世界経済発展の規模を大幅に上回って，拡大されている

ことが注目されているが，世界において直接投資の急増がその世界貿易量をさらに上回っ

ている． および の統計データによると，直接投資の増加率は世界



図 世界海外直接投資の進展

経済 の増加率の七倍であり，世界貿易輸出の増加率の三倍を遥かに上回る．その直

接投資を行う経済主体は先進国から発達された多国籍企業である．

多国籍企業の直接投資は本社と支社あるいは工場の関係により，水平的な直接投資と垂

直的な直接投資という二つのタイプが存じる．水平的な直接投資というのは，投資国と投

資受入国の生産性水準・生産要素価格の差異が小さいけれども，貿易される財・サービス

の輸送費用，貿易費用あるいは貿易障壁が非常に高い場合では，多国籍企業が多国の消費

者に向いて同じ財・サービスを生産・提供する必要する時は常に発生される．一方，垂直

的な直接投資というのは投資国と投資受入国の生産性水準・生産要素価格の差異が大きい

けれども，貿易される財・サービスの輸送費用，貿易費用あるいは貿易障壁が低い場合で

は，多国籍企業は多国の間における財・サービスの最適な生産過程を追求して，その財の

生産過程をいくつかの部分に分けて，モジュール化して，分業生産可能になる直接投資パ

ターンである．

先進国と途上国における直接投資のパターンから見ると，先進国で行われる直接投資は

水平的な直接投資のほうが多いであり，一方，途上国で行われる直接投資は垂直的な直接

投資のほうが多く見られる．特に，近年では東アジアで行われる多国籍企業の海外進出行

動は垂直的な直接投資の代表的な地域と見なされる．多国籍企業はさまざまの生産要素投

入比率を要求される財の製造生産工程を多数のモージュール化可能の中間財の生産過程に

分けて，各モージュール化できる中間財および最終財の組み立ての生産過程を多数国・地

域において，最適な生産ネットワークを構築しておる．こういう垂直的な直接投資を行わ

れる多国籍企業にとって，最適な生産ネットワークの配置行動の決定メカニズムについて，

および外部のさまざまな経済要因にどのように影響が受けられるかなどの問題に対して，



図 海外アウトソーシングのモチベーション

現在の国際貿易研究のテーマとして研究されている．

アウトソーシング

年代から，アウトソーシングの時代がつい来ると多くの学者が提唱されている．多

国籍企業による生産・流通・貿易のネットワークが形成して，世界範囲において，多国籍

企業の国際産業の分業化がどんどん展開されている．ポーターをはじめの学者が価値連鎖

と呼ばれる企業の一連の経営・生産活動の一部を企業外部にアウトソーシ

ングされて，国際戦略経営提携などの形式によって，産業内部の企業間レベルの中間財・

部品・サービスなどの貿易ネットワークが展開しつつある．とくに，近年の物流産業にお

ける システムの導入により，財の国際調達をより高効率性と低コストで満足できるロジ

スティクスマネジメントが素早く進展している．それに依存して，多国籍企業が一部の相

対的に低効率性の事業と生産工程を転売して，その企業の運営する際の業務需要を満たす

ために，外部のより高効率性・低コストで提供できる専門企業にアウトソーシングする．

多国籍企業の直接投資と技術転移によって，近年の世界の国際貿易量を拡大させて，国

際的な生産工程分業および世界市場へ向ける流通・販売を促進する．生産工程の分業の進

展にしたがって，企業が最終財を生産するために，何でもアウトソーシングできるまで進

んでいる．市場調査・研究開発 ・デザイン・中間財の生産・最終財のアセンブリお

よびアフタサービスなどでも，アウトソーシングの専門企業が進展している．

なぜ，多くの企業はアウトソーシングを行うか．図 では，企業が業務をアウトソー

シングする主な要因はまとめてある．その調査によると，さまざまの影響要因が表してあ

るけれども，一番重要な影響要因は生産コストの削減と市場競争力の強化などの要因に着



図 国際生産工程の分業とフラグメンテーション

目できる．すなわち，企業のある業務の需要に満足すること対して，その業務にとって，よ

り効率性高い・より専門的な競争力を持つ企業にアウトソーシングすれば，企業の業務要

求に対して，より高水準で対応できる．そして，アウトソーシング実施する企業は企業の

核心的な競争力だけに着目して，企業の競争優位性を発展させる．

フラグメンテーション

フラグメンテーション 分断化 とは，もともと一つの生産場所で行われ

る最終財の統合的な生産活動をモジュール化されて，いくつかの生産ブロックに分けて，そ

れぞれの中間段階的な生産活動をその生産ブロックにとって，距離離れの最適な生産拠点

に配置されて，分散立地させることである．もともと，一箇所で生産する場合の生産規模

経済性および分散生産される際の中間財の調達費用が存するため，分散生産の便益が見え

ないけれども，近年における国際輸送費用の激減および地域経済統合の進展により，多国

籍企業が労働賃金低い途上国にも海外進出できるようになった．それらの国際輸送費用お

よび現地の労働生産性・賃金条件および政治の安定性などの影響要素を基づいて，多国籍

企業が労働力集約型，自然資源集約型のさまざまな中間財と部品およびアセンブリ作業な

どの生産活動を途上国に転移して，フラグメンテーション生産の便益が現されている．そ

の国際生産工程の分業および生産過程のフラグメンテーション進展は図 のように表さ

れている．

年代から，多くの研究者により，関税および輸送費用の低下によって，財の生産工

程がフラグメンテーション可能になり，世界範囲において，最適化なモジュール化中間財



が分散化生産可能になり，同一産業内部の中間財と最終財の貿易量が劇的に拡大して，そ

の地域経済の成長率と所得増加率よりも国際貿易の増加がはるかに拡大されている．近年

における世界の貿易量の拡大について，国際工程分業の進展が生産の分断化 フラグメン

テーション およびアウトソーシング生産が貿易可能になる原因である．

多国籍企業の海外進出の原因
近年では，世界範囲における自由貿易地域協定などの発展により，多国籍企業はより多

くの海外地域へ投資・経営活動を進出可能になる．企業は海外の経営活動を参加する際，さ

まざまなインセンティブが存する．なぜ，企業は海外進出するのか．いろいろな原因に纏

めできるけど，大体で二つの目的で分けることができる．すなわち，販売市場の拡大と生

産コストの低減である．そして，その二つの目的に基づいて，さまざまな段階的な目的も

存する．企業は多数の国において，経営・投資活動を行う事を通じて，国際貿易障碍の回

避・生産コストの低減および産業集積の経済規模性と経済外部性の便益などの目的にまと

めできる．

貿易障碍の回避

近年の世界自由貿易が進展しているけど，多くの国においても，自国の産業保護と労働

雇用の確保のために，途上国だけではなくて，先進国でもさまざまの貿易制限措置を実施

している．１９８０年代の日本企業がアメリカ・ヨーロッパ各国の日本輸出企業のカレー

テレビ・自動車および連関部品・半導体などの工業財をアメリカ・ヨーロッパ諸国へ販売

するとき，貿易措置を制限されて，輸出自主規制・輸入制限などが頻繁的に行った．それ

らの貿易制限を避けるために，日本の輸出企業は直接投資の形で現地工場を作り，最終製

品の現地生産を行うなどの方法で貿易開拓と市場拡大を目指して海外進出していた．

１９８０年代の日米の貿易協定により，日本の自動車企業が輸出自主規制が実施されて，

アメリカ向けの自動車の輸出量が大幅に制限されている．また，ヨーロッパ各国向けの自

動車輸出もサーベイランスの対象になり，事実上の制限が実施されいてる．そういう貿易

バリアが高すぎるために，日本の自動車メーカーがアメリカへ進出して，最終完成車の工

場を建設して，輸入車ではなくて，アメリカ国内の市場現場の日本製自動車として，市場

へ自動車を提供される．最終完成車の輸出制限が実施されるけれども，エンジン・中間財の

部品の貿易が制限されていない．そういうわけで，日本の自動車メーカーがエンジン・中

間部品財を日本からアメリカへ輸出して，アメリカの組み立て工場で最終完成車を完成さ

せて，市場へ販売する．そういう生産工程の国際分業を通じて，日本の自動車企業はアメ

リカ・ヨーロッパへ子会社を設置して，組立工場を建設する．日本の母会社からエンジン・

中間財部品をアメリカの子会社へ輸出して，アメリカの子会社の組み立ての工場で最終完



成車を生産する．だから，１９８０年代から日米の自動車貿易が日本側の自主輸出規制が

実施されることにより大幅に低減されている．一方，日本自動車企業からアメリカ子会社

へのエンジン・中間財部品の貿易が増加される．そういう欧米への海外進出により，日本

企業の国際的な生産工程の分業生産も発展されいている．すなわち，日本企業の資本集約

力・技術集約力などの優位性を持つ製品の中間財を輸出し，アメリカ・ヨーロッパ各国の

組立工場を中間財調達して，最終製品を完成させて，現場市場へ販売される．そういう国

際的な生産工程の分業の目的は輸入制限が実施される欧米諸国の貿易制限に対する対応策

しかないである．

⽣産コストの削減

近年では，多くの多国籍企業はそれらの途上国へ直接投資と市場参入を行いつつある．そ

の海外進出の一つ重要な魅力は世界多くの途上国の安価高質的な労働力を雇用できること

である．たとえば， 諸国と中国・韓国の発展においても，そういう改革開放・貿

易立国政策を実施する途上国が多く存在する．それらの途上国が世界経済システムに積極

的に参入して，多くの多国籍企業を招致する．そして，多国籍企業の海外進出先の変換も

世界の途上国における生産コストと輸送コストなどの費用を総合的に比較して，最適な海

外投資先を選択される．

その多国籍企業の海外で生産コストの削減により直接投資先の変化については，アメリ

カの多国籍企業の直接投資先の変化を考察すれば分かる． の発足した数年間では，

多くのアメリカの製造業の企業は低労働賃金を持つメキシコへ製造工場を作り，直接投資

を行い，関税ゼロの二国貿易を行う．そういう増加しつつある外国から直接投資と製造工

場の建設にしたがって，メキシコの製造業における労働雇用も増える．アメリカの製造企

業は中間財と部品をアメリカからメキシコの工場へ調達して，メキシコの工場で低賃金の

労働力を雇用して最終財の組み立てを完成させる．そして，その完成財をアメリカ市場へ

販売させる．

しかし，２０００年代に入り，もともと，アメリカとメキシコにおける製造業の生産工

程の分業はメキシコより低賃金の労働力を提供できる中国へ転換している．アメリカの多

国籍企業はメキシコの直接投資を一定に留まる．一方，数多くのアメリカ企業は組み立て

工場をメキシコから中国・ へ移設していた．その原因は，生産コストがより削減

できるわけである．その海外直接投資先の変化要因は中国・ のほうがより低賃金

の労働力を安定的に提供できるわけである．



産業集積と規模経済性

数多くの産業において，生産工程の分業により，外部の企業に発注内容が多くなりつつ

ある．最終製品を完成するために，数多くの企業から中間財を調達するために，各中間財

の生産企業は距離多く離れれば，生産コストの増加および調達情報の不便利点などのマイ

ナス影響が発生する．そういうわけで，最終製品の組立工場が海外進出することにしたがっ

て，数多くの中間財生産企業も海外進出も行わなければならない．

そして，最終製品企業の下請け企業は部品調達の柔軟的な対応と輸送費用の低減するた

めに，ほとんど最終製品企業の投資先と同じ地域で工場を建設して，部品の現地調達を行

われる．数多くの最終財企業と部品生産企業の地域集積により，産業クラスターが形成さ

れて，生産の効率性も向上させる．産業クラスターの形成により，生産の規模経済性も増

加されて，より多くの連関企業を招致する．産業クラスターの生産・集積の魅力をさらに

向上させて，より多くの産業連関企業の招致するというプラス循環が出来上がる．

そういう産業集積および産業クラスターにより生産の規模経済性と経済の外部性という

便益が起こられるため，産業集積の規模が大きくなればなるほど，産業連関企業に対する

呼び込む効果も強くなる．より多くの連関企業に地域集積に成り，より多くの経済規模性

および経済外部性が高くなりつつある．

企業の労働⽣産性と取引費用

最近の研究成果により，企業の労働生産性および貿易の取引費用が多国籍企業の海外進

出行動パターンにも影響を与えられる．そういう企業の労働生産性と多国籍企業の海外貿

易投資パターンに関しては， 新新貿易理論 と呼ばれる研究理論に提唱されて，理論的に明

らかにされてきた．また，企業の労働生産性および取引費用の理論研究成果に対して，そ

れらの理論分析の現実貿易データーを通じて実証研究および統計分析が進んでいる．

新新貿易理論では 同じ産業内部であっても異なる企業は異なる海外進出の形式が存す

る．すなわい，同産業内部において，一部の企業は海外直接投資を行い，一部の企業が輸

出を行い，まだ一部の企業は自国市場だけに製品を提供する．そういう理論により，従来

の独占競争市場・収穫逓増の分析フレームワークを使いながら，差別化される企業行動を

とる際では，非常に重要な異質的な生産・貿易行動に関する固定費用の役割を導入して，　

異質的な労働生産性を持つ企業の差別化される生産・貿易行動を行うことについて見事に

分析した すなわち，輸送費用，関税，事業所レベルの固定費用といった市場への近接立地

と生産集中による規模効果の間のトレードオフ問題について説明している．そして，企業

それぞれの研究開発集約度，資本労働比率，企業ごとに異なる生産性が輸出と海外生産活

動の決定要因であると考えた．彼らの研究成果では図 のようにまとめることができる．

と同様に産業ベースで研究を行われ 結果として 企業の労働生産性が高ま



図 異質な労働生産性による差別化された企業生産行動

りほど，海外進出のインセンティブが高まりつつある．すなわち，　企業の労働生産性が

高まれば 企業は輸出よりも海外子会社による生産活動を行うことが明らかにされた 市場

に存在される一番低い労働生産性をもつ企業は海外進出のインセンティブがなくなり，自

国だけの市場へ消費財を提供している．より高い労働生産性をもつ企業は海外へ輸出貿易

を通じて，消費財を世界へ提供している．一番高い労働生産性をもつ企業は海外直接投資

の形式で，海外の工場作り・違うビジネス環境の転換などの巨大な海外進出固定費用を負

担できて，現地生産を通じて，消費財を世界へ提供している．

多国籍企業に関する理論研究の進展
以上の分析より，多国籍企業はさまざまな海外進出パターンを通じて，グローバル市場

に進出して，世界諸国において，財・中間財およびサービスの生産・経営活動を行われる．

多国籍企業の海外進出の進展に従って，それらの多国籍企業の海外進出の原因および海外

進出の選択行動などに関する理論研究も貯蓄されている．それらの理論研究が大まかに独

占優位理論，寡占市場理論，内部化理論，雁行型経済発展論，国際生産サイクル理論，競

争優位理論，新貿易理論および近年から発展されている新新貿易理論などの理論が提言さ

れている．

ハイマーをはじめとするハーバード学派により，産業組織論のアプローチから多国籍企

業の海外進出の特徴について説明している．ハンマーによると，多国籍企業は「寡占的産

業構造における独占の優位性」 を強調している．そして，多国籍企業の海外進出につい



て，「投資家は自らの投資の安全性を確保するために，企業全体を支配しようとする．その

支配の動機は競争の排除と事業活動能力の優位性の確保にある」

また，チャンドラーの研究 によれば，多国籍企業が海外進出とともに，グローバル寡

占企業になる．初期の海外進出は国内の経営活動を拡大させるために，市場拡大をめざす市

場販売および流通連関に関する海外直接投資のケースが相対的に多いであるけれども，生

産の垂直的な統合に従って，海外の現地生産拠点まで発展されている．チャンドラーによ

れば，優れた資本・技術集約型の企業はその資本力と技術力の海外転移を通じて，海外の

市場に販売される商品の競争優位性を生み出すと主張している

国際生産サイクル理論 によれば，多国籍企業が海外の生産拠点を通じて，生産技術レ

ベルが低くなる商品をだんだん海外進出先の低生産性と低賃金の労働力を雇用して，現地

で生産される．進出先国で生産される商品を逆輸入して，本社の市場に提供される．多国

籍企業が海外直接投資国の労働力・土地・生産資源などの世界各国の比較優位性を分析し

て，海外の最適な生産拠点を構築する．そして，多国籍企業の発展を，生産・販売の統合

化による企業経営のリスクを内部化の過程としてモデル化した内部化理論 ，国際限界産

業転移の動的過程をモデル化した雁行形態モデル が提案されている．

そして，ポーターは企業・産業および地域・国家の競争力に着目して，企業・産業の競

争優位性を提言している ．企業の競争優位性に対して，主として，企業の戦略構造と競

合条件・要素条件・需要条件および支援・連関産業の条件など四つの影響要素が言われて

いる．さらに，外部条件に対して，企業の競争優位性を作り出すため，外部のチャンスと

政府の政策も大きな影響を与えられることが指摘される．

年代からの先進国間の国際貿易の急増現象に対して， ， ，

等による新貿易理論 が提言されている．

新貿易理論の分野では，独占競争市場における収穫逓増が働く環境の下で，多国籍企業の

産業内貿易，海外直接投資，国際的アウトソーシング，フラグメンテーションが進展する

過程に関して理論的知見が蓄積された ．新貿易理論により，同じような要素賦存

と労働生産性を持つ国家間における貿易を説明することが可能となった．独占競争市場に

おける差別財を提供する企業は，規模経済性が存在するために，国際貿易により追加的な

利潤を獲得する．家計も多数のメニューの差別財を消費することにより，国際貿易により

厚生を改善できると分析している ．

そして，企業レベルデータを用いたこれらの新しい実証研究の成果は，「代表的企業」を

仮定する従来の伝統的理論や新貿易理論に代わって，産業内における「企業の異質性」を

モデル化する新しい理論の発展を促した． は， と同じく

型の独占的競争モデルを採用しながらも，代表的企業に替えて企業の異質性を導

入することにより，国際貿易が産業の生産性に及ぼす影響を分析することを可能にした．

のモデルによって示される貿易利益の存在は，代表的企業を仮定していた



の新貿易理論や伝統的貿易理論が扱ってこなかった新たな点である．生産性の差

異を反映した企業の異質性を組み込んだ モデルにおいては「貿易の自由化あるいは

輸送費の低下によって，生産性の高い外国企業が国内市場に参入する一方で，生産性の低

い国内企業は退出を迫られ，そのために産業の平均生産性が上昇する」ことが導かれる．

そして， モデルは，様々な方向に拡張されてきている．まず，

は，輸出に加えて水平的なFDI を扱っている．また，

は， による不完備契約理論の貿易理論への適用を モデルに取り入れるこ

とにより，FDI とアウトソーシングを含む企業の多様な国際化モードをモデル化している．

こうした， 以降の企業と国際貿易に関する理論の進展の詳細は， で紹

介されている． は産業内部の異質的な生産性を持つ企業が海外進出に

関して，どのような行動を選択できるかという問題について研究した．

の研究によると，同じ産業内部でも企業レベルの異質的な労働生産性が存するため，同じ産

業内部においては，高い労働生産性をもつ企業だけが海外進出を行い，中等レベルの労働生

産性をもつ企業が海外輸出を行い，低いレベルの生産性をもつ企業は自国市場だけに商品を

提供されるという企業レベルの産業内における異質的な労働生産性に着目する研究が進ん

でいる新新貿易理論 が提案されている． ，

等は，異質生産性を持つ企業の生産拠点配置と産業内貿易パターンが内生的に決定される

メカニズムを分析している．

まとめ
本章では，拡大しつつある国際貿易の中で，グローバル市場における数多くの多国籍企

業の役割・海外進出要因・進出形式および多国籍企業の経営活動に関する理論研究の進展

などについて，説明する．特に，近年では，貿易関税・国際輸送費用の低減および地域経

済統合の進展により，多国籍企業がグローバル市場において，最適な生産拠点を配置でき

るようになった．生産工程の分業可能および国際進出可能により，多国籍企業はグローバ

ル市場の視点から直接投資・アウトソーシングおよびフラグメーテーションなどの生産形

式を通じて，異なる生産要素稟賦および労働生産性を持つ先進国と途上国において，生産

工程の最適な労働分業を行われる．こういう垂直的な産業内の生産工程の分業現象が東ア

ジア諸国だけではなくて， の拡大に伴う西ヨーロッパと東ヨーロッパおよび

の結成によるアメリカとメキシコなど経済統合地域においても，先進国の多国籍企業が労

働集約の生産工程を低賃金の国と地域へ転移されることが考察されている．

そして，多国籍企業の生産拠点の最適な立地行動に関する理論研究も進んでいる．それ

らの理論研究が貿易データの入手容易さおよび多国籍企業の生産経営活動の深く分析でき

るかどうかに深く依存されている．その理論研究の着目点も，だんだんマクロレベルの国・



地域における産業全体の特徴から分析している産業サイクル論，産業発展の雁行論，新貿

易論などの理論から，より細緻化されて，ミクロレベルの産業内部の個体的な多国籍企業

などの異なる特徴まで注目される内部化理論，企業競争優位論および新新貿易論まで進展

している．また，理論研究だけではなくて，世界各国における各産業レベルおよび各企業

レベルの貿易データを分析し，実証研究も行われて，理論研究のモデルに対して検証され

ている．

それらの先行研究を踏みえて，本論文では，東アジアにおける多国籍企業のさまざまな

生産工程の国際分業現象について分析している．多国籍企業の多様化の海外進出行動につ

いて，論文の第三章では，多国籍企業の最終財の輸出と海外直接投資を二つの海外進出行動

を想定して，一般均衡モデルを通じて，多国籍企業の最終財の輸出と海外直接投資を通じ

て現地生産に関する最適な生産拠点配置問題について分析する．また，論文の第四章では，

多国籍企業の生産工程分業現象を導入して，中間財の世界各国におけるアウトソーシング

活動に着目して，先進国と途上国における異質的な生産要素および労働生産性と労働賃金

などの要素を考慮して，アウトソーシングの最適な立地選択を自国と海外にわけて，分析

する．そして，第五章では，多国籍企業の全体の二つ中間財をアウトソーシングするかあ

るいは，FDIの生産形式で生産工程の分業をマネジメントするかという生産行動の選択問

題について説明する．また，第六章では，いままでの二国モデルを多数国モデルへ拡張し

て，その分析の枠組みを数値例しミューレーションを通じて検証する．

　



第 章 多国籍企業の⽣産⽴地と国際貿易

はじめに
グローバリゼーションの進展に伴い，国際貿易が急増している．その中で，多国籍企業

が国際分業の進展や国際貿易に果たす役割が増加しつつある．多国籍企業は，各地域にお

ける労働生産性や社会資本ストック，労働力等の要素賦存量などの条件を所与として，国

際的な視点から生産拠点を決定し，各国・地域における生産量を調整している．多国籍企

業による国際的立地選択行動により，立地国においては，生産資本の蓄積，労働賃金率の

上昇をもたらす．一方，非立地国においては産業の空洞化や労働賃金率の低下などの問題

を引き起こす．港湾・空港等の国際社会資本の整備は，各国の生産条件に影響を及ぼし，結

果的に多国籍企業の生産拠点の配置パターンに影響を及ぼす ．

資本市場の国際化，地域経済のグローバル化を前提として，国際的生産立地と国際分業体

制の進展やその結果としての国際的な貿易パターンの決定メカニズムを分析するために多く

の一般均衡モデルが提案されている．中でも，新貿易理論 や新経済地理学

の分野において，国境を越えた地域経済統合に関する研究に関して膨大な研究が蓄積され

ている．そこでは，水平的に差別化された財市場の不完全性や規模の経済性の概念を用い

て，資源・要素の賦存量や生産性が似通った国家間においても生産分業や国際貿易が発生

することを説明している．しかし，東アジアで進展している経済統合を考えた場合，

における経済統合とは異なり，類似の国家・地域間で貿易が進展しているとは考えにくい．

むしろ，労働生産性が非常に異なる国・地域間における経済統合が進展していると考える．

本研究では，要素賦存量，労働生産性が大きく異なる つの国で構成される世界経済を

考える．このような世界経済における経済統合は，経営・技術資本，知識市場のグローバル

化という形で進展しており，無国籍化された経営・技術資本により形成される企業 以下，

多国籍企業と呼ぶ が，利潤最大化原則の下で生産拠点の立地戦略を決定する．多国籍企

業が生産を開始するためには，固定要素として差別化された知識資本を投入することが必

要である．国際研究機構はゼロ利潤組織 であり，多国籍企業との 契約に基づ

いて知識資本を生産する．多国籍企業は知識資本と労働力を用いて生産を開始するが，実

現する労働生産性は企業によって異質である．さらに，知識資本はいずれの国においても

適用可能であるが，それぞれの国において労働生産性が異なる．多国籍企業は，各国にお

ける労働生産性の差異に基づいて，生産拠点の立地を決定する．国際研究機構が生産した

知識資本の中で，正の利潤が保証される知識資本のみが市場化に成功する．その結果，世

界市場で生産される差別財の数 メニュー数 が内生的に決定される．多国籍企業の立地行



動は２国間貿易に影響を及ぼし，市場均衡を通じて両国における賃金率と価格水準が内生

的に決定される．

以上の問題意識の下で，本研究では，財の異質性，企業および国家間の労働生産性に関

する異質性を同時に考慮にいれた 国経済一般均衡モデルを提案する．その上で，輸送費

用の減少，労働生産性の変化が，国際分業・貿易パターンや両国の家計厚生に及ぼす影響

を分析する．以下， では，従来の研究概要と本研究で提案するモデルの特性について

言及する． でモデルを定式化し， で比較静学分析を実施する．

従来の研究概要
多国籍企業の生産組織と生産拠点配置に関して膨大な研究の蓄積が存在する．初期の研

究として，多国籍企業の発展を，生産・販売の統合化による企業経営のリスクを内部化の過

程としてモデル化した内部化理論 ，国際限界産業転移の動的過程をモデル化した雁行形

態モデル が提案されている．また， ， は，生産コストの縮減効果

という経営動機について，多国籍企業の生産拠点の再配置行動メカニズムをモデル化し，生

産拠点の移転に伴う産業移入国と産業移出国における賃金率と厚生の変化を分析している．

年代を通じて， ， 等による新貿易理論

， 等による新経済地理学

が提唱された．新貿易理論の分野では，独占競争市場における収穫逓

増が働く環境の下で，多国籍企業の産業内貿易，海外直接投資，国際的アウトソーシング，

フラグメンテーションが進展する過程に関して理論的知見が蓄積された．新貿易理論によ

り，同じような要素賦存と労働生産性を持つ国家間における貿易を説明することが可能と

なった．独占競争市場における差別財を提供する企業は，規模経済性が存在するために，国

際貿易により追加的な利潤を獲得する．家計も多数のメニューの差別財を消費することに

より，国際貿易により厚生を改善できる．さらに， は，多国

籍企業が生産活動を世界的に展開する中で，中間財の最適なアウトソーシング行動を説明

する多国籍企業モデルを提案した．また， は，多国籍企業の

アウトソーシング行動を内包化した一般均衡モデルを提案し，多国籍企業による産業内貿

易を分析するための理論的枠組みを提案した．

新経済地理学の分野でも，新貿易理論の枠組みを積極的に取り入れ，輸送費用が国際的

な生産分業や貿易構造に及ぼす影響を分析するための一般均衡モデルが提案されている．

中でも， は，企業が 国の間で直接海外投資を実施するメカニズムを分析し，輸

送費用が高くなると生産拠点を自国に配置するが，輸送費用が低くなると，生産拠点を賃

金率が低い国に配置するという結論を得ている．新貿易理論，新経済地理学における研究

は，いずれも企業の労働生産性が同一であり，同一の価格を有する異質財を生産するとい



う対称性の仮定を置いている．企業の対称性に関する仮定を導入することにより，分析枠

組みが簡便化されるという利点がある．しかし，現実の産業内における企業行動に関する

経験的研究成果 に基づけば，同一の産業内部における企業の労働生産性の格差が

非常に大きいことが報告されている．さらに，企業の生産技術により，特定の国に生産拠

点を集約したり，海外直接投資 ForeignDirectInvestment を通じて各国に生産拠

点を配置する Fragmentation など，多様な生産拠点戦略がみられる ．こ

のような観点から，伝統的な新貿易理論，新経済地理学の枠組みを超えて，生産性の異質

性と生産拠点の配置政策の国際的展開や貿易構造の関係を分析することが必要となる．

労働性の異質性を前提とした貿易理論に関しては， ， ，

等が先鞭をつけた．これら一連のモデルは，連続的リカードモデル 以下， モデルと呼

ぶ と呼ばれる． モデルは，企業が収穫一定の技術を有し，かつ労働生産性が連続的に

分布するような状況を想定し， 国における生産分業パターンが内生的に決定される点に特

徴がある．さらに， は モデルを展開し，生産性の異なる企業が連続的

に分布し，無数の生産要素の価格が外生的に決定されるようなモデルを提案した．近年で

は，新貿易理論の枠組みを拡張して，「新新貿易理論」が提唱され ，企業レベルの産業内に

おける異質的な労働生産性に着目する研究が進んでいる． ，

等は，異質生産性を持つ企業の生産拠点配置と産業内貿易パターンが内生

的に決定されるメカニズムを分析している．そこでは，企業の異質生産性の原因として，労

働生産性と固定費用の差異に着目している．中でも， モデルでは， 生産性の高

い企業が海外市場に財を輸出する 海外輸出 ， 生産性が比較的に高い企業は国内市場の

みに財を提供する 国内生産 ， 生産性の低い企業は市場から退出することを明らかにし

ている．さらに， は， モデルを拡張して，企業の生産性と企業

の投資行動の関係を分析している．すなわち，企業は国内生産，海外輸出，直接投資とい

う つの投資戦略を有しているが，企業の投資費用は国内生産，海外輸出，直接投資の順

に大きくなると仮定している．その上で，生産性の高い企業群だけが海外直接投資 直接投

資 を実施する．労働生産性の高い企業群は，企業の価格競争力が大きく，固定費用がもっ

とも大きい直接投資も可能となる．生産性が低く企業は，固定費用の負担が不可能となる．

したがって，生産性が低くなるに従って，海外輸出，国内生産という順に，生産パターン

が変化することを導出している．

モデルは，企業の生産性の異質性による生産拠点戦略の違いを説明することに成

功している．しかし， モデルは，分析を簡単にするために， 各国の賃金率が同一

である， 両国において均質財が同一価格で生産され，貿易収支条件を満足するように均

質財が輸出される， 企業ごとの異質生産性を強調するあまり，企業がいずれの国に生産

拠点を置いても労働生産性が同一になるという仮定を置いている．これらの仮定は，例え

ば 地域における産業内貿易を説明するためには，一定の妥当性を見出すことが可能で



ある．しかし，労働生産性に大幅な差異が存在する国や地域で構成される東アジア地域に

おける国際分業パターンや貿易構造を分析するためには，各国の労働生産性が同一である

という仮定は成立しない．さらに，日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査結果

によれば，多くの日本企業が現場生産コストの安さと販売市場の拡大という つの要因を

海外進出の理由にあげている ．すなわち，自国と相手国における労働生産性と労働

賃金率の違いが，企業の海外進出戦略に大きな影響を及ぼしている．この意味で，古典的

なリカードによる比較優位理論は，依然として東アジア地域における国際生産分業の展開

を説明するための理論的枠組みを提供すると考えることができる．

古典的比較優位理論は，労働力という単一の生産要素のみに着目し，各国における比較優

位性と貿易パターンを説明する構造を持っている．さらに， モデルでは各企業が国

籍を持ち，企業が自国から他国への事業展開する行動に焦点を置いていた．しかし，現代社

会では，世界市場において経営・技術資本，マネー資本が自由に流動する．このような資本

の流動性を背景として，多国籍企業が国際的な視点で生産拠点の配置戦略を決定する．本研

究では，無国籍の経営資本を保有し，世界市場を対象として生産拠点を決定するような企業

を多国籍企業と呼ぶこととする．このような多国籍企業を対象とした国際生産分業モデル

としては， モデル マネー資本流動モデル ，

経営資本流動モデル がある．本研究では，これらのモデルを資本流

動モデルと呼ぶこととする．資本流動モデルは，企業が国籍を持たず国際市場からマネー

資本，あるいは経営資本を調達するため，資本の流動が各国における価格指数に影響を及

ぼさない．このため，交通費用などの外生変数による産業転移の効果を分析することが容

易になるという利点がある．このような資本流動モデルは， が先

鞭をつけ， の単一生産要素モデルを拡張し，労働力を可変費

用，資本を固定費用と考える 国， 産業と 生産要素を有する一般均衡モデルを提案して

いる．さらに，労働生産性がほぼ同じレベルである を対象として，大規模な社会資本

の整備による産業転移に関する効果について分析している．資本流動モデルでは，資本の

所有者は移動不可能であるが，国際市場で資本が自由に流動できることを想定する ．そ

の後，資本流動モデルを応用して，国際貿易と地域不均衡 ，汚染産業移転 ，

観光事業 などの問題にも分析されている．そこでは，国際的な資本流動を前提として，

多国籍企業は国籍を有さず 自国と他国の区別がなく ，グローバルな独占競争市場全体に

おける利潤を最大にするように生産拠点戦略を決定すると考える．現在，各国の労働生産

性が非常に大きな格差が存する東アジア地域では，展開されている国際社会資本の整備が，

多国籍企業の海外直接投資行動やその結果生じる貿易構造の再編に及ぼす影響を分析する

ためには，多国籍企業によるグローバルな生産拠点行動を考慮に入れたような一般均衡モ

デルを構築することが望ましい．



本研究の位置づけ
以上の問題意識の下で，本研究では労働生産性が異なる多様な多国籍企業が，利潤最大

化行動を通じてグローバルな視点から生産拠点を形成するような経営資本流動 モデ

ルを考える．さらに，国際的独占競争市場において，多国籍企業が労働生産性による比較

優位性に基づいて国際的な生産拠点の形成や貿易構造の決定を行うような連続リカード経

済を対象とした一般均衡モデルを提案する．なお，本研究では，多国籍企業の本源的資源

として労働力，知識資本，経営資本をとりあげる．さらに，知識資本は労働力を投入して

生産される．多国籍企業は知識資本を固定資本として投入し，長期参入条件により立地企

業数 世界経済におけるメニュウ数 が決定される．モデルの基本構造を理論的に分析する

ことを目的としており，議論の見通しをよくするために 国を対象とした世界経済をモデ

ル化することとする．

モデル

前提条件

N 国と S 国の つの大国で構成される開放経済を考える． 図 に示すように， 国

では，農業部門と工業部門で生産された財が消費される．農業部門では均質財が生産され，

完全競争市場において取引される．均質財の輸送費用は，以下の分析において本質的な影

響を及ぼさないために考慮しない． 単位の均質財を生産するために 単位の労働力のみ

が投入される．S国の賃金率は，N 国より十分に低く，世界で消費される均質財がすべて

S国で生産されると仮定する．一方，工業部門の企業はすべて多国籍企業であり，世界全

体における独占競争市場において つの種類の差別財を生産・販売する．多国籍企業は潜

在的に ,M の間で連続的に分布しており，生産開始にあたって知識資本の投入が必要と

なる．潜在的企業は国際研究機関と 契約を締結し，開発された知識資本を用いて生

産を開始する．多国籍企業は労働力を投入要素として差別財を生産する．多国籍企業は知

識資本に対して知識レントを支払うが，正の利潤を確保できない企業は市場参入に失敗し，

市場から撤退する．結果的に，市場に n社が参入可能であり市場参入に成功した多国籍企

業 i ∈ , n は，差別財 i ∈ , n を生産する．同一の多国籍企業の生産過程であっても，S

国とN 国において労働生産性が異なる．また，企業間の労働生産性も異質である．多国籍

企業は，利潤最大化原則に基づいて， 国の賃金率，労働生産性及び輸送費用を総合的に

評価して，両国のいずれか一方，あるいは両国に生産拠点を配置する．多国籍企業の生産

拠点配置パターンにより，両国の間における貿易構造が決定される．

国際研究機構はN 国に立地し，N 国における研究者が研究開発に従事する．潜在的企業

と国際研究機構が 契約を締結するが，各企業に対して 人の研究者が 活動に



図 国経済システムの構成

従事する．国際研究機構は，利潤獲得を禁止されている法人 以下， と呼ぶ である．

国際研究機構は 活動の結果に対して知的所有権を有しており，企業が獲得した超過

レントはすべて国際研究機構に帰属する．すなわち，国際研究機構は 活動に対する

対価として，知識資本の利用に対して基本的レントを支払うが，それ以外に超過レントが

発生した場合，超過レントを知識レントの一部として国際研究機構に支払う．国際研究機

構が 活動を実施する段階では，国際研究機構は の結果として実現する各企業

の労働生産性に関する情報を持たない． 契約は有限責任であり，国際研究機構は市場

参入に失敗したなかった多国籍企業は 活動に対する対価を支払わない．国際研究機

構は，市場参入に成功した多国籍企業が獲得する資本を用いて，同機構の金融部門が回収

できない融資額を補填する．すなわち，国際研究機構は，金融部門が直面する貸し倒れリ

スクをヘッジする国際保険機構としての役割を同時に演じることになる．

N 国と S国の総家計数 L j N,S を与件とする．国際労働移動は不可能であり，各

国の労働賃金率は労働者が完全雇用される水準に決定される．賃金率は両国で異なり，一

般性を失うことなく w > w が成立すると仮定する．国内では財の輸送費用がかからな

い．一方，両国間における財の輸送費用は氷塊型であり，t > 単位の財を輸送すると，

単位到着すると考える．一方，資本の輸送費用はかからない．両国に居住する家計は

型効用関数を有し，世界経済で生産されるすべての財を消費することができる．家計は賃

金収入を所得とする．

家計⾏動

j j N, S 国における代表的な家計の効用関数を， 型効用関数

U z y di z p y di ω

で表現する．ただし， < ρ,α < j N,S が成立する．また，αは，差別財全体の消費

シェア，z は j国における代表的な家計の均質財の需要量，y は j国の家計の差別財 iの



需要量，p は差別財 iの消費価格，w は j国の労働者の名目賃金率．S国で生産される均

質財はニューメレール財であり，価格を に基準化している．nは世界市場で消費可能の

差別財の種類であり，長期市場参入条件により内生的に決める．差別財の種類 nが増加す

れば，家計効用は増加する．ρは消費多様性に対する選好パラメータであり，ρは に近づ

くと差別財が互いに完全代替可能となる．一方，ρが に近づくほど，財の差別性に対す

る選好が大きくなる．また，σ > は，水平的に差別化された財の間の代替弾力

性である． 国における均質財 zの総需要 Z は次式で表される．

Z Z Z − α E E

E w L j N,S

ただし，Z − α E j N,S は j 国における均質財の総需要，E は j 国における

家計の総所得である．N 国と S国の人口 L L は与件とする．

一方，j j N, S 国における差別財 iの総需要は

y i y L αE p {P n } j N, S

と表される．ただし，P n は j国における差別財の価格指数であり

P n p di j N, S

と定義される．さらに，i i N, S 国における代表的家計の間接効用関数は

V w , P n γw {P n }

と定義される．ただし，γ −α α は定数である．j国における差別財の価格指数は

当該国におけるすべて差別財の消費価格によって決定される．さらに，価格指数はメニュー

数 nに依存しており，世界経済において販売される差別財の種類の多さが家計効用に影響

を及ぼすことになる．

企業⾏動

まず，農業部門の生産企業の行動に着目する．農業部門は，完全競争市場において均質財

を生産する．S国からN国への輸送費用は と仮定する．均質財 単位の生産にS国の 単

位の労働力が必要となる．均質財の消費価格とS国の名目賃金率が一致し，S 国の名目賃金

率は となる．S国における均質財の生産企業の労働投入量W はW −α E E

と表せる．

つぎに，差別財を生産する多国籍企業の利潤最大化行動を考える．差別財の消費市場は

独占競争市場であり，任意の企業が自由参入可能である．多国籍企業の生産行動を図



図 差別財企業の市場参入際の意識決定過程

に示すような多段階の意思決定モデルを用いて表現する．すなわち，初期時点 t aにおい

て，世界市場には市場参入の意思を持つ潜在的な多国籍企業が区間 ,M において連続的

に分布している．潜在的企業は国際研究機構と 契約を締結し，その結果として各国

に立地した場合に獲得できる労働生産性に関する情報を獲得する．企業 i ∈ ,M が j 国

に立地した場合に顕在化する労働生産性の逆数 単位生産量当たりの労働投入量 を µ i

と表す．これらの企業の労働生産性は，自然によって決定されており，区間 ,M におい

てインデックス iに関して連続に分布している．さらに，労働投入量関数 µ i は，任意の

i ∈ .M に対して，条件

µ i < µ i

dµ i

di
> j N, S

d{µ i /µ i }

di
<

を満足すると仮定する．条件 は，N 国の労働生産性の方が常に高いことを意味する．

条件 は，インデックス iが大きくなるほど，単位生産量あたりの労働投入量が増加し，

かつ両国において労働生産性の順序関係が変化しないことを表す．すなわち，iが大きくな

るほど，技術的に複雑な生産技術であり，より多くの労働投入量が必要となる．条件

は，iが大きくなるほど，N 国と S国の労働投入量比が小さくなることを意味する．すな

わち，N 国の方が S国より，相対的により少ない労働投入量が必要になり，N 国は iの大

きい財の生産に比較優位性を持つ．

つぎに，図 の点 a に着目する．企業 iが j 国に立地した場合に顕在化する生産

性を µ i と表す．企業は の結果，確定した生産性に基づいて，生産拠点の配置戦略

を決定する．その際，多国籍企業は， N 国に生産拠点を設置し両国で財を販売する，

S国に生産拠点を設置し両国で販売する， 両国に生産拠点を設置し，それぞれの国内市

場で財を販売する，という つの選択が可能である．多国籍企業が， もしくは を選択

した場合，N 国から S国へ，もしくは逆の方向の貿易が発生する． の場合，貿易は発生

しない． の結果，十分な労働生産性を確保できず，正の利潤を獲得できない企業は，

市場から退出する．



まず，多国籍企業が つの国のいずれか一方に立地した場合を考える．j j N, S 国

に生産拠点を設置した企業 iの利潤 π i は

π i {p i − w µ i }{y i ty i } − ξ　　

と表される．ただし，ξは 社あたりの国際研究機構に対する知識資本の基本レント 固定

費用 ，p i は企業 iの生産地価格，y i は j国の i財の総消費量，y i は相手国の i財

の総消費量である．ここに，ty i は生産国から輸出される財の量であり， t− y i の

財が輸送費用として消費される．独占競争市場において，企業はそれぞれが生産する財に

関して一定限度の価格支配力を有している．利潤 の最大化に関する 階の最適条件

より，j国に立地生産した企業の最適な生産価格は

p i w
µ i

ρ

と表される 付録 参照 ．すなわち，最適生産価格は財の輸送費用，固定費用に依存せず，

各国における労働生産性と賃金率に依存する．多国籍企業が，j 国に財を輸出する場合，j

国における消費価格は氷塊型輸送費用 tが最適生産価格にマークアップされるため，最適

生産価格の t倍の値になる．国内の差別財市場では，輸送費用が無視でき，最適生産価格

と消費価格が一致する．すなわち，

p p i

が成立する．一方，輸入される差別財は，国際輸送費用が存在するため，輸入国 j におけ

る消費価格と生産国 jにおける最適生産価格の間に

p tp i

が成立する．式 を用いれば，j 国に生産拠点を設置した企業 iが獲得する最大利潤

π i は

π i p i
αE

σ{P n }
t p i

αE

σ{P n }
− ξ　

と表わせる．ただし， − σ −ρ/ − ρ < である．したがって，企業の利潤は最適消

費価格に関して減少関数であり，最適消費価格が減少するほど，消費額が増加し企業の利

潤は増加する．

一方，企業 iが つの国それぞれに生産拠点を設置する場合は，差別財はそれぞれの国

において国内市場における需要量を満足するように生産される．以下，このような企業を

企業と呼ぶ．国内市場における輸送費用を無視しているため，当該企



業が両国において獲得できる集計的利潤 π i は

π i π i π i − ξ

π i p i
αE

σP n

π i p i
αE

σP n

と表される．ただし，π i , π i は S国，N 国における知識資本の基本レント支払前

の粗利潤を表している．

前提条件において説明したように，企業が R D活動を実行するために固定費用が必要

である．潜在的多国籍企業が，市場参入できるためには，企業はいずれかの国，もしくは

両国に立地し，正の利潤を獲得できなければならない．企業 iが市場参入が可能となるた

めのカットオフ条件は

π i {π i , π i , π i } ≥

と表わせる．一方，企業の労働生産性が 条件 を満たさない場合には，市場

から退出せざるを得ない．市場を退出した企業は清算され，国際研究機構は，投資した資

金を回収できない．

以上の 条件を考慮すれば，企業の最適生産拠点戦略は

S国に配置 π i π i ≥

N 国に配置 π i π i ≥

両国に配置 π i π i ≥

撤退する π i <

と表わすことができる．

国際⽣産分業

いま，着目している多国籍企業 iが，市場参入可能であると仮定しよう．その上で，当

該企業の生産拠点の配置戦略について考察する．企業 iは， つの生産拠点配置戦略の中

で，もっとも利潤が大きくなるような生産拠点配置戦略を採用する．その際，すべての企

業が，それぞれ他の企業の戦略を考慮に入れながら，独立に最適戦略を採用するような非

協力ゲームを考える．式 より，生産拠点配置ゲームにおけるナッシュ均衡解

における企業 iの均衡戦略は，最適生産価格の大小に応じて

S国に立地 p i /p i > t

N 国に立地 p i /p i < /t

両国に立地 t ≥ p i /p i ≥ /t



図 国の労働生産性の比率関数

と整理できる 付録 参照 ．すなわち，当該企業は，両国における最適生産価格の比率

と輸送費用を総合的に比較して，生産拠点の配置戦略を決定する．

多国籍企業による生産拠点の配置パターンは式 を用いて決定することができる．

輸送費用 tを所与とすれば，生産拠点の配置パターンは，両国における最適生産価格比に

依存することが理解できる．ここで，条件 より， 国における単位生産量当たりの労

働投入量比がインデックス iに関する単調減少関数

A i µ i /µ i

で表現され，かつ任意の つの企業の労働生産比が同じとなる確率がゼロであると仮定し

よう．このとき，式 より，差別財 i i ∈ , n を生産する企業の最適配置戦略は

S国に立地 i ∈ ,m

両国に立地 i ∈ m ,m

N 国に立地 i ∈ m ,n

と表わされる 付録 参照 ．ここに，m ,m は，配置戦略がシフトするような臨界的な

企業のインデックスを表し，w であることより，

A m
µ m

µ m

t

w
<

A m
µ m

µ m tw
<

を満足するようなm , m として定義できる．そのm , m は図 のように示されてい

る．すなわち，N国，S国における生産拠点の配置パターンは，労働生産性µ i j S,N

の絶対値に依存するのではなく， モデル と同様に両国間における労働生産性の比



較優位性A i µ i /µ i に依存して決定されることになる．さらに，臨界的企業数 n

は π n を満足するような n として定義される．潜在的企業 n ∈ n ,M は，正の

利潤を獲得できず清算される．これらの企業は，正の利潤を獲得すればN 国に立地するた

め，潜在的企業の市場参入リスクはN 国において発生する．以上の結果を，以下のような

命題として整理する．

命題 　 S 国の労働生産性が比較的優位な企業 i ∈ , m は S 国に立地し，N 国の労働

生産性が比較優位な企業 i ∈ m ,n はN 国に立地する．中間的な企業 i ∈ m ,m は，

両国に立地する．

この命題より，東アジア経済圏のように，各国の間で労働生産性が大きく異なる場合，い

ずれかの国に生産機能が集中するような国際分業パターンが現れやすい．一方， 経済

圏の中でも労働生産性が極めて似通った国々の間では，各国に生産拠点を配置するフラグ

メンテーションの形態が生起しやすいことが理解できる．

国際研究機構

国際研究機構は潜在的多国籍企業M 社と 契約を締結し，知識資本を生産する．国

際研究機構は知的所有権を保有し，多国籍企業が獲得した利潤をすべて獲得する．すなわ

ち，多国籍企業が国際研究機構に支払う知識レントは，利潤の多寡に依存しない基本レン

ト ξ と企業が獲得する超過レントに相当する超過レントで構成される．企業が生み出した

利潤はすべて国際研究機構に移転し，市場参入に成功したすべての多国籍企業の利潤は最

終的に となる． 終了後，すべての潜在的多国籍企業は生産を開始するが，正の利潤

を獲得できない企業は清算される．国際研究機構は清算された企業から，知識レントを回

収できず損失が発生する．国際研究機構は，市場化に成功した企業から獲得できた超過レ

ントを用いて，市場化に失敗した知識資本により発生した損失を補てんする．ここで，市場

参入に成功したすべての多国籍企業が支払う集計的超過レント は，式 より，

π i di π i di π i di− nξ
α E E

σ
− nξ

と表わせる．ここで，研究者の名目賃金率は，N 国の賃金水準w で表されると仮定する．

企業当たり 名の研究者が 活動に従事する．国際研究機構は であり，独立採

算制の下でゼロ利潤で運用される．ここで，図 に示すように，市場参入に成功した多

国籍企業が支払う超過レントが，市場化に失敗した知識資本による基本レント ξの未回収

額を補てんされるように，　　基本レント ξが設定されると考える．すなわち，

α E E

σ
− nξ ξ M − n



図 超過レントと投資損失のバランス

が成立すると考える．上式において，左辺は，市場参入に成功した企業が支払う超過レン

トであり，右辺は国際研究機構に発生する損失総額を表す．この時，国際研究機関が要求

する知識資本の基本レントは

ξ
α E E

σM

と表される．さらに，以下で言及する労働市場均衡式が成立する場合，ξ M − n w M

が自動的に成立する．すなわち，国際研究機構のゼロ利潤水準が保証される．

市場均衡条件

国における労働力は移動不可能であり，各国の家計数は与件である．S 国では均質財

を生産する家計数は − α E E ，差別財を生産する家計数は αL となる．S 国の

差別財部門の労働市場均衡式は

L − − α E E µ i ty i y i di µ i y i di

と表せる．上式の右辺第 項は S国に立地する貿易財の生産企業 i ∈ ,m に雇用される

労働力，第 項は 国に立地する非貿易財の生産企業 i ∈ m ,m に雇用される労働力

を表す．一方，N 国の労働市場均衡式は

L M µ i ty i y i di µ i y i di

M
αρ w E

{P n }
µ i di

αρ E w t

{P n }
µ i di　



と表わせる．ただし， − σ −ρ/ − ρ < である．企業の利潤は最適消費価格に関し

て減少関数であり，最適消費価格が減少するほど，利潤が増加する．式 を満足する

ような賃金率を w と表そう．ただし，N 国の労働市場が均衡する場合，S国における労

働賃金率は自動的に満足される 付録 参照 ．

いま，N 国の国際収支条件に着目する．企業は両国に生産機能を配置しているため，各

国ごとに賃金支払い後の利潤が会計上計上されるが，国際研究機構に超過レント及び基本

レントを一括して支払うことになる．したがって，各国の粗利潤を知識資本の基本レント

支払い額と知的所有権に対応する超過レントを区別できない． 国間の貿易財の輸送費用

は，消費国の家計が負担するため，N 国における国際収支条件は

− α E tp i y i di− tp i y i di

σ
{p i y i tp i y i }di

σ
p i y i di

と表される．上式の左辺第 項は均質財の輸入額，第 項は差別財の輸入額，第 項は差

別財の輸出額を表し，S 国の貿易収支 正の場合は貿易赤字 を表す．一方，右辺第 項，

第 項は S国の生産拠点がN 国の国際研究機構に支払う知識レントであり，N 国の資本収

支 正の場合は資本黒字 を表す．さらに，国際研究機構は利潤を生みださず，返済されな

い債権は超過レントによりすべて相殺される．式 が成立する場合，国際収支条件は

自動的に満足される．このことは，式 を展開することにより容易に確認できる．さ

らに，N 国の国際収支条件が成立する場合，S国の国際収支条件は，自動的に成立する．

モデル

以上のモデルを一括して整理する．まず，N 国の差別財部門の労働市場の均衡式

を整理して，

L M
αρ w E

{P n }
B m , n

αρ E w t

{P n }
B m , n 　

と書き換えよう．ただし，上式において，B m , n µ i di, B m ,n

µ i diである．一方，市場に存する臨界的企業数 n は

π n
w µ n

ρ

αE

σP n
t

αE

σP n
− ξ

を満足するような水準 n に決定される．これより，限界的な µ n は，

µ n ρw ξ
αE

σP n
t

αE

σP n

と定義できる．式 を用いて，国際的立地パタ－ンの臨界値m ,m を決定で

きる．最後に，差別財のメニュー数は式 で決定される．以上をとりまとめれば，均



衡条件式 ， および式 により， つの内生変数m ,m w ,n が

決定されるモデルとなる．すなわち，一般均衡均衡モデルは

A m
µ m

µ m

t

w

A m
µ m

µ m tw

L M
αρ w E

{P n }
B m ,n

αρ E w t

{P n }
B m ,n 　　　

µ n ρw ξ
αE

σP n
t

αE

σP n

と表される．

⽐較静学分析

分析目的

多国籍企業の生産拠点配置戦略，差別財メニュー数，および 国間の貿易構造，賃金格

差は，以上で定式化した一般均衡モデルにより内生的に決定される．つぎに，国際的社会

資本の整備 輸送費用の減少 が，多国籍企業の生産拠点形成や両国の社会的厚生に及ぼす

影響に関して比較静学分析を試みる．多国籍企業の生産拠点配置パターンは， つの臨界

パラメータm , m により決定される．さらに，メニュー数は nで決定される．一般均衡

モデル の比較静学を行うにあたり， 企業の立地パターン n, m , m が変

化しない短期， 立地パターンが変化する長期を区別する．

輸送費用の影響

港湾や空港，国際物流ターミナル等の整備は，貿易財の輸送費用を低減し，結果的に多

国籍企業により国際生産分業，貿易パターンに影響を及ぼすことになる．本モデルでは，

国の間に貿易が存在する場合，輸入国における貿易財の消費者価格は，生産者価格に対し

て t > 倍マークアップされた水準となる．国際社会資本が整備されれば，輸送費用率 t

が減少する．まず，成功した企業の数 nと企業の立地パターン m , m が変化しない短

期に着目する．短期において，一般均衡モデルの内生変数は賃金率 w のみである．した

がって，賃金率の均衡条件式 を w と tに関して全微分することにより，短期の比

較静学の基本方程式

dw dt

∂ w

∂w
B m ,n

∂ w

∂w
B m ,n

∂ w

∂t
B m ,n

∂ w

∂t
B m ,n



を得る．上付き添え字は当該変数による偏微分を意味する．上式 は高度の非線形

式となり，解析的に比較静学を実施することが困難である．本研究においても， モ

デルの伝統に従って，輸送費用 tの増減により 国における差別財の価格指数は変化する

が，両国における価格指数比が近似的に一定であると仮定する．ここで，相対的購買力指

数Q P n /P n が一定に保たれると考える．その上で，式 を

L M αρ ω {L B m , n t Q L B m ,n }　

と近似する 付録 参照 ．ただし，上式において ω w /P であり， 国における実

質賃金率を表している．式 より，比較静学の基本方程式 における と は

以下のように定義できる．

αρ − σ ω {L B m , n t Q L B m ,n }

αρ ω − σ t Q L B m ,n

を得る．したがって， < , < が成立する．これより，次式を得る．

dω

dt
− <

ただし，X | は m ,m ,n を一定とした場合の の評価値を表す．輸送費用が減

少すれば，短期的にはN国の実質賃金率は増加する．S国においては，名目賃金率はニュー

メレールとして一定であるが，輸送費用が減少すれば，S 国の差別財価格指数が低下する

ため S国の実質賃金率は増加する．

次に，立地パターンが変化する長期を考える．まず，式 をm ,m に関し

て明示的に解く．陰関数の定理より

m w , t A
t

w

m w , t A
tw

と表される．さらに，式 の両辺を全微分し，条件 を考慮すれば，

∂m w , t

∂w
−

t

A m w
>

∂m w , t

∂w
−
tA m w

>

∂m w , t

∂t A m w
<

∂m w , t

∂t
−
t A m w

>

が成立する．ただし，A i dA i /di < である．すなわち，他のことを一定にしてN

国の名目賃金率が増加すればm ,m は増加し，S国への海外直接投資が増加する．一方，



輸送費用が減少した場合，水平的な FDIの形態で両国に生産拠点を分散配置していた多国

籍企業の一部が，S国，N 国のいずれか一方の国に生産拠点を集約する．その結果，両国に

おいて非貿易財を生産していた企業数が減少し，企業の生産の特化が進展し，両国間にお

ける貿易量が増加する．さらに，輸送費用がゼロになった極端なケースを考える．本ケー

スでは，すべての多国籍企業が，いずれか一方の国に生産拠点を集約し，水平的な FDIに

よる生産分業は消滅する．すなわち，労働生産性に関する比較優位によって差別財の生産

が完全特化するというリカード経済が実現する．

長期においては，市場に参入する企業数も変化するため，輸送費用 tの変化により，相

対実質賃金率，参入企業数の双方が変化する．ここで，参入均衡式 を，式 を

考慮して

α
ρ

ω µ n
L

Q

t
L

α E E

σM

と書き換える．式 を，式 に代入し，両辺を ω , n, tに関して全

微分すれば

dω dn dt

dω dn dt

を得る．ただし，上付き添え字は，当該変数，もしくはパラメータによる偏微分を意味す

る．また，記号 は式 であることを表している．ここで，比較静学の基本方程式は

dω

dn
dt

と表される．ただし，式 の各要素の詳細に関しては付録 に譲ることとするが，各

要素の符号は

< <

< <

< >

と評価できる．比較静学の基本方程式は

−

−

と表される．これより，輸送費用 tの変化が内生変数 ω nに及ぼす長期的な効果は

dω

dt
< ,

dn

dt
>

と表すことができる．すなわち，長期において，社会資本整備による輸送費用の減少によ

り，N 国における相対的実質賃金率 ω w /P n は増加する．



相対的購買力指数Q P n /P n が一定の仮定の下では，ω w Qが成立する．

したがって，輸送費用減少がN 国の名目賃金率に及ぼす影響は

dw

dt
Q

ω

dt
<

が成立する．式 及び式 より，両国における国際分業パターンの

変化は，

dm w , t

dt

∂m w , t

∂w

dw

dt

∂m w , t

∂t
<

dm w , t

dt

∂m w , t

∂w

dw

dt

∂m w , t

∂t
><

が成立する．すなわち，輸送費用が減少することにより，S国への海外直接投資は増加し，

S国における生産拠点を集中する多国籍企業は増加する．N 国に生産拠点を集中させる企

業が増加するか否かに関しては一意的に決定できない．すなわち，条件 より，N 国

における名目賃金率の増加は，S 国への生産拠点の分散配置を誘発させる．一方で，条件

より，輸送費用の減少は直接的にはN 国への生産拠点を集中させる効果を持つ．し

たがって，N 国に生産拠点を集中させる企業が増加するか否かに関しては，これら つの

項の相対的な大小関係によって決定されることになる．一方，輸送費用の減少により， 国

における産業内貿易が容易になり，差別財消費市場に参入する企業数が減少する．この結

果は モデルによる国際貿易の障碍が減少による産業内の相対低い生産性を持つ企業

が市場から退出して，産業全体の生産性を向上させるという結論と一致している．

最後に，輸送費用の減少が，N 国に立地している貿易財企業の S国へ輸出量の変化と両

国の家計の厚生に及ぼす影響を分析する．輸送費用の減少が価格指数に及ぼす短期・長期

的影響は

> >

> >

と評価できる 付録 参照 ．

まず，国際分業パターンの調整が生起しないような短期の影響を分析する．輸送費用の

限界的な変化が，N 国に立地している貿易財企業の S国へ輸出量の限界的な変化は

dy i

dt
| −σ αE t p i P <

と評価できる．すなわち，輸送費用が減少する場合，N 国における貿易企業の輸出量が増

加する．一方，S国に関しても同様に，N 国への輸出量は増加する．長期では，二国の価

格指数も変化するので，そのN 国に立地している貿易財企業の S国へ輸出量の限界的な変

化は

dy i

dt
−σ αE t p i P − σ αE t p i P

dP

dt
<



と評価できる．すなわち，長期では，輸送費用が減少する場合，N 国における貿易企業の

輸出量も増加する．一方，S国に関しても同様に，N 国への輸出量は増加する．

つぎは，家計の厚生に対する影響に関しては，短期においては，輸送費用の減少より，輸

入財の価格が減少する．輸送費用の変化が家計の厚生に及ぼす短期的影響は，

dV

dt
−αγw P

dP

dt
<

dV

dt
−αγw P

dP

dt
<

と評価できる．すなわち，輸送費用の低下により，輸入財の価格が低下するため家計の厚

生は増加する．

さらに，長期においては，立地パターンが変化するため，式 の結果を代入して，

以下のように整理できる．

dV

dt
−αγw P

dP

dt
γ P

dw

dt
<

dV

dt
−αγw P

dP

dt
γ P

dw

dt
<

以上より，長期においても輸送費用の減少により両国の家計厚生は増加する．以上の比較

静学の知見を以下の命題 としてとりまとめる．

命題 　輸送費用の減少による短期的，長期的効果は以下のように整理できる．

　短期においては，輸送費用の減少により，両国の実質賃金率は増加し，ともに家計厚

生は増加する．

　長期においても，輸送費用の減少により，両国の実質賃金率は増加し，家計厚生は増

加する．S国の貿易企業数は増加するが，N 国の貿易企業数に関しては一意的に決定でき

ない．しかし，世界全体のメニュー数 nは減少する．

以上の命題 が示すように，国際的社会基盤の整備による輸送費用の減少は，N,S国双

方の家計厚生の増加をもたらす．特に，S 国では生産拠点を集中化させる多国籍企業の立

地が進展し，実質賃金率が増加する．これに対して，輸送費用の減少がN 国における多国

籍企業の立地に及ぼす影響は，必ずしも明瞭ではない．N 国における実質賃金率の増加は，

主として S国の実質賃金率の増加により S国向けの輸出量が増加したことによる部分が大

きい．さらに，輸送費用の減少により S 国からの輸入財の価格低下が伴い，N 国の家計

厚生は増加する．しかしながら，輸送費用の減少の結果，家計の消費量増加による製品間

の競争関係が増加するため，企業利潤は世界的に低下するため，結果として世界全体で消

費可能なメニュー数が減少する．すなわち，輸送費用の減少により，家計が消費可能なメ

ニュー数が減少するが，価格の減少効果による消費量の増加による効果が大きいため，結

果として両国の家計厚生は増加することになる．N 国は，市場参入が可能かどうかを決定



する臨界的な企業の生産に比較優位性を持っている．N 国の立地企業数が増加するために

は，世界経済におけるメニュー数を増加させることが必要である．市場参入企業数を増加

させるためには，企業の固定費用を構成する 投資費用を低減させることが必要であ

る．以下では，世界経済における 投資効率が増加し，多国籍企業の固定費用が一律に

減少した場合を想定し， の効率化が生産・貿易構造に及ぼす影響について考察する．

技術⾰新の影響

一般に，技術革新のタイプとして，製品革新，工程革新，市場革新が指摘されている．製

品革新は，新しい製品の市場化により家計の消費メニュー数が増加することを意味する．工

程革新は，新しい生産プロセスが導入されることにより，製品の生産費用が低減される効

果である．市場革新は，輸送費用や取引費用の低減やデザインの改良とによる需要の増大

効果等が含まれる．このように技術革新の効果は多様であるが，今後東アジア地域の生産

分業，貿易構造の変化に重要な影響を及ぼすような技術革新のタイプを取り上げることと

する．そのために，以下の つの分析シナリオを設ける．すなわち， S国の差別財の生

産工程が革新され，S国における労働生産性が改善される場合 シナリオ ， N 国にお

ける研究機関の効率性が改善し，潜在的企業との 契約の件数M が増加する場合 シ

ナリオ を考える．シナリオ は，S国において，N 国からの技術伝播等による工程革新

が発生した場合を相当する．シナリオ は，N 国において製品革新に関しては，知識生産

の効率化によりメニュー数が増加する場合を想定している．なお，両国で多国籍企業に比

例的に技術革新が生起する場合，式 より，多国籍企業の生産拠点配置を決定

する臨界値m ,m は変化せず，貿易パターンに変化が生じないことを付記しておく．

S国における⼯程⾰新 シナリオ

多国籍企業生産拠点配置パターンは，輸送費用だけでなく，両国における多国籍企業の労働

生産性の相対的な関係にも依存している．いま，N国の多国籍企業の労働生産性が不変であ

り，S国においてのみ労働生産性が改善されるような相対的技術革新を考える．すなわち，S

国における工程革新により，潜在的多国籍企業 i ∈ ,M が一律に µ i ·µ i > µ i

と変化する場合を考える．ただし，·< である．

短期では，二国の貿易パターンと家計の名目賃金が変化しないけど，技術革新による二

国における価格指数が変化するため，二国の家計厚生に対する影響が存する．

労働生産性の変化が価格指数に及ぼす短期影響は

dP

d·
|m ·

µ i

ρ
tp i |

− σ
P

µ i

ρ
− σ ·



と評価できる 上式の符号を整理すれば， |m > になる．同様にして， |m > と

いう結果が得られる．

上式により，短期においては，S 国の労働生産性の改善により， 国に生産される財の

消費価格が減少する．労働生産性の変化が二国の家計の厚生に及ぼす短期的影響は，

dV

d·
−αγw P

dP

d·
<

dV

d·
−αγw P

dP

d·
<

と評価できる．すなわち， 国の労働生産性の改善により， 国に生産される財の消費価

格が低下するため，短期では，二国の家計の厚生は増加する．

次は，長期の影響について分析しよう．長期では， 国の労働生産性の改善により，二

国の貿易パターンと二国の賃金率及び家計厚生にも影響が発生するはずであるが，それら

の要素に対するダイナミックな影響過程である．詳しく言えば，いくつかの段階的な過程

から組み合わせてくる．最初では， 国の労働生産性の改善により，あう意味では， 国の

より多くの労働者が新たな生産活動に投入可能になるため， 国の労働者賃金も一時的に

変化する．次では， 国の労働生産性の改善と労働賃金率の一時的な変化により，限界的

なm ,m が変化するので，多国籍企業の生産立地パタンーの再調整を起こす．最後では，

多国籍企業の生産立地の再調整により， 国の労働者賃金率が再び変化する．一方， 国

では，多国籍企業の生産立地の再調整により，労働者賃金率も変化があるはずである．以

下では，以上のダイナミックな影響過程について分析する．

国の労働生産性の改善により，その新たな臨界的なm ,m は

A m
µ m

·µ m

A m
µ m

·µ m

と表せる．すなわち，A m A m , A m A m である．その新たなm ,m

の調整過程は図 のように示される．すなわち， < , < という結果になる．

貿易パターンの変化および多国籍企業が二国における生産立地を調整することにより二

国の労働賃金への影響を与える．式 を

L M αρ ω {L B m , n t Q L B m ,n }　

と書き直す．式 より，比較静学の基本方程式

dw d·



図 技術革新による閾値の調整イメージ

における と は以下のように定義できる．

ρ − σ ω {L B m , n t Q L B m ,n }

ρ ω {L t Q L }

µ n − µ m − σ µ m
dm

d·

µ n − µ m − σ µ m
dm

d·

を得る．したがって， < , < が成立する．これより，次式を得る．

dω

d·
− −

w

·
<

すなわち，S国の労働生産性の向上により，N 国の実質賃金率は増加する．S国において

も，S国の差別財価格指数が低下するため実質賃金率は増加する．

最後に，長期において，労働生産性の改善が，両国の家計の厚生に及ぼす影響を分析す

る．労働生産性の変化が価格指数に及ぼす短期・長期的影響は

dP

d·
>

dP

d·
>

と評価できる．さらに，長期においては，二国の家計厚生に対する影響は

dV

d·
−αγw P

dP

d·
γ P

dw

d·
<

dV

d·
−αγw P

dP

d·
γ P

dw

d·
<

と評価できる．すなわち，長期においても，二国の価格指数が降下する一方，実際賃金率

が上昇するために，家計厚生が改善になる．



N 国における製品⾰新 シナリオ

国際研究機構の効率化により，一人研究者あたりの従事する知識生産性が ι > に変化

した場合を考える．以下，ιを知識生産性と呼ぶ．それと同時に， 契約件数が ιM に

増加した場合を考える．したがって，研究者数M は一定水準にとどまる．本シナリオの

場合，N 国の労働市場の均衡式 はメニュー数 nが一定である限り影響を受けない．

したがって，N 国における製品革新は，短期的には実質賃金率に影響を及ぼさない．した

がって，長期の問題を考える．製品革新が起こった場合，知識資本の基本レント ξは

α E E

σ
− nξ ξ ιM − n

が成立する水準に決定される．上式により，知識資本の基本レント ξは

ξ＝
α E E

ισM
　

と表す．研究者の製品革新により，より多くの新製品をできて，一つあたり製品の固定費

用が減少される．

従って，本シナリオの下で，差別財企業の市場参入条件式は

α
ρ

ω µ n
L

Q

t
L

α E E

ισM
　

と表せる．上式を nとιに対して微分すれば，次の式が得られる．

dn

dι

α
ρ

ω
− σ µ n

∂µ n

∂n
L

Q

t
L

−
α E E

σM
ι

上式では，仮定により， > であり，したがって， < になり，最後に， >

という結果が得られる．

すなわち，研究者の製品革新により，より多くの新製品が開発されて，国際研究機関の

一つあたりの潜在企業に対する市場平均期待利潤が減少になる．より多くの企業も市場に

参入できる．すなわち，世界市場に存する差別財メニューが増える．

次は，より多くの企業が市場に成功参入すれば，二国の賃金式 を整理して，

L M αρ ω {L B m , ιn t Q L B m , ιn }　

と表せる．上式を ω とιに対して微分すれば，次の式が得られる．

dω

dι

− σ αρ ω {L B m , ιn t Q L B m , ιn }

−αρ ω {L µ ιn − µ m
∂µ ιn

∂ι
t Q L µ ιn

− µ m
∂µ ιn

∂ι
}



上式では， > なので，代入すれば， > という結果が得られる．すなわ

ち，より多くの差別財企業が成功参入できる場合では，二国の実質賃金を増加させて，し

たがって，二国の家計厚生を向上させる．

最後に，知識生産性の改善が価格指数に及ぼす長期的影響は

dP

dι
>

dP

dι
>

と評価できる 付録 参照 ．したがって，両国の家計の厚生に及ぼす長期的影響は，

dV

dι
−αγw P

dP

dι
γ P

dw

dι
<

dV

dι
−αγw P

dP

dι
γ P

dw

dι
<

と評価できる．

命題 　技術革新による短期的，長期的効果は以下のように整理できる．

　 S国の工程革新により，両国の実質賃金率は増加し，ともに家計厚生は増加する．

　N 国の製品革新により，両国の実質賃金率は増加し，家計厚生は増加する．S国の貿

易企業数は増加するが，N 国の貿易企業数に関しては一意的に決定できない．しかし，世

界全体のメニュー数 nは減少する．

政策的含意

近年，日本と中国の両国間における貿易量が急速に増加している．東アジアの地域経済

統合に進展に伴って，多くの日本の多国籍企業は低コスト生産を目的として，中国におい

て直接投資 FDI を実施してきた．その結果，日本国内の産業空洞化が進展すると同時に，

近年，一部企業の国内回帰が生起しつつあることが報告されている ．命題 の分析結果

に対して，N 国を日本，S 国を中国と読み替えれば，いくつかの政策的示唆を得ることが

できる．本研究の分析結果に基づけば，輸送費用の継続的な改善により，日本企業の中国

における直接投資は増加することになる．しかしながら，輸送費用の減少により，製造業

の国内回帰が発生するかどうかに関しては，必ずしも自明ではない．日本に生産拠点をお

く企業数の動向は，輸送費用の減少が日本における生産の比較優位性に及ぼす影響と，日

本国内における名目賃金率に及ぼす影響という つの拮抗する変化の相対的な大小関係に

よって決定されることになる．本研究の分析枠組みの範囲に限定すれば，製造業の国内回

帰は，日本と中国の間の名目賃金率の格差が減少した効果であると考えることができる．

輸送費用の減少は，消費価格の減少を通じて輸入国における消費量の増加をもたらす．さ

らに，輸出量の増加と消費価格の減少による実質賃金率の増加を通じて家計厚生の増加を

もたらす．それと同時に，世界経済におけるメニュー数が減少する．すなわち，輸送費用の



継続的減少は，既存メニュー財の大量消費化とメニュー数の少数化を招くこととなり，そ

れと同時に中国の生産拠点化が一層進展する結果となる．しかし，消費の多様化の減少と

いう傾向は，両国の家計厚生にとって望ましいことではない．日本の実質賃金率の増加を，

中国向け輸出量の増加により達成するという方法には限界がある．むしろ， 投資の効

率化により，新規メニュー企業の市場参入を促進させることが重要である．このような政

策により，世界経済におけるメニュー数が増加し，両国の経済厚生が改善することになる．

まとめ
本研究では，財の異質性，多国籍企業の生産性の異質性，国家間の生産性の異質性を同

時に考慮した 国経済一般均衡モデルを定式化し，国際社会基盤の整備による輸送費用の

減少が，多国籍企業の生産拠点配置，貿易構造，国際的賃金格差に及ぼす影響を分析した．

多国籍企業は無国籍 であり，国際研究機構から 投資資金を調達するとと

もに， 企業の成果により，決定される労働生産性に基づいて生産拠点を決定する．市

場参入が不可能な企業が市場から撤退することにより，世界市場で生産される差別財の数

メニュー数 が内生的に決定される．多国籍企業の生産拠点の選択行動は， 国における賃

金率と価格水準に影響を及ぼすと同時に， 国における貿易構造を決定する．国際社会基

盤の整備は， 国における賃金率，価格水準と同時に，メニュー数に影響を及ぼすことに

より，両国の家計厚生に影響を及ぼすことになる．従来より，企業の固定費用の異質性が，

国際分業・貿易構造に及ぼす影響を分析した研究事例がある．これに対して，本研究では，

固定費用の存在は世界経済におけるメニュー数決定に影響を及ぼすが， 国における労働生

産性に関する比較優位性により，国際分業・貿易構造が決定される構造を有している．東ア

ジアで進展しつつある地域経済統合のメカニズムを理解するためには，依然として多くの

研究課題が今後に残されている．第 に，東アジア地域における地域経済統合では，生産

プロセスの国際分業による産業内貿易が進展している．国際社会資本の整備が，サプライ

チェーンの展開に及ぼす影響を分析するためには，中間財の生産・投入過程を明示的に取

り扱うとともに，多国籍企業のアウトソーシング行動について分析する必要がある．第

に， 国経済モデルから，多国経済モデルに分析枠組みを拡張する必要がある．この場合，

比較静学分析を解析的に実施することは不可能であり，数値計算事例に頼らざるを得ない．

第 に，輸送費用の継続的減少は，世界経済のメニューの少数化，既存メニューの大量消

費化を招くことになる．メニュー数の増加を達成するためには，輸送費用の減少だけでは

なく，知識生産の効率化政策を同時に考慮した一般均衡モデルを開発することが必要であ

る．最後に，実用的な応用一般均衡モデルの開発にむけた研究が必要となる．このために

は，各国における立地企業の異質性に関する経験的分析を蓄積することが重要である．



付録
付録 多国籍企業の最適な⽣産価格の導出　利潤 と差別財需要 を用いて，

関数

L i p i − w µ i y i ty i − rξ

β {αE p P − y i }

β {αE tp P − y i }

を定義する．β , β は 乗数である．p i p ，および式 を考慮すれば，

y i , y i , p i に関する 階の最適化条件は

p i − w µ i − β 　

t p i − w µ i − β 　

y i −
β σ

p i
ty i −

β σ

tp i

y i > , y i > を考慮すれば，式 より，β σ/p i , β σ/tp i を得る．

β p i /σ，β tp i /σが成立し，式 ， より p i w µ i /ρを得る．

付録 式 の証明　企業 i以外の企業がすべて最適生産拠点戦略を採用していると
仮定しよう．その上で，企業 iの最適反応戦略を考える．企業は無数に分布しており，

企業の価格戦略が両国の価格指数に及ぼす影響を無視できると考える．企業 iの利潤関数

は，両国における最適消費価格 p i , tp i に関して減少関数となっている．

企業 iがN 国で生産した場合にN 国で実現する最適消費価格が，S国で生産しN 国へ輸

送した場合に S国で実現する最適消費価格よりも高い場合，企業 iはすべての財を S国で

生産する．すなわち，p i > tp i が成立する場合，S 国ですべての財を生産する．逆

に，p i > tp i が成立する場合，N 国ですべての財を生産する．しかし， 国において

現地生産した場合の消費価格が，互いに相手国で生産し輸入した時に実現する消費価格よ

り小さい場合には，企業がそれぞれ国において財を生産する．すなわち，p i < tp i

p i < tp i という つの条件式が同時に成立する時，企業は水平的な FDI を実施し，

両国において別々に立地する．この つの条件式を統合すれば tp i > p i > p i

を得る．以上の条件式を整理することにより，式 を得る．企業 iの戦略に関して式

が成立する場合，企業 iは最適反応戦略から逸脱する誘因をもたず，すべての企業

が式 に示す戦略を採用する場合，ナッシュ均衡解が成立する．

付録 式 の証明　付録 に示したように，S国に生産拠点を配置した場合，p i >

tp i が成立する．したがって，w µ i > tw µ i が整理する．すなわち， >

が成立．これより，式 が成立する．以下，同様である．

付録 労働市場均衡　式 を満足するN国の賃金率をw とすれば，式



より，両国の賃金所得の中で，差別財への消費と差別財企業の総販売利益が一致になり，

α E E π π

π p i ty i y i di p i y i di

π p ty i y i di p i y i di

と表される．多国籍企業の利益 π π は超過レント ，限界費用の二国労働者の賃

金に配分され

L − − α E E w L −M

が成立する．上の式を代入して，整理すれば， w Mと表せる．ただし，π p y i di j

N, S である．式 より，超過レントが

α E E

σ
− nξ

と表せることに着目しよう．市場均衡において，E E π π , π π が成

立することより，ξ M − n w M が成立する．これより，N 国における労働市場が均

衡すれば，S国における労働市場も自動的に均衡する．

付録 式 の導出
式 より，

L M
αρ w E

{P n }
B m ,n

αρ E w t

{P n }
B m ,n

を得る． 国の総所得 E w L ,E w L ， 国の価格指数 P QP を代入す

れば，

L M ρ
w

P
L B m ,n t Q L B m ,n

を得る．上式において，実質賃金率 ω w /P を定義すれば式 を得る．

付録 近似精度の検討
相対的購買力指数Q n P n /P n を展開すれば

Q n

t B m w B m , n

B m tw B m ,n

を得る．ただし，B m {µ i } di B m {µ i } di

付録 式 の導出



式 と式 を全微分すれば，行列 を得る．ただし，行式の各要素は，以

下のように求まる．

ρ − σ ω {L B m ,n t Q L B m , n }　

ρ ω {ι L µ m t Q ι L µ m }

ρ ω {ι L µ t Q ι L µ }

αηρ − σ ω µ n

αηρ ω − σ µ n µ

−ρ ω {ι L µ m − σ t Q ι L µ m }

−αρ ω µ n − σ t Q L

ただし，η L t Q L > ι µ n −µ m < ι µ n −

µ m < µ ∂µ m /∂m m ∂m /∂ω ，µ ∂µ m /∂m

m ∂m /∂ω µ ∂µ n /∂n µ ∂µ m /∂m m ∂m /∂tである．こ

れより，直ちに < , < , < , < , < , > を得る．

付録 式 の導出
国における価格指数は

P ＝ {
µ i

ρ

tw µ i

ρ
} di

と表される．

短期では，

dP

dt − σ
P − σ t

w µ i

ρ
di

上の式により，短期では， ＞ になる．同じように， ＞ という結果になる．

長期では，

dP

dt − σ
P − σ t

w µ i

ρ
di

− σ
tµ i

ρ

dw

dt
di

上の式により，長期では， ＞ になる．同様にして， ＞ ことになる．



第 章 国際⼯程分業と中間財の⽣産

はじめに
年代の後半から，アウトソーシングの時代がつい来ると多くの学者が提唱されて

いる．多国籍企業による生産・流通・貿易のネットワークが形成して，世界範囲において，

多国籍企業の国際産業の分業化が展開されている．とくに多国籍企業の直接投資とアウト

ソーシングおよびフラグメーテーションなどを通じて，近年の世界の国際貿易を拡大させ

て，国際的な生産工程分業および世界市場へ向ける流通・販売を促進する．国際間の財と

サービスの取引きが企業の国際視角における生産ネットワークを基にして，発展している．

特に，地域経済と自由貿易一体化（ ）の発展により，東アジア地域における国際間の

工程分業および産業内分業が深く進んでいる．そういう現象が国際貿易に占める産業内貿

易および企業内貿易の拡大と多様化によって見られる ．

特に，近年の東アジア地域では，電気産業・交通機械産業および他の産業まで，産業レ

ベルおよび業種レベルの産業集積現象が指摘されている ．一方，ミクロ企業レベ

ルの生産工程分業も進展しつつある．多国籍企業が最終財を生産するために，資本集約型

の中間財および労働集約型の中間財などをモジュール化して，さまざまの地域における一

番高効率性・より低コストで生産できる外部の生産企業に外注して，アウトソーシングす

る．その生産工程分業により，多国籍企業が地域経済統合の便益を享受して，最適な最終

財および中間財の生産拠点ネットワークを構築できる．

多国籍企業による国際的アウトソーシング立地選択行動により，立地国においては，生

産資本の蓄積，労働賃金率の上昇をもたらす．一方，生産移出国においては産業の空洞化

や労働賃金率の低下などの問題を引き起こす．港湾・空港等の国際社会資本の整備は，各

国の生産条件に影響を及ぼし，結果的に多国籍企業の生産拠点の配置パターンに影響を及

ぼす．

近年では，日本企業の海外投資および経営収益額は日本国内の投資経営収益額をより多

くなり，むしろ，日本企業の主要な収益源が日本国内市場から海外市場に転換している．そ

れらの日系企業による世界市場において経営・技術資本，マネー資本が自由に流動できる．

このような資本の流動性を背景として，多国籍企業が国際的な視点で生産拠点の配置戦略

を決定する．本章では，その曖昧な国境になる多国籍企業を無国籍の企業に対象して，そ

ういう経営資本を保有し，世界市場を対象として生産拠点を決定するような企業を多国籍

企業と呼ぶこととする．古典的比較優位理論は，労働力という単一の生産要素のみに着目

し，各国における比較優位性と貿易パターンを説明する構造を持っている．本章では，経



営資本モデルを応用して，多国籍企業による中間財のアウトソーシング拠点の選択モデル

を提案する．

以上の問題意識の下で，本研究では，財の異質性，多国籍企業とアウトソーシング先の中

間財企業および国家間の労働生産性に関する異質性を同時に考慮にいれた 国経済一般均

衡モデルを提案する．その上で，輸送費用の減少，労働生産性の変化が，国際分業・貿易パ

ターンや両国の家計厚生に及ぼす影響を分析する．以下， では，従来の研究レビュー，

本研究の位置づけと提案するモデルの特性について言及する． でモデルを定式化し，

で比較静学の分析を実施する．

従来の研究レビュー
　アウトソーシングを実施している企業はその生産財およびサービスが実行するとき，

そういう生産財・サービスを自己製造・管理あるいは外部に委託し買う と

いう選択肢を直面しなければならない．アウトソーシングを実施する場合では，その選択

肢が後者 外部に委託し買う（ ）である．企業のアウトソーシング過程はただの外部企

業から財とサービスを外注し買うだけの問題ではなくて，アウトソーシングが企業にとっ

て，各業務を生産連携・市場連携を通じて，サプライチャインの統合を通じて生産工程の分

業と製造という過程である．アウトソーシングの貿易が非常に複雑ために，アウトソーシ

ングの増大およびアウトソーシング拠点の構造に関する計量・統計分析も非常に入手しに

くい．中間投入財および一部の部品貿易データを使って，国際貿易における 垂直統合 ，

中間財特化 および グローバル生産プロセス などについて，研究している ．それら

急激増加されている 垂直的な生産特化 に関する国際貿易産業には，繊維産業・電気産業・

交通機械・電子機械・製造設備および化学産業などの垂直的な産業特化グループが存する

．特に，東アジア地域では，世界の多国籍企業の重要な海外アウトソーシング進出地

域として，生産工程の分業進展および連関企業の連携生産などのアウトソーシング活動が

活躍している ．

企業は一部の生産工程をアウトソーシング際では，どういう選択条件により決められる

か，その選択メカニズムによって，アウトソーシング相手の影響要因がどういうように評

価できるか． は不完備契約による一般均衡モデルを構築して，

独占競争市場における多国籍企業が世界範囲で，ある一つのアウトソーシング中間財の連

携企業を選択するメカニズムを分析する． のモデルでは，差

別財企業は必ず一つの中間財を外部連携企業にアウトソーシングする．そのアウトソーシ

ング選択される中間財の生産企業はその 特殊 な中間財を生産するために，その中間財の

生産ノウハウおよび 特殊 な中間財を生産するために技術改造などの活動が存するために，

一定の生産ノウハウ費用を投資しなければならない．差別財企業はその生産ノウハウに関



する投資について市場に潜在的なアウトソーシング外注の中間財企業と不完備契約を結ば

なければならない．そういう不完備契約を基にづいて，差別財企業は労働生産性および法

環境の整備など優位性を持つ 国にもアウトソーシングするかあるいは，労働賃金が安い

優位性を持つ 国にもアウトソーシングする選択メカニズムを分析した．

は企業の垂直内部統合と垂直外部統合という選択問題につい

て，不完備契約を基にする一般均衡モデルの分析フェムワークを構築する．

のモデルでは，最終財企業は中間財を自己生産するという垂直内部統合する

場合では，FDIの形で，企業内貿易を行う．一方，垂直外部統合する場合では，その中間財

を生産するために，産業内の中間財生産に関する異質的な労働生産性と労働賃金率を持つ連

携企業と不完備契約を結ばなければならない．その不完備契約により，中間財の提供する企

業は中間財の生産ノウハウを達成するためにある程度の固定投資を投入しなけけばならな

い．最後に，最終差別財企業は世界市場における利潤最大化の行動を基にして，最適な中間

財の生産選択パターンを決めなければならない．また， は

国際の拠点選択の問題を無視して，ただの最終財企業における中間財のアウトソーシングと

内部統合の 条件について，一般均衡モデルを構築した．さらに，

は連続財のリカード貿易モデルを展開し，生産性の異なる企業が連続的に分布し，無数の

生産要素の価格が外生的に決定されるようなモデルを提案した．

近年では，新貿易理論の枠組みを拡張して，「新新貿易理論」が提唱され ，産業内

における企業レベルの異質的な労働生産性に着目する研究が進んでいる． ，

等は，異質生産性を持つ企業の生産拠点配置と産業内

貿易パターンが内生的に決定されるメカニズムを分析している．そこでは，企業の異質生

産性の原因として，労働生産性と固定費用の差異に着目している．

さらに，日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査結果によれば，多くの日本企

業が現場生産コストの安さと販売市場の拡大という つの要因を海外進出の理由にあげて

いる ．すなわち，自国と相手国における労働生産性と労働賃金率の違いが，企業の海

外進出戦略に大きな影響を及ぼしている．この意味で，古典的なリカードによる比較優位

理論は，依然として東アジア地域における国際生産分業の展開を説明するための理論的枠

組みを提供すると考えることができる ．

本研究の位置づけ
資本市場の国際化，地域経済のグローバル化を前提として，多国籍企業の生産アウトソー

シングおよびフラグメンテーションなどの多様な生産パタンーの意識決定メカニズムにつ

いて研究が進んでいる．国際的な生産工程分業体制と国際的なネットワーク生産立地の進

展やその結果としての国際的な貿易パターンの決定メカニズムを分析するために多くの一



般均衡モデルが提案されている ．中でも，新貿易理論や新経済地理学の分野において，

国境を越えた地域経済統合に関する研究に関して膨大な研究が蓄積されている ．そこで

は，水平的に差別化された財市場の不完全性や規模の経済性の概念を用いて，資源・要素

の賦存量や生産性が似通った国家間においても生産分業や国際貿易が発生することを説明

している．しかし，多くの実証研究 ．と統計分析 から要素稟賦と労働生産

性などの経済要因が大きな異質性を持つ東アジアで進展している経済統合を考えた場合，

における経済統合とは異なり，類似の国家・地域間で貿易が進展しているとは考えに

くい ．一方，東アジア地域における各国の労働生産性と労働賃金が非常大きな差異

が存する国・地域間における経済統合が進展していることについて解明しなければならな

い ．

以上の問題意識の下で，本章では東アジア地域の生産工程分業およびアウトソーシング

調達現象に着目して，東アジアにおける労働生産性が異なる多様な多国籍企業は，利潤最

大化行動を通じてグローバルな視点からアウトソーシングの調達生産拠点を形成するよう

な一般均衡モデルを構築する．さらに，国際的独占競争市場において，多国籍企業が労働

生産性による比較優位性に基づいて国際的な生産拠点の形成や貿易構造の決定を行うよう

な連続リカード経済を対象とした一般均衡モデルを提案する．

モデル

前提条件

大国開放経済体としての N 国と S 国の 国で構成される世界経済を考える．図 に

示すように，二国の消費市場では農業部門と工業部門二つの部門が存する．農業部門では

完全競争市場であり，農業財が均質財である．一単位の農業財を生産するために一単位の

労働力だけを投入して均質財を生産される．均質財の輸送費用は，以下の分析において本

質的な影響を及ぼさないために考慮しない． 単位の均質財を生産するために 単位の労

働力のみが投入される．S国の賃金率は，N 国より十分に低く，世界で消費される均質財

がすべて S国で生産されると仮定する．一方，工業部門では労働力を投入して，差別化さ

れる工業財を生産される．その差別化される工業部門の最終工業財の世界における消費市

場は独占競争市場であり，任意の潜在的な差別財企業が自由に工業部門に参入・退出でき

ると仮定する．二国の家計は同一の効用最大化を追求して，すべての生産される均質財と

最終工業財を消費することができる．

世界の工業部門における差別財企業は最終財を提供する最終差別財企業と中間財を提供

するローカル企業が二種類の企業が存する．

最終差別財企業は独占競争市場において中間財を投入し，唯一の差別化最終工業財を生

産し，グローバルな独占的競争市場販売する．その代表的な差別財企業 i, i ∈ , n は，差



図 国経済システムの構成

別化財 i, i ∈ , n を生産する．nは独占市場における差別化される最終差別財企業の数

である．ただし，その最終工業財が二つのモジュール化される中間財 i と i から組み合

わせできる．最終差別財企業は 国に立地して，中間財 i を自己生産する．一方，中間

財 i を外部連関中間財企業にアウトソーシングしなければならない．

その中間財 i は資本と技術集約の中間財を想定して， 国に設置して，一単位の i を

生産するために，一単位の 国の労働力を雇用して生産を行う．一方，中間財 i は労働

力集約の中間財と想定して，N，Sの二国においてどちらかあるいは両国両方設置可能であ

る．その中間財 i , i が独立生産可能である．分析の便益ために，最終差別財を生産する

ために，各一単位の中間財 i , i を投入することを仮定する．そして，二つの中間財を組

み合わせるコストをいらなくて，自動的に最終財を完成させる．その中間財 i は企業は自

己生産するが，中間財 i が企業外部に委託して，アウトソーシングして生産される．

また，中間財 i を生産するローカル企業は完全競争市場において，中間財 i だけを生

産する．そして，その中間財はグローバル市場に最終工業財として提供できなくて，最終

差別財 i, i ∈ , n のために生産に使用しかない．

また，二国における労働者の賃金率と生産性も異なる．差別財企業は，利潤最大化原則

に基づいて行動し，中間財 i の生産拠点と生産パタンーが決められる．二国の中のいず

れか一方，もしくは両方の国に生産拠点を置くことが可能である．差別財企業は二国にお

いて自由に参入可能である．最終差別財企業は中間財 i を調達するために，二国におけ

る外部の中間財 i の生産企業を選択しなければならない．外部の中間財 i の生産企業に

アウトソーシングする場合では，完全競争市場における市場価格で購入しなければならな

い．二国における中間財 i の生産企業の労働生産性が違うために，その最終差別財の生

産量も影響される．最終差別財企業は，二国の中間財の労働賃金率と中間財の労働生産性

及び輸送費用を総合的に比較して，利潤最大化原則に基づいて行動し，二国の家計の消費



需要に満足しなければならない．

国の家計は与件と考える． 国と 国の総家計数 L j N,S は，それぞれ外生的

に与えられる．両国に居住する家計は 型効用関数を有し，労働投入から獲得する賃

金収入を所得とする．国際の労働移動は不可能であり，各国の労働賃金率は労働者が完全

雇用される水準に決定される．賃金率は両国で異なり，w > w が成立する．両国間にお

ける差別財の輸送費用は氷塊型であり，t > 単位の財を輸送すると， 単位到着する．

家計⾏動

N,S両国の同じ行動を行われる代表的な家計の効用関数はDixit効用関数で示される．

U z y i di < ρ, α <

s.t. p z p y di ω j N, S

上式では z は j国の代表的な家計の均質財の消費量，y j国の家計の差別財の第 i財の

消費量で，p は均質財 zの価格，p は差財の第 i財の消費価格，ω は j国の労働者の賃金

率で，nは市場に消費可能の差別財の種類数である． ρは消費多様性を表す選好指数であ

り，ρは１に近づいて，差別財がほぼ完全代替できる．一方，ρは に近づけば近づくほ

ど，差別財を消費する選好が高いである．また，その水平差別化された財の代替弾力性 σ

は σ である．

二国におけるその均質財 zの総消費量は Z −α E E /q と表される．E ,E

はN国とS国の総所得であり，E ω L で表す．ω , ω はN国とS国の労働賃

金率である．L L はN 国と S国の総人口であり，外生的に一定である．q , j N, S

は S国の均質財の生産価格である．一単位の均質財を生産するために，一単位の S国の労

働者を投入する仮定により，そして，二国における均質財の輸送費用がかからないので，そ

の世界市場に提供される均質財の生産価格が ω になる．

さらに，各国で差別化財 iの総消費量は

y αE p P j N, S

と表される．上式の各国の差別財の価格指数 P は下式で表される．

P p di j N, S

また，家計の各財の消費量を家計の効用関数式に代入すれば，家計の間接効用関数は以

下のように得られた．

V − α α e q P j N, S



差別財企業⾏動

まずは農業部門における均質財の生産企業の行動について分析しよう．農業均質財はすべ

て賃金率の低い S国から提供される．その完全競争市場における均質財企業は一単位の均

質財を生産するために一単位の労働力を投入しなければならない．その世界の均質財の消

費量を満たすために，S国の均質財の生産企業の労働投入量W は以下のように示される．

W − α E E /w

つぎに，差別財を生産する最終差別財企業の利潤最大化行動を考える．二国の差別財の

消費市場は独占競争市場であり，任意の差別財企業が自由参入可能である．最終差別財企

業は市場に参入して，最終差別財を生産するために，中間財 i を 国において自己生産

するが，中間財 i を外部の他社中間財企業に委託しアウトソーシングしなければならな

い．そして，その中間財 i を生産するために二国の労働生産性が国際的な研究機構から得

られて，最終差別財企業がその中間財 i の労働生産性を所有者として持つ．中間財 i を

外部の企業へ委託する場合では，二国の労働生産性に適応して，その生産技術も提供する．

中間財 i のアウトソーシングする行動を考慮する最終差別財企業の生産行動を図 に

示すような多段階の意思決定モデルを用いて表現する．すなわち，初期時点 t aにおい

て，世界市場には市場参入の意思を持つ潜在的な最終差別財企業が区間 , X において連

続的に分布している．潜在的企業は国際研究機構と 契約を締結し，その結果として

各国に立地した場合に獲得できる中間財 i の労働生産性に関する情報を獲得する．

差別財企業は世界の独占競争市場に参入するとき，その最終財を生産するために，国際研

究機構のR D活動を通じて，中間財 i の生産知識資本のレンタル費用 ξを払って，中間

財 i の二国における生産知識資本の情報を獲得する．すなわち，その回収不可能のレンタ

ル費用が投資した後で，二国におけるその中間財の労働生産性 µ i , µ i は分かる．ま

た，その二国の中間財 i の生産性係数µ i , µ i は別々に分布密度関数G µ ,G µ

にしたがってランダムで得られる．

そして，二国におけるその中間財の労働生産性 µ i , µ i は企業 i ∈ ,M が j国に

立地した場合に顕在化する労働生産性の逆数 単位生産量当たりの労働投入量 を µ i と

表す．これらの企業の労働生産性は，自然によって決定されており，区間 ,M において

インデックス iに関して連続に分布している．さらに，労働生産性 µ i , µ i は，任意

の i ∈ .M に対して，条件

µ i < µ i l H,M

dµ j i

di
> j N, S l H,M

d{µ i /µ i }

di
< l H,M



図 中間財 i の二国における労働生産性分布イメージ

を満足すると仮定する 詳細は第３章参考 ．その中間財 i の二国における労働生産性

µ i , µ i のイメージ図は，図 のように表現する．

そして，差別財企業は国際研究機構から ξの知識資本レンタル費用を支払った後で，世

界市場に自由で参入できる．その差別財を生産するために，企業は中間財 i を自己生産

し，中間財 i を企業外部にアウトソーシングする．他には，差別財企業が 国， 国ど

ちらかでもアウトソーシングする可能性もある．

ただし，最終差別財を生産するためのアセンブリーコストが想定しないので，最終差別

財を完成させる段階では，中間財 i を調達して，中間財 i の生産工場で完成可能し，中

間財 i を調達して，中間財 i の生産工場でも完成できる．また， ， 二国における国

内の中間財 i ，i の工場距離を無視して，輸送費用を掛からないと想定する．一方， ，

二国における国際的な中間財 i ，i の工場距離は輸送費用が氷塊型の輸送費用に従うと

想定する．

差別財企業はそういう中間財 i のアウトソーシングする生産拠点を世界範囲で自由選

択できる．中間財 i の生産するローカル企業は国内の完全競争市場において，自国の労

働力だけを限界費用として投入して，中間財を生産可能である．また，市場における差別

財企業はどこで生産しても，二国の消費市場で最終差別財を提供しなければならない．

さらに，市場に存する最終差別財企業 iは差別財 iを生産するために，中間財 i と i を調

達しなければならない．差別財 iは中間財 i と i から組合わせて生産される．その差別財 i

の生産関数はレオンチェフ型の生産関数で示される．すなわち，y i min{y i , y i }

と表す．y i は差別財の生産量であり，y i と y i は中間財の投入量であり，そして，

分析の便益ために，二つの中間財 i , i の投入係数は１ １であると想定しよう．

まず，最終差別財企業が つの国のいずれか一方に立地した場合を考える．j j N, S



国に生産拠点を設置した企業 iの営業収益 i は

i p i {y i ty i }　　

と表される．ただし，p i は最終財 iの生産均衡価格，y i は j国の i財の総消費量，y i

は相手国の i財の総消費量である．ここに，ty i は生産国から輸出される財の量であり，

t− y i の財が輸送費用として消費される．独占競争市場において，企業はそれぞれが

生産する財に関して一定限度の価格支配力を有している．利潤 の最大化に関する 階

の最適条件より，j国に立地生産した企業の最適な均衡生産価格は

p i
c i

ρ

と表される．上式では，c i が最終差別財の単位限界費用である．すなわち，最適生産価

格は財の輸送費用，固定費用に依存せず，最終差別財の限界費用に依存する．最終差別財

企業が，j 国に財を輸出する場合，j 国における消費価格は氷塊型輸送費用 tが最適生産

価格にマークアップされるため，最適生産価格の t倍の値になる．国内の差別財市場では，

輸送費用が無視でき，最適生産価格と消費価格が一致する．すなわち，p p i が成立

する．

一方，輸入される差別財は，国際輸送費用が存在するため，輸入国 j における消費価格

と生産国 jにおける最適生産価格の間に

p tp i

が成立する．式 を用いれば，j 国に生産拠点を設置した企業 iが獲得する最大営業

利潤 i は

i p i
αE

σ{P n }
t p i

αE

σ{P n }
　

と表わせる．ただし， − σ −ρ/ − ρ < である．したがって，企業の利潤は最適消

費価格に関して減少関数であり，最適消費価格が減少するほど，消費額が増加し企業の利

潤は増加する．

その差別財企業は二国の消費需要に満たすために，世界範囲のコスト低い中間財 i を

調達して利潤最大化の原則に基づいて，最終差別財を提供される．その中間財 i の調達

地の可能パターンはすべての調達可能性および最終財 iの調達可能性が図 のようにで

表す．

図 では，調達パターン について，企業 iは中間財 i を 国の中間財企業にア

ウトソーシングして，全部で 国から調達して生産する． 国で生産される最終差別財 i

を 国へ輸送して， 国の消費需要を満足する．そして，調達パターン において，企

業 iは中間財 i を全部で 国の中間財企業にアウトソーシングして， 国から調達して



図 中間財 i のアウトソーシング調達地の可能パターン

生産する． 国の市場需要を満足するために，一部の中間財 i を 国から 国へ輸送し

て，最終差別財 iを 国で生産される．一方， 国の消費需要を満足するために，一部の

中間財 i を 国から 国へ輸送して，最終差別財 iを 国で生産される．最後では，調

達パターン において，企業 iは中間財 i を別々で両国の中間財企業にアウトソーシン

グする．そうすれば， 国の市場需要を満足するために， 国の中間財企業にアウトソー

シングして，最終財 iを生産する．一方， 国の市場需要を満足するために， 国から中

間財 i を 国へ調達して， 国の中間財企業に中間財 i をアウトソーシングして，最終

財 iを生産する．中間財 i のアウトソーシング調達地により，企業 iは以上の三つアウト

ソーシング調達パターンが存する．

最終差別財企業 iは二国における中間財 i の労働生産性・労働賃金および輸送費用など

の影響要素により，企業の利潤最大化にしたがって，中間財 i のアウトソーシング調達

地を決められる．また，その異質財の生産性と賃金率による企業レベルの異質行動につい

て分析の便益に　 S国の賃金率をニューメレール化して１になる．そして， 国の相対賃

金率を w w > で表す．

その三つの中間財 i のアウトソーシング調達パターンによると，差別財企業 iのすべて



の三つ可能性の獲得する最大営業利潤 i はは次のようにまとめる．すなわち，

i {p i }
αE

{P n }
{p i }

αE

{P n }

　 i {p i }
αE

{P n }
{p i }

αE

{P n }

　 i {p i }
αE

{P n }
{p i }

αE

{P n }
　

と表わせる．

我々は企業レベルの生産立地の選択する異質性に着目するので，便益のために，国レベ

ルの変化と要素の影響を無視しておる．そうすれば，

δ
αE

ρP

αE

ρP
　

　と仮定する．

すなわち，われわれの着目点においては，差別財企業は二国における同様なビジネス環

境と商売競争環境を想定しており，それらの同質なマクロ経済における差別財企業は中間

財の労働生産性と二国の相対賃金率および国際的な輸送費用を総合的に考慮して，最適的

な中間財 i のアウトソーシング調達拠点を選択される．

上の三つ営業収益式においては，独占競争市場における差別財企業は最終財の価格設

定が限界費用のマークアープ率による決められる．すなわち，最終財の均衡生産価格は

p i j N, S になる．その三つの中間財 i のアウトソーシング調達パターン

による各国における均衡市場価格

i をN 国から調達する場合

p i ；p i

i を S国から調達する場合

p i ；p i

i を両国から別々調達する場合

p i ；p i

と表わすことができる．

もし，三つの中間財調達可能性において，第三番目の生産可能性が最大利潤原理に従う

差別財企業に決められる場合では，次の条件式が

> and > 　

が成立する．均衡生産価格と営業収益の低減関係によると，その が最大する場合では，

その三つ可能性における均衡生産価格は

p i p i < p i p i and 　 p i p i < p i p i 　



という条件が成立する．

上式 の均衡価格によると，次の式が

µ − tw µ µ
µ

µ
− tw < and

µ − tµ tµ
w

t
−
µ

µ
<

整理できる．

我々の仮定により，輸送費用 t > 二国の相対賃金率 w > そして，二国における労

働生産性 µ > , µ > という条件が成立する．各関数の符号により，式 の二つ

の不等式が

w

t
<
µ

µ
< tw

という不等式に整理できる．

そういう条件において，二国における労働生産性の比率 が不等式 の条件に満

足すれば，第三目の中間財 i のアウトソーシング調達パターンが成立する．すなわち，中

間財 i を別々の二国の中間財企業にアウトソーシングして，別々に 国の中間財 i の

生産企業から調達することを通じて，別々の二国における国内市場需要される差別財を提

供する．

同様にして，もし，三つの中間財調達可能性において，第一番目の生産可能性が最大利

潤原理に従う差別財企業に決められる場合では，条件式が > and > が

成立する．均衡生産価格と営業収益の低減関係によると，その が最大する場合では，

その三つ可能性における均衡生産価格は

p i p i < p i p i and　

p i p i < p i p i 　

という条件が成立する．

上式 の均衡価格によると，次の式が

µ

µ
> w and

µ

µ
> tw

整理できる．

さらに整理して，式 の不等式が > tw に成立できる．すなわち，二国におけ

る中間財 i の労働生産性比率がその不等式条件に満足すれば，差別財企業 iは第一番目の

中間財 i のアウトソーシング調達パターンが成立する．すなわち，すべての中間財 i を

国の中間財企業にアウトソーシングして， 国の中間財 i の生産企業から調達するこ

とを通じて，二国における国内市場需要される差別財を提供する．



図 国の労働生産性の比率関数

同じの分析過程を通じて，もし，差別財企業 iは第二番目の中間財 i のアウトソーシン

グ調達パターンが成立する場合では，つぎの不等式が

µ

µ
< w and

µ

µ
<
w

t

整理できる．

上式を整理すると， < という不等式が成立する．その不等式が成立する場合で

は，差別財企業 iは第二番目の中間財 i のアウトソーシング調達パターンが成立する．す

なわち，すべての中間財 i を 国の中間財企業にアウトソーシングして， 国の中間財

i の生産企業から調達することを通じて，二国における国内市場需要される差別財を提供

する

以上の分析により，差別財企業は中間財 i のアウトソーシング調達パターンが二国に

おける中間財 i の労働生産性および輸送費用と二国の相対賃金により決められる．輸送

費用 tを所与とすれば，生産拠点の配置パターンは，両国における最適生産価格比に依存

することが理解できる．ここで，条件 より， 国における中間財 i の単位生産量当

たりの労働投入量比がインデックス iに関する単調増加関数 A i µ i /µ i で表

現され，かつ任意の つの企業の労働生産比が同じとなる確率がゼロであると仮定しよう．

このとき，式 より，差別財企業 i i ∈ , n に対して，中間財 i の生産する企業に

アウトソーシングできる最適配置戦略は

S国にアウトソーシングする i ∈ ,m

両国にアウトソーシングする i ∈ m ,m

N 国にアウトソーシングする i ∈ m ,n



と表わされる．ここに，m ,m は，配置戦略がシフトするような臨界的な企業のインデッ

クスを表し，w であることより，

A m
µ m

µ m

w

t

A m
µ m

µ m
tw

を満足するようなm , m として定義できる．すなわち，N 国，S国における中間財 i

の生産する企業にアウトソーシングできる最適配置戦略は，労働生産性 µ i j S,N

の絶対値に依存するのではなく， モデル と同様に両国間における労働生産性の比

較優位性A i µ i /µ i に依存して決定されることになる 図 ．

さらに，世界独占競争市場における自由参入できる臨界的な最終差別財企業数 n は

π n を満足するような n として定義される．差別財企業 i i ∈ , n は二国に

おける中間財 i の労働生産性の生産知識を獲得する後で，二国における市場に参入でき

て，最適な中間財 i のローカル生産企業にアウトソーシングして，最終差別財を世界市

場へ提供される．一方，ほかの潜在的企業 n ∈ n ,X は，正の利潤を獲得できず清算され

る．これらの企業は，正の利潤を獲得すればN 国に立地するため，潜在的企業の市場参入

リスクはN 国において発生する．以上の結果を，以下のような命題として整理する．

命題 差別財企業 i ∈ ,m は　 S 国における比較的優位な中間財 i の労働生産性を

持つローカル企業にアウトソーシングし，差別財企業 i ∈ m ,n はN 国における比較的

優位な中間財 i の労働生産性を持つローカル企業にアウトソーシングし，中間的な企業

i ∈ m ,m は，両国における中間財 i の生産ローカル企業に別々にアウトソーシング

する．

この命題より，東アジア経済圏における産業の工程分業 例えば，電気産業，交通機械，電

子機械などの産業 の進展と最終差別財企業のアウトソーシングメカニズムなどについて理

論的に分析できる．東アジア地域における各国の間で労働生産性が大きく異なる場合，い

ずれかの国に中間財の生産機能が集中するようなアウトソーシング産業集積と国際分業パ

ターンが現れやすい．

国際研究機構の機能

国際研究機構は潜在的最終差別財企業X社と中間財 i に関する生産知識資本に関する

契約を締結し，中間財 i に関する生産知識資本を生産する．国際研究機構はその中

間財 i の知的所有権を保有し，最終差別財企業が獲得した超過利潤をすべて獲得する．す

なわち，最終差別財企業が国際研究機構に支払う知識レントは，利潤の多寡に依存しない

基本レント ξ と企業が獲得する超過レントに相当する超過レントで構成される．企業が生

み出した利潤はすべて国際研究機構に移転し，市場参入に成功したすべての最終差別財企



業の利潤は最終的に となる． 終了後，すべての潜在的最終差別財企業は生産を開始

するが，正の利潤を獲得できない企業は市場に参入できず，清算される．国際研究機構は

清算された企業から，知識レントを回収できず損失が発生する．国際研究機構は，市場化

に成功した企業から獲得できた超過レントを用いて，市場化に失敗した知識資本により発

生した損失を補てんする．ここで，市場参入に成功したすべての最終差別財企業が支払う

集計的超過レント は，式 より，

π i di π i di π i di− nξ

α E E

σ
− nξ

と表わせる．ここで，研究者の名目賃金率は，N 国の賃金水準w で表されると仮定する．

企業当たり 名の研究者が 活動に従事する．国際研究機構は であり，独立採

算制の下でゼロ利潤で運用される．ここで，図 に示すように，市場参入に成功した最

終差別財企業が支払う超過レントが，市場化に失敗した知識資本による基本レント ξの未

回収額を補てんされるように，基本レント ξが設定されると考える．すなわち，

α E E

σ
− nξ ξ M − n

が成立すると考える．上式において，左辺は，市場参入に成功した企業が支払う超過レン

トであり，右辺は国際研究機構に発生する損失総額を表す．この時，国際研究機関が要求

する知識資本の基本レントは ξ と表される．さらに，以下で言及する労働市

場均衡式が成立する場合，ξ M − n w M が自動的に成立する．すなわち，国際研究機

構のゼロ利潤水準が保証される．

市場均衡条件

国における労働力は移動不可能であり，各国の家計数は与件である．S 国では農業部

門の均質財を生産する家計数は −α E E となる． 国におけるほかの家計が差別

財の中間財の生産に雇用される．

S国の差別財部門の労働市場均衡式は

L − L L 　

L − α E E

L µ i ty i y i di µ i y i di

µ i
tαρ E w tµ i

{P n }

αρ E tw µ i

{P n }
di

µ i
αρ E tw µ i

{P n }
di　



と表せる．上式 では，L は 国における総人口であり， L は 国における均質

財を生産する労働雇用であり，L は中間財 i を生産する労働雇用である．上式

では，右辺第 項は中間財 i の生産企業 i ∈ ,m に雇用される労働力である．それら

の中間財 i の生産企業は S 国に立地して，すべての中間財 i を生産して，一部の中間

財 i を 国の市場需要を満足するために， から中間財 i を輸入して， 国でアセンブ

リーして，最終差別財を完成させる．もう一部の中間財 i を 国の市場需要を満足する

ために，中間財 i を から 国へ輸出して， 国でアセンブリーして，最終差別財を完

成させる．第 項は中間財 i の生産企業 i ∈ m ,m に雇用される労働力を表す．それ

らの中間財企業はは両国に別々立地して，別々両国の中間財 i の生産企業にアウトソー

シングして，別々の両国の最終差別財の需要を満足するために， 国の消費需要に提供す

る際，中間財 i , i をすべて 国から調達して，最終差別財を生産する．一方， 国の消

費需要に満たす際，中間財 i を 国から 国へ調達して， 国のアウトソーシング中間

財企業から中間財 i を調達して，最終差別財を生産する．

一方，N 国の労働市場均衡式は

L X L L

L y i ty i di　

αρ E w tµ i

{P n }

tαρ E tw µ i

{P n }
di

αρ E w µ i

{P n }

tαρ E tw µ i

{P n }
di

tαρ E tw tw µ i

{P n }

αρ E w w µ i

{P n }
di　

L µ i ty i y i di µ i y i di

µ i
tαρ E tw tw µ i

{P n }

αρ E w w µ i

{P n }
di

µ i
αρ E w w µ i

{P n }
di

と表わせる．上式 では，X は国際研究機構により雇用される労働者であり，L は

中間財 i を生産するために労働雇用であり，L は中間財 i を生産するために労働雇用

である．そして，式 では 三つのアウトソーシング調達パターンの中で，別々中間

財 i を生産する労働雇用である．また，式 では 国に立地する中間財 i の生産

企業による労働雇用である．式 を満足するような賃金率を w と表そう．ただし，

N 国の労働市場が均衡する場合，S 国における労働賃金率は自動的に満足される 第三章

の付録 参照 ．

いま，N 国の国際収支条件に着目する．企業は両国に生産機能を配置しているため，各

国ごとに賃金支払い後の利潤が会計上計上されるが，国際研究機構に超過レント及び基本



レントを一括して支払うことになる．したがって，各国の粗利潤を知識資本の基本レント支

払い額と知的所有権に対応する超過レントを区別できない． 国間の貿易財の輸送費用は，

消費国の家計が負担するため，N 国における国際貿易収支を表す．国際貿易収支条件は

− α E tµ y i di

tw y i di tw １ µ i y i di

と表される．上式の左辺第 項は 国における均質財の輸入額，第 項は 国から中間

財 i の輸入額，右辺第 項は中間財 i の輸出額を表し，第 項は S国への最終差別財 i

の輸出額である．式 が成立する場合，国際収支条件は自動的に満足される．さらに，

N 国の国際収支条件が成立する場合，S国の国際収支条件は，自動的に成立する．

⼀般均衡モデルの整理

本研究においては，次の比較静学分析したいのは，国際インフラ整備および国際地域統

合の進展による外部輸送費用の変化，技術転移および技術革新の進展などの影響要素の変

化が，多国籍企業のアウトソーシング戦略に対して，どのような影響を受けられるという

問題について分析することである．そのために，その多国籍企業のアウトソーシング戦略

の転換による中間財生産企業がどういう程度の変化が行われるかという問題に着目して，

以上の連関モデルを一括して整理する．N 国における国際研究機構に雇用される家計数X

が一定なので， 国の賃金への影響が存しない．また，中間財 i の生産企業がすべて

国に立地する仮定により，中間財 i の生産企業へ影響も存しない．その上で， 国にお

ける中間財 i の生産企業に雇用される労働市場の均衡式 を整理して，

L µ i w w µ i t di

µ i w w µ i di　

と書き換えよう．ただし，上式において， であり，定数である．

一方，市場に存する臨界的企業数 n は

π n
w w µ i

ρ

αE

σP n
t

αE

σP n
− ξ

w w µ i t − ξ

を満足するような水準 n に決定される．ただし，上式において， であり，定数であ

る．これより，限界的な µ n は，

µ n w
ξ

t −



と定義できる．式 を用いて，国際的立地パタ－ンの臨界値m ,m を決定で

きる．最後に，差別財のメニュー数は式 で決定される．以上をとりまとめれば，均

衡条件式 ， および式 により， つの内生変数m ,m w ,n が

決定されるモデルとなる．すなわち，一般均衡均衡モデルは

A m
µ m

µ m

w

t

A m
µ m

µ m
tw

L µ i w w µ i t di

µ i w w µ i di　　

µ n w
ξ

t −

と表される．

⽐較静学分析

分析目的

国際インフラ整備および地域経済統合などの外部要素の変化が多国籍企業の世界アウト

ソーシング配置戦略に対して，影響を与えられる．また，差別財メニュー数，および 国間

の貿易構造，賃金格差は，以上で定式化した一般均衡モデルにより内生的に決定される．つ

ぎに，国際的社会資本の整備 輸送費用の減少 が，多国籍企業の生産拠点形成や両国の社

会的厚生に及ぼす影響に関して比較静学分析を試みる．多国籍企業の生産拠点配置パター

ンは， つの臨界パラメータm , m により決定される．さらに，メニュー数は nで決定

される．一般均衡モデル の比較静学を行うにあたり，第三章のように， 企

業の立地パターン n, m , m が変化しない短期， 立地パターンが変化する長期を区別

する．

輸送費用の影響

港湾や空港，国際物流ターミナル等の整備は，二国における中間財の輸送費用を低減し，

結果的に多国籍企業により国際アウトソーシング配置拠点の選択，中間財および最終財の

貿易パターンに影響を及ぼすことになる．本モデルでは， 国の間に貿易が存在する場合，

輸入国における貿易財の消費者価格は，生産者価格に対して t > 倍マークアップされた

水準となる．国際社会資本が整備されれば，輸送費用率 tが減少する．まず，世界市場に

成功的に参入できる企業の数 nと企業の立地パターン m , m が変化しない短期に着目



する．短期において，一般均衡モデルの内生変数は 国の相対賃金率w のみである．し

たがって，賃金率の均衡条件式 を w と tに関して全微分することにより，短期の

比較静学の基本方程式

dw dt

−σw µ i µ i t di

µ i µ i di

− σ t µ i w w µ i di

を得る．したがって， < , < が成立する．これより，次式を得る．

dw

dt
− <

ただし，X | は m ,m ,n を一定とした場合の の評価値を表す．輸送費用が減

少すれば，短期的にはN国の実質賃金率は増加する．S国においては，名目賃金率はニュー

メレールとして一定であるが，輸送費用が減少すれば，S 国の差別財価格指数が低下する

ため S国の実質賃金率は増加する．短期においては，差別財のメニューが一定であるけれ

ども，輸送費用の減少により，より多くの差別財を消費できるので，二国における家計の

実質賃金が上昇させて，家計厚生も向上させる．

次に，立地パターンが変化する長期を考える．まず，式 をm ,m に関し

て明示的に解く．陰関数の定理より

m w , t A
w

t

m w , t A tw

と表される．さらに，式 の両辺を全微分し，条件 を考慮すれば，

∂m w , t

∂w A m t
>

∂m w , t

∂w

t

A m
>

∂m w , t

∂t
−

w

A m t
<

∂m w , t

∂t

w

A m
>

が成立する．ただし，A i dA i /di > である．すなわち，他のことを一定にして

N 国の名目賃金率が増加すればm ,m は増加し，多国籍企業が S国へのアウトソーシン

グ選択傾向が増加する．一方，輸送費用が減少した場合，二国に両方アウトソーシングす

る選択パターンの多国籍企業が減少になる．その両国の中間財企業に別々にアウトソーシ



ングして，分散配置していた多国籍企業の一部が，S国，N 国のいずれか一方の国に生産

拠点を集約する．その結果，両国における中間財企業に両方アウトソーシングする差別財

企業数が減少し，二国における中間財生産企業の生産特化が進展し，両国間における貿易

量が増加させる．さらに，輸送費用がゼロになった極端なケースを考える．本ケースでは，

t になり，すなわち，二国における同じ中間財の生産企業が一国での中間財企業みたい

で，市場には一つの中間財企業しか存在しない．すべての多国籍企業が，いずれか一方の

国の中間財企業にアウトソーシングして，中間財の生産拠点の集積が起こられる．同時に，

両国の中間財企業にアウトソーシング生産するパターンが消滅する．すなわち，労働生産

性に関する比較優位によって中間財 i の生産が完全特化するというリカード経済が実現

する．

長期においては，市場に参入する企業数も変化するため，輸送費用 tの変化により，相対

実質賃金率，参入企業数の双方が変化する．ここで，式 を，式

に代入し，両辺を ω , n, tに関して全微分すれば

dω dn dt

dω dn dt

を得る．ただし，上付き添え字は，当該変数，もしくはパラメータによる偏微分を意味す

る．ここで，比較静学の基本方程式は

dω

dn
dt

と表される．ただし，各要素の符号は

< <

< <

< >

と評価できる．比較静学の基本方程式は

−

−

と表される．これより，輸送費用 tの変化が内生変数 ω nに及ぼす長期的な効果は

dω

dt
< ,

dn

dt
>

と表すことができる．すなわち，長期において，社会資本整備による輸送費用の減少によ

り，N 国における相対的賃金率は増加する．



式 及び式 より，両国における国際分業パターンの変化は，

dm w , t

dt

∂m w , t

∂w

dw

dt

∂m w , t

∂t

<

dm w , t

dt

∂m w , t

∂w

dw

dt

∂m w , t

∂t

>< 　　

が成立する．すなわち，式 により，輸送費用が減少することにより，S国の中間財

企業にアウトソーシングする多国籍企業が増加されて，S 国における中間財の生産拠点を

集積させる多国籍企業は増加する．N 国の中間財企業にアウトソーシングする企業が増加

するか否かに関しては一意的に決定できない．すなわち，条件 より，N 国における

相対賃金率の増加ため，S 国の中間財企業にアウトソーシング生産拠点の分散配置を誘発

させる．一方で，条件 より，輸送費用の減少は直接的にはN 国中間財企業にアウト

ソーシング生産拠点を集中させる生産パターンの特化効果を持つ．したがって，N 国に生

産拠点を集中させる企業が増加するか否かに関しては，これら つの項の相対的な大小関

係によって決定されることになる．一方，輸送費用の減少により， 国における産業内貿

易が容易になり，差別財消費市場に参入する企業数が減少する．

最後に，輸送費用の減少が，その限界的な二国の中間財企業にアウトソーシングする場

合貿易転換を分析し，その上で，両国の家計の厚生に及ぼす影響を分析する．輸送費用の

減少が二国における差別財の価格指数に及ぼす短期・長期的影響は

> >

> >

と評価できる．

まず，国際分業パターンの調整が生起しないような短期の影響を分析する．輸送費用の

限界的な変化が，N 国の中間財企業にアウトソーシング発生する場合では，その中間財企

業の調達量の限界的な変化は

dy i

dt
| −σ αE t p i P <

と評価できる．すなわち，輸送費用が減少する場合，N国における中間財企業にアウトソー

シングの調達量が増加する．一方，S 国に関しても同様に，N 国への輸出量は増加する．

長期では，二国の価格指数も変化するので，そのN 国に立地している中間財企業のアウト

ソーシング調達量の限界的な変化は

dy i

dt
−σ αE t p i P − σ αE t p i P

dP

dt
<

と評価できる．すなわち，長期では，輸送費用が減少する場合，N 国における中間財企業

にアウトソーシングの調達量が増加する．同様にして，S 国に関しても中間財企業のアウ

トソーシング調達量は増加するという結果が得られる．



つぎは，家計の厚生に対する影響に関しては，短期においては，輸送費用の減少より，輸

入財の価格が減少する．輸送費用の変化が家計の厚生に及ぼす短期的影響は，

dV

dt
−αγw P

dP

dt
<

dV

dt
−αγw P

dP

dt
<

と評価できる．すなわち，輸送費用の低下により，輸入財の価格が低下するため家計の厚

生は増加する．

さらに，長期においては，立地パターンが変化するため，式 の結果を代入して，

以下のように整理できる．

dV

dt
−αγw P

dP

dt
γ P

dw

dt
<

dV

dt
−αγw P

dP

dt
γ P

dw

dt
<

以上より，長期においても輸送費用の減少により両国の家計厚生は増加する．以上の比較

静学の知見を以下の命題 としてとりまとめる．

命題 　輸送費用の減少による短期的，長期的効果は以下のように整理できる．

　短期においては，輸送費用の減少により，両国の実質賃金率は増加し，ともに家計厚

生は向上させる．

　長期においても，輸送費用の減少により，両国の実質賃金率は増加し，家計厚生は増

加する．S国の貿易企業数は増加するが，N 国の貿易企業数に関しては一意的に決定でき

ない．しかし，世界全体のメニュー数 nは減少する．

以上の命題 が示すように，国際的社会基盤の整備による輸送費用の減少は，N,S国双

方の家計厚生の増加をもたらす．特に，S国の中間財企業にアウトソーシング生産の集積を

起こさせて，実質賃金率が増加する．これに対して，輸送費用の減少がN 国における多国

籍企業のアウトソーシング選択パターンへの影響に関しては，必ずしも明瞭ではない．N

国における実質賃金率の増加は，主として S国の実質賃金率の増加により S国向けの輸出

量が増加したことによる部分が大きい．さらに，輸送費用の減少により S国からの輸入財

の価格低下が伴い，N 国の家計厚生は増加する．しかしながら，輸送費用の減少の結果，

家計の消費量増加による製品間の競争関係が増加するため，企業利潤は世界的に低下する

ため，結果として世界全体で消費可能なメニュー数が減少する．すなわち，輸送費用の減

少により，家計が消費可能なメニュー数が減少するが，価格の減少効果による消費量の増

加による効果が大きいため，結果として両国の家計厚生は増加することになる．



技術⾰新の影響

第三章では，技術革新の進展により，多国籍企業の海外進出のパターン 輸出あるいは水

平的な FDI の生産立地選択 および家計の厚生への影響について分析を行われる．本章で

は，多国籍企業の中間財アウトソーシング拠点の配置問題を着目して，技術革新の影響を

分析を行う．本章における技術革新のタイプも，同様に，工程革新，製品革新，市場革新

などが含まれているが，その工程革新および製品革新の二つタイプの技術革新の進展によ

り，多国籍企業のアウトソーシング拠点の配置への影響および二国における家計厚生の変

化などについて比較静学の方法を基づきて，分析する．

S国における⼯程⾰新 シナリオ

多国籍企業がその中間財のアウトソーシング拠点の選択際，国際の輸送費用だけでなく，

両国における中間財 i の生産企業の労働生産性の相対的な関係にも依存している．いま，

N 国の中間財 i の生産企業の労働生産性が不変であり，S 国においてのみ中間財 i の

生産企業の労働生産性が改善されるような相対的技術革新を考える．本章の研究では，先

進国の多国籍企業から途上国の製造企業に技術転移の要素を考慮して，その技術転移によ

り多国籍企業のアウトソーシング配置拠点への影響について S国の技術工程革新を想定し

分析する．ここでは，S 国における技術工程革新により，潜在的中間財 i の生産企業が

i ∈ ,X が一律に µ i ·µ i > µ i と変化する場合を考える．ただし，·< であ

る．すなわち，先進国の多国籍企業による途上国へ技術転移が起こされる場合では， 国

における中間財 i の生産企業の労働生産性が向上させて，生産工程の技術革新が発生し

ている．

短期では，二国の中間財 i のアウトソーシング配置パターンと家計の名目賃金が変化

しないけど，技術革新による二国における差別財価格指数が変化するため，二国の家計厚

生に対する影響が存する．

労働生産性の変化が価格指数に及ぼす短期影響は

dP

d·
|m

tw ·µ i

ρ
tp i |

dP

d·
|m

w t·µ i

ρ
p i |

と評価できる すなわち， 国の中間財企業が技術革新を行い，限界費用として投入される

国の労働力が減少になり，より低下的な価格で中間財 i を提供できるため，多国籍企業

i , i ∈ ,m が中間財のアウトソーシング拠点を 国の中間財企業を選択する場合では，

その最終差別財の価格も低下される．上式の符号を整理すれば， |m > になる．同様

にして， |m > という結果が得られる．



上式 により，短期においては，S国の労働生産性の改善により， 国に生産

される中間財の価格が減少する．それにしたがって，世界市場に提供される差別財の価格

も安くなる．労働生産性の変化が二国の家計の厚生に及ぼす短期的影響は，

dV

d·
−αγw P

dP

d·
<

dV

d·
−αγw P

dP

d·
<

と評価できる．すなわち， 国の中間財生産企業の労働生産性の改善により， 国にアウ

トソーシング生産企業に生産される中間財の消費価格が低下するため， 国の中間財企業

にアウトソーシングする多国籍企業 i , i ∈ ,m の最終差別財の均衡生産価格も低減に

なる．短期では，二国の労働賃金が一定である仮定ため，二国の家計の厚生は増加するこ

とが分かる．

次は， 国の中間財企業の技術革新により，多国籍企業のアウトソーシング配置拠点選

択への長期影響について分析しよう．長期では， 国の中間財企業の労働生産性の改善に

より，二国における多国籍企業のアウトソーシング配置パターンと二国の労働賃金率及び

家計厚生にも影響が発生するはずであるが，それらの影響要素に対するダイナミックな影

響過程であると想定しよう．すなわち，いくつかの段階的な過程が行われる．まずは， 国

の中間財企業の労働生産性の改善により，現在段階の中間財企業の雇用需要数より多く労

働者が余っている．ある意味では， 国のより多くの労働者が新たな生産活動に雇用され

て，生産投入可能になるため， 国の労働者賃金も一時的に変化する．次では， 国の中間

財企業の労働生産性の改善と 国の労働賃金率の一時的な変化により，限界的なm ,m

が変化になるので，多国籍企業の中間財 i のアウトソーシング配置拠点の選択パタンー

が再び調整を行われる．最後では，多国籍企業のアウトソーシング配置拠点の再調整によ

り， 国の労働者賃金率が再び変化する．一方， 国では，多国籍企業の生産立地の再調

整により，労働者賃金率も変化があるはずである．以下では，その動態的な影響過程につ

いて分析する．

国の労働生産性の改善により，その新たな臨界的なm ,m は

A m
·µ m

µ m

A m
·µ m

µ m

と表せる．すなわち，A m ·A m , A m ·A m である．その新た

なm ,m の調整過程は 図 のように示される．すなわち， < , < とい

う結果になる．

その多国籍企業の二国における中間財企業へのアウトソーシング拠点の配置パターンの



図 国の技術革新によるアウトソーシング配置パターンの調整

変化することにより，二国の労働賃金への影響を与える．式 を

L t µ i w w µ i di µ i w w µ i di

と書き直すことができる．式 より，比較静学の基本方程式

dw d·

における と は以下のように定義できる．

−σw t µ i µ i di

µ i µ i di

t µ m w µ m
∂m

·

µ m w µ m
∂m

·

を得る．上式では， < , < である． したがって， < , < が成立す

る．これより，次式を得る．

dω

d·
− −

w

·
<

すなわち，S国の労働生産性の向上により，N 国の実質賃金率は増加させる．S国におい

ても，中間財企業の技術革新により，S 国の差別財価格指数が低下するため実質賃金率は

増加する．



最後に，長期において， 国の中間財企業の労働生産性の改善が，両国の家計厚生に及

ぼす影響を分析する． 国の中間財企業の労働生産性の変化が価格指数に及ぼす短期・長

期的影響は式 を参考して，

dP

d·
> ；

dP

d·
>

と評価できる．さらに，長期においては，二国の家計厚生に対する影響は

dV

d·
−αγw P

dP

d·
γ P

dw

d·
<

dV

d·
−αγw P

dP

d·
γ P

dw

d·
<

と評価できる．すなわち，長期においても， 国の中間財企業の労働生産性の向上により，

二国における 国の中間財企業にアウトソーシング配置する多国籍企業の一部の最終差別

財価格が下がるため，全体の差別財の価格指数が降下する一方，実際賃金率が上昇するた

めに，家計厚生が改善になる．

N 国における製品⾰新 シナリオ

製品革新というのは，多様性が好きな消費者にとって，より多様化な財を消費可能にな

ると，消費者の効用が増えるのである．消費できる多様化な財を提供することによって，多

国籍企業のアウトソーシング配置パターンおよび二国における家計厚生への影響について

分析を行う．

国際研究機構の効率化により，一人研究者あたりの従事する知識生産性が ι, ι > に

変化した場合を考える．以下，ιを知識生産性と呼ぶ．それと同時に， 契約件数が ιX

に増加した場合を考える．すなわち， 国に立地する国際研究機構に雇用される研究者数

M は一定水準にとどまるけれども，その知識生産性の向上により， 契約件数が ιXに

増加することを想定する．

製品革新が起こった場合，知識資本の基本レント ξは

α E E

σ
− nξ ξ ιM − n

が成立する水準に決定される．上式により，知識資本の基本レント ξは

ξ＝
α E E

ισM
　

と表す．研究者の製品革新により，より多くの新製品をできて，一つあたり契約される差

別財の固定費用が減少される．

従って，本シナリオの下で， 国に立地する利潤ゼロの差別財 nの企業の市場参入条件

式は

w w µ n t
α E E

ισM
　



と書き直すことができる．上式を nとιに対して微分すれば，次の式が得られる．

dn

dι

− σ w µ n
∂µ n

∂n
t

−
α E E

σM
ι

上式では，仮定により， > であり，したがって， < になり，最後に， >

という結果が得られる．

すなわち， 国における国際研究機構の研究者の製品革新により，国際研究機構からよ

り多くの新製品が開発されて，国際研究機関の一つあたりの潜在最終財企業に対する市場

平均期待利潤が減少になる．それらの生産知識資本をレンタルされる多国籍企業はより容

易に市場に参入できる．すなわち，世界市場に存する最終差別財メニューが増える．

次は，より多くの差別財企業が市場に成功参入すれば，二国の賃金式 を整理して，

L t µ i w w µ i di µ i w w µ i di

と表せる．上式を ω とιに対して微分すれば，次の式が得られる

dω

dι

−σw t µ i µ i di

µ i µ i di

−ιt µ ιn w w µ ιn
∂µ ιι

∂n

−ιµ ιn w w µ ιn
∂µ ιn

∂ι

上式では， > なので，代入すれば， > という結果が得られる．すなわち，

国際研究機構の製品革新により，より多くの差別財企業が世界市場に成功参入できる場合

では，二国の賃金率を増加させる．

最後に，知識生産性の改善が価格指数に及ぼす長期的影響は

dP

dι
>

dP

dι
>

と評価できる．したがって，両国の家計の厚生に及ぼす長期的影響は，

dV

dι
−αγw P

dP

dι
γ P

dw

dι
<

dV

dι
−αγw P

dP

dι
γ P

dw

dι
<

と評価できる．命題 　技術革新による短期的，長期的効果は以下のように整理できる．

　 S国の工程革新により，両国の実質賃金率は増加とともに家計厚生は増加する．

　N 国の製品革新により，世界全体のメニュー数 nは増加する．両国の実質賃金率は増

加し，家計厚生は増加する．



政策的含意

近年では，東アジア地域の経済発展および経済統合が急に進展している．数多く多国籍

企業が労働力集約型の部品生産およびアセンブリ段階の生産工程などをアウトソーシング

して，その部品の生産拠点を東アジア地域へ転移されている．多国籍企業による東アジア

地域における貿易量が急速に増加している．その中には，部品貿易も東アジア地域各国間

の貿易量の中に大きなシェアを占めている．多くの日本の多国籍企業は低コスト生産を目

的として，中国・ における労働力集約型の部品生産企業に分業される生産業務のア

ウトソーシングを実施してきた．中国には，電気産業・パソコン産業・アパレル産業およ

び日常用品産業などの産業レベルの産業集積が形成されている ．その結果，

日本国内の産業空洞化が進展すると同時に，近年，一部企業の国内回帰が生起しつつある

ことが報告されている ．命題 の分析結果に対して，N 国を日本，S 国を中国と読

み替えれば，いくつかの政策的示唆を得ることができる．従来の貿易政策評価については，

産業レベルごとの評価が多く使われる．しかし，産業内部の労働生産性の異質性を導入す

れば，産業ごとの貿易政策評価が見えない産業内部の企業ごとの差異化される生産行動ま

で分析できることようになった．本研究の分析結果に基づけば，輸送費用の継続的な改善

により，日本の多国籍企業がより低コストのために，中国の部品生産企業にアウトソーシ

ングできる生産工程の業務分野も増加することになる．しかしながら，輸送費用の減少に

より，製造業の国内回帰が発生するかどうかに関しては，必ずしも自明ではない．その中

で，日本における技術熟練の労働者の雇用が増加することが指摘される．日本に生産拠点

をおく企業数の動向は，輸送費用の減少が日本における生産の比較優位性に及ぼす影響と，

日本国内における名目賃金率に及ぼす影響という つの拮抗する変化の相対的な大小関係

によって決定されることになる．本研究の分析枠組みの範囲に限定すれば，部品生産の国

内企業にアウトソーシング回帰は，日本と中国の間の名目賃金率の格差が減少および一部

高技術性の部品生産の労働生産性差異の拡大などの効果であると考えることができる．

輸送費用の減少は，海外の部品企業にアウトソーシング生産される部品の消費価格の低

下になる．そのために，部品およびアセンブリされた最終財の輸入国における消費量の増

加をもたらす．さらに，輸出量の増加と消費価格の減少による実質賃金率の増加を通じて

家計厚生の増加をもたらす．それと同時に，世界経済におけるメニュー数が減少する．すな

わち，輸送費用の継続的減少は，既存メニュー財の大量消費化とメニュー数の少数化を招

くこととなり，それと同時に中国の生産拠点化が一層進展する結果となる．しかし，消費

の多様化の減少という傾向は，両国の家計厚生にとって望ましいことではない．日本の実

質賃金率の増加を，中国向け輸出量の増加により達成するという方法には限界がある．む

しろ， 投資の効率化により，新規メニュー企業の市場参入を促進させることが重要で

ある．このような政策により，世界経済におけるメニュー数が増加し，両国の経済厚生が

改善することになる．



まとめ
本章では，東アジア地域における活発されているアウトソーシング生産形式について，中

間財の異質性，多国籍企業の生産性の異質性，国家間の生産性の異質性および各国の労働

賃金大きな差異が存する経済地域を考慮した 国経済一般均衡モデルを定式化する．

国際社会資本の整備による輸送費用の減少が，多国籍企業のアウトソーシング生産拠点

の配置パターン，中間財および最終差別財の国際貿易構造および国際的賃金格差に及ぼす

影響を分析した．

本章では，固定費用の存在は世界経済におけるメニュー数決定に影響を及ぼすが， 国

における労働生産性に関する比較優位性により，アウトソーシングの国際生産工程分業・

中間財および最終財に関する国際貿易構造が決定されるメカニズムを有している．東アジ

アで進展しつつある地域経済統合のメカニズムを理解するためには，多国籍企業の多様な

海外進出手段について，アウトソーシングの生産形式だけではない．第三章では，多国籍

企業の海外進出を水平的な直接投資と輸出の二つ分けて，分析を行った．

しかし，現実の多国籍企業による海外進出に関して，さまざまな海外進出の生産パター

ンが現れる．例えば，自国からの海外輸出・水平的な海外直接投資，中間財および生産工

程・業務のアウトソーシングなどが観察されている．一つのモデルを通じて，多国籍企業

によるすべての海外生産拠点の立地構造について分析することが限界点が存する．本研究

の続いて，第五章では，多国籍企業のアウトソーシングと水平的な FDI の生産パターン

の選択モデルを構造して分析を行う．そして，今の二国のモデル多数国へ拡張する場合で

は，モデルをまだ通用しているか，どんな影響を考察できるか，第６章で多数国・多数中

間財モデルを拡張して，数値シミュレーションを通じて，検証する．



第 章 とアウトソーシングに関する国際労働分業

はじめに
グローバリゼーションの進展に伴い，特に，地域経済と自由貿易一体化（ ）の発展

により，多国籍企業のグローバル市場における経営活動も変化している．多国籍企業によ

る国際間の財とサービスの取引きが企業の国際視角における生産ネットワークの下で発展

している．世界の重要な”生産工場”として発展してきた東アジア地域では，国際間の工

程分業および産業内分業が急速に進んでいる ．そういう生産工程の分業現象が国

際貿易に占める産業内貿易と企業内の貿易の拡大と多様化によって見られる．多国籍企業

はその財の生産過程をフラグメンテーション 分断化 して，そのモジュール化される中間

財を最適な生産立地拠点を配置して，生産する．そして，その中間財の生産パターンも水

平的な FDI あるいはアウトソーシングなどの選択肢が存する．すなわち，多国籍企業の

生産フラグメーテーションは海外の直接投資の形式でいくつかの生産拠点を設置して，中

間財を生産する．一方，多国籍企業の一部分の中間財を外部企業にアウトソーシングして，

財・サービスを調達される ．

第 章では，多国籍企業が世界消費市場に差別財を提供するために，外国市場に参入す

る場合では，最終差別財を輸出するか，あるいは，水平的な FDIするかなどの進出パター

ンに関して，分析する．また，第四章では，多国籍企業の最終財を生産するため，一つの中

間財を外部企業にアウトソーシングしなけれならない場合を想定して，そのアウトソーシ

ングされる中間財を二国における最適なアウトソーシング立地選択パターンについて，分

析する．しかし，第４章では，多国籍企業にとって，その一つ中間財の生産拠点を 国か

国かあるいは両国でアウトソーシングなどの選択肢が決められるけれども，その中間財

を FDI の形式で自己統合生産するか，あるいは外注して，外部企業にアウトソーシング

するかという中間財の生産パターンに関する選択肢が存しない．

多国籍企業はその中間財の生産工程をフラグメンテーション 分断化 して，いくつかの

モジュール化の生産パーツに分けて生産する場合では，中間財の生産パターンは，海外直

接投資 FDI あるいは，アウトソーシングの生産形式などの中間財の生産パタンーが存す

る．多国籍企業はさまざまな中間財の生産パターンに関して，一部のの中間財を海外直接

投資の形式で，いくつかの生産拠点に配置して，中間財を生産する．一方，一部の中間財

を外部企業にアウトソーシングして，財・サービスを調達するという現象が考察されてい

る ．すなわい，中間財を調達する多国籍企業にとって，中間財を調達しなけれなら

ない場合では，その中間財に関する という選択問題に直面しなければならな



い．中間財の生産パターンに関する選択肢として，その中間財をアウトソーシングするか，

あるいは水平的な FDIの形式で自己生産するかという選択肢が存するはずである ．

そのために，本章では，多国籍企業が二つ中間財の調達パターンについて と

いう選択肢を与えられて，その二つ中間財の生産パターンおよび生産拠点の両方選択でき

る場合では，多国籍企業の中間財生産立地パターンおよび世界市場において，二つの中間

財を調達して差別財を完成して，グローバル市場に提供される場合の世界貿易構造につい

て分析する．そして，国際社会資本整備および国際インフラ整備は各国の生産条件に影響

を及ぼし，結果的に多国籍企業の中間財の調達パターンおよび生産拠点の配置パターンに

影響を及ぼす ．

以上の問題意識の下で，本研究では，財の異質性，多国籍企業と中間財企業および国家

間の労働生産性に関する異質性を同時に考慮にいれた 国経済一般均衡モデルを提案する．

その上で，国際社会資本の整備，労働生産性の変化が，中間財の調達パターン・生産立地

配置および貿易構造パターンに及ぼす影響を分析する．以下，５ では，従来の研究概要

と本研究の位置づけについて言及する．５ でモデルを定式化し， で数値シミュレー

ション分析を実施する．

従来の研究概要と本研究の位置づけ
多国籍企業の海外直接投資 FDI とアウトソーシングに関する経営活動はグローバル

ゼーションの進展に従って，世界範囲において，活躍しつつある．多国籍企業の生産組織と

生産ネットワークの構造がグローバルゼーション時代において，変化している ．

その大きな特徴と言えば，いままでの最終製品の生産・貿易の経営活動から中間財製品およ

び経営活動における様々な生産段階が分断化されて，各生産段階の世界諸国において，最

適な生産・完成できる拠点から調達できる．

多国籍企業が経営活動に関する製品デザイン・部品生産・市場宣伝・アフターサービス

などの経営活動をモジュール化されて，さまざまな地域における専門企業に外注して，中

間財・部品・サービスなどの経営契約を立てて，経営活動のアウトソーシングを展開して

いる．一方，中間財の調達に関する手段として，水平的な FDI の形式を通じて，中間財・

部品・サービスを提供されている ．そして，多国籍企業の世界市場に進出行動

にしたがって，海外生産拠点も増えりつつある ．

は海外直接投資 FDI と海外アウトソーシング

に関する選択パターンおよび異質生産性を持つ企業の中間財の調達パターンについて，生

産拠点配置と産業内貿易構造が内生的に決定されるメカニズムを提案している．そこでは，

企業の異質生産性の原因として，労働生産性と固定費用の差異に着目している．研究の結

果としては，高い労働生産性をもつ企業は海外直接投資を通じて，中間財を調達する．一



方，低い労働生産性を持つ企業は国内だけから中間財を調達して，中等レベルの労働生産

性を持つ企業は海外アウトソーシングの形式を通じて，中間財を調達する．その違う調達

パターン原因として，海外直接投資する場合では，より多くの利潤を儲かる一方，より多

額の固定費用を投資しなければならない．やや低い労働生産性を持つ企業はその多額の固

定費用を負担できないためん，海外アウトソーシング の形式を通じて，中間財を調

達する． は多国籍企業のグローバル経営活動が世界諸国における生産優

位性・投資固定費用などの影響要因を総合的に考えて，より小さな投資コスト，より多く

の生産量，より高い利潤を目指して，グローバル市場における最適な中間財の調達パター

ンおよび生産立地を配置する．

現在，各国の労働生産性が非常に大きな格差が存する東アジア地域では，展開されてい

る国際社会資本の整備が，多国籍企業の海外直接投資行動やその結果生じる貿易構造の再

編に及ぼす影響を分析するためには，多国籍企業によるグローバルな生産拠点行動を考慮

に入れたような一般均衡モデルを構築することが望ましい ．

以上の問題意識の下で，本研究ではグローバル市場における多国籍企業が，東アジア地

域の諸国における異なる労働生産性と立地条件を想定して，国際的独占競争市場において，

利潤最大化行動を通じて，労働生産性による比較優位性に基づいてグローバルな視点から

生産拠点を形成する中間財調達・生産立地配置や貿易構造の決定を行うような国際生産分

業メカニズムに関する一般均衡モデル提案する．

モデル

前提条件

大国開放経済体としてのN 国と S国の 国で構成される世界経済を考える．図 に

示すように，二国の消費市場では農業部門と工業部門二つの部門が存する．農業部門では

完全競争市場であり，農業財が均質財である．一単位の農業財を生産するために一単位の

労働力だけを投入して均質財を生産される．均質財の輸送費用は，以下の分析において本

質的な影響を及ぼさないために考慮しない． 単位の均質財を生産するために 単位の労

働力のみが投入される．S国の賃金率は，N 国より十分に低く，世界で消費される均質財

がすべて S国で生産されると仮定する．一方，工業部門では労働力を投入して，差別化さ

れる工業財を生産される．その差別化される工業部門の最終工業財の世界における消費市

場は独占競争市場であり，任意の潜在的な多国籍企業が自由に工業部門に参入・退出でき

ると仮定する．二国の家計は同一の効用最大化を追求して，すべての生産される均質財と

最終工業財を消費することができる．

世界の工業部門における企業は最終財を提供する多国籍企業と中間財を提供するローカ

ル企業が二種類に企業が存在する．多国籍企業は独占競争市場において中間財を投入し，



図 国経済システムの構成

唯一の差別化最終工業財を生産し，グローバルな独占的競争市場販売する．その代表的な

差別財企業 i, i ∈ , n は，差別化財 i, i ∈ , n を生産する．nは独占市場における差

別化される最終財企業の数である．ただし，その最終工業財が二つのモジュール化される

中間財 i と i から組み合わせできる．その中間財が独立生産可能であり，企業内部の垂

直的な統合生産もできるし，企業外部に委託して，アウトソーシングしてもできる．一方，

中間工業財を生産するローカル企業は完全競争市場において，中間財 i と i だけを生産

する．そして，その中間財はグローバル市場に最終工業財として提供できなくて，最終差

別財 i, i ∈ , n のために生産に使用しかない．

また，二国における労働者の賃金率と生産性も異なる．差別財企業は，利潤最大化原則

に基づいて行動し， つの中間財の生産拠点と生産パタンーが決められる．二国の中のい

ずれか一方，もしくは両方の国に生産拠点を置くことが可能である．差別財企業は二国に

おいて自由に参入可能である．多国籍企業は中間財を調達するために，外部の中間財企業

にアウトソーシングか企業内部でフラグメンテーションの形で自己生産するかという選択

を決めなければならない．外部の中間財企業にアウトソーシングする場合では，外部の中

間財企業の市場価格で購入しなければならない．一方，フラグメンテーションの形で自己

生産する場合では，いずれの国で生産立地しても，中間財を生産するためには，K 単位

のN 国の労働者を生産マネジメント費用として投入しなければならない．各中間財ごとの

労働生産性が違うために，その最終差別財の生産量も違うはずである．多国籍企業は，二

国の労働賃金率と中間財の労働生産性及び輸送費用とアウトソーシングの超額限界費用を

総合的に比較して，利潤最大化原則に基づいて行動し，二国の家計の消費需要に満足しな

ければならない．

国の家計は与件と考える． 国と 国の総家計数 L j N,S は，それぞれ外生的

に与えられる．両国に居住する家計は 型効用関数を有し，労働投入から獲得する賃



金収入を所得とする．国際の労働移動は不可能であり，各国の労働賃金率は労働者が完全

雇用される水準に決定される．賃金率は両国で異なり，w > w が成立する．両国間にお

ける財の輸送費用は氷塊型であり，t > 単位の財を輸送すると， 単位到着する．

家計⾏動

N,S両国の同じ行動を行われる代表的な家計の効用関数はDixit効用関数で示される．

U z y i di < ρ, α <

s.t. p z p y di ω j N, S

上式では z は j国の代表的な家計の均質財の消費量，y j国の家計の差別財の第 i財の

消費量で，p は均質財 zの価格，p は差財の第 i財の消費価格，ω は j国の労働者の賃金

率で，nは市場に消費可能の差別財の種類数である． ρは消費多様性を表す選好指数であ

り，ρは１に近づいて，差別財がほぼ完全代替できる．一方，ρは に近づけば近づくほ

ど，差別財を消費する選好が高いである．また，その水平差別化された財の代替弾力性 σ

は σ である．

二国におけるその均質財 zの総消費量はZ −α E E /q と表される．E ,E

はN国とS国の総所得であり，E ω L で表す．ω , ω はN国とS国の労働賃

金率である．L L はN 国と S国の総人口であり，外生的に一定である．q , j N, S

は S国の均質財の生産価格である．一単位の均質財を生産するために，一単位の S国の労

働者を投入する仮定により，そして，二国における均質財の輸送費用がかからないので，そ

の世界市場に提供される均質財の生産価格が ω になる．

さらに，各国で差別化財 iの総消費量は

y αE p P j N, S

上式の各国の差別財の価格指数 P は下式で表される．

P p di j N, S

また，家計の各財の消費用を家計の効用関数式に代入すれば，家計の間接効用関数は以

下のように得られた．

V − α α e q P j N, S

企業⾏動

まずは農業部門における均質財の生産企業の行動について分析しよう．農業均質財はすべ

て賃金率の低いS国から提供される．その完全競争市場における均質財企業は一単位の均質



財を生産するために一単位の労働力を投入しなければならない．その世界の均質財の消費量

を満たすために，S国の均質財の生産企業の労働投入量W はW −α E E /w

のように示される

つぎに，差別財を生産する多国籍企業の利潤最大化行動を考える．二国の差別財の消費

市場は独占競争市場であり，任意の差別財企業が自由参入可能である．多国籍企業の生産

行動を図 に示すような多段階の意思決定モデルを用いて表現する．すなわち，初期時

点 t aにおいて，世界市場には市場参入の意思を持つ潜在的な多国籍企業が区間 ,M

において連続的に分布している．潜在的企業は国際研究機構と 契約を締結し，その

結果として各国に立地した場合に獲得できる労働生産性に関する情報を獲得する．

差別財企業は世界の独占競争市場に参入するとき，その唯一の財を生産するために，国

際研究機構の R D 活動を通じて，中間財の知識資本のレンタル費用 ξ を払って，中間

財の生産知識資本をレンタルする． さらに，その回収不可能のレンタル費用が投資し

た後で，二国におけるその中間財の労働生産性 µ i , µ i , µ i , µ i は分かる．ま

た，その財の二国の中間財の生産性係数 µ i , µ i , µ i , µ i は別々に分布密度関数

G µ ,G µ ,G µ ,G µ にしたがってランダムで得られる．

そして，二国におけるその中間財の労働生産性 µ i , µ i , µ i , µ i は企業 i ∈

,M が j 国に立地した場合に顕在化する労働生産性の逆数 単位生産量当たりの労働

投入量 を µ i と表す．これらの企業の労働生産性は，自然によって決定されており，

区間 ,M においてインデックス iに関して連続に分布している．さらに，労働生産性

µ i , µ i , µ i , µ i は，紙面の原因で，詳細条件について第３章参考できる．

そして，国際研究機構から ξの知識資本レンタル費用をした後で，世界市場に自由で参

入できる．その差別財を生産するために，企業は二つの中間財を自己生産してもいいし，

全部で企業外部にアウトソーシングしてもいい．他には，差別財の企業が一つの中間財を

自己生産して，もう一つの中間財がアウトソーシングする可能性もある．ただし，自己生

産する場合では，中間財 i , i を生産するために生産マネジメント投資として，K 単位

のN 国の労働者を投資しなければならない．差別財企業はそういう中間財生産のマネジメ

ント部門を設置した上で，その中間財を生産するために，生産拠点を世界範囲で自由選択

でき，生産現地の労働力だけを限界費用として投入して，中間財を生産可能である．一方，

中間財のアウトソーシング市場は完全市場であるけど，その中間財は中間財企業にアウト

ソーシングして調達する場合では，その中間財の技術管理と生産活動を監視および品質の

不確実性が存するために，最終財企業は θ, θ > 倍の中間財の限界価格設定に従わなけ

ればならない．分析の便益のために，二国のアウトソーシングの監視管理係数 θが同じに

なる．また，市場における差別財企業はどこで生産しても，二国の消費市場で最終財を提

供しなければならない．

さらに，市場に存する差別財の企業 iは最終財 iを生産するために，二つの中間財 i と i



を調達しなければならに．最終財 iは中間財 i と i から組合わせて生産される．その差別財

iの生産関数はレオンチェフ型の生産関数で示される．すなわち，y i min{y i , y i }

と表す．y i は差別財の生産量であり，y i と y i は中間財の投入量であり，そして，

二つの中間財 i , i の投入係数はA,Bである．

まず，多国籍企業が つの国のいずれか一方に立地した場合を考える．j j N, S 国

に生産拠点を設置した企業 iの営業収益 i は

i {p i − w µ i }{y i ty i }　　

と表される．ただし，p i は最終財 iの生産均衡価格，y i は j国の i財の総消費量，y i

は相手国の i財の総消費量である．ここに，ty i は生産国から輸出される財の量であり，

t− y i の財が輸送費用として消費される．独占競争市場において，企業はそれぞれが

生産する財に関して一定限度の価格支配力を有している．利潤 の最大化に関する 階

の最適条件より，j国に立地生産した企業の最適な均衡生産価格は

p i w
µ i

ρ

と表される．すなわち，最適生産価格は財の輸送費用，固定費用に依存せず，各国におけ

る労働生産性と賃金率に依存する．多国籍企業が，j 国に財を輸出する場合，j 国におけ

る消費価格は氷塊型輸送費用 tが最適生産価格にマークアップされるため，最適生産価格

の t倍の値になる．国内の差別財市場では，輸送費用が無視でき，最適生産価格と消費価格

が一致する．すなわち，p p i が成立する．一方，輸入される差別財は，国際輸送費用

が存在するため，輸入国 j における消費価格と生産国 jにおける最適生産価格 p tp i

が成立する．式 を用いれば，j国に生産拠点を設置した企業 iが獲得する最大営業利

潤 i は

i p i
αE

σ{P n }
t p i

αE

σ{P n }
　

と表わせる．ただし， − σ −ρ/ − ρ < である．したがって，企業の利潤は最適消

費価格に関して減少関数であり，最適消費価格が減少するほど，消費額が増加し企業の利

潤は増加する．

その差別財企業は二国の消費需要に満たすために，世界範囲の中間財生産を設置して，利

潤最大化の原則に基づいて，財を提供される．その中間財の生産形式および生産拠点の配

置はすべての生産可能性の組み合わせて，図 のように表す．

図 では，F ,F は最終財企業が中間財を垂直統合的な FDI の形で自己生産する

という意味である．一方，O ,O は最終財企業がその i , i の中間財を外部の中間財企

業にアウトソーシングするという意味である．

今までの多数の論文により，その差別財企業の FDI 行動に関する選択，アウトソーシ

ングに関する選択および FDI とアウトソーシングの間の選択行動について別々分析され

たけれども，我々はその多種の選択肢を一つのフレームワークにおいて分析可能になる．



図 中間財の生産形式及び生産拠点の組み合わせ

つぎでは，多国籍企業にとって，すべての可能性を完全に FDI と完全にアウトソーシ

ングおよび FDI とアウトソーシングの組み合わせなど四つの生産可能グループに分けて

分析しよう．

FDI の意識決定分析

まずは，差別財企業の FDI の意識決定について考えてみる．差別財企業は二つの中間

財がどこで FDI の形で生産する選択戦略を決めなければならない．利潤最大化による行

動される差別財企業は図 のように四つの可能性があるべきである．

もし，多国籍企業 iは中間財 i , i をN 国で生産する場合はその企業の利潤式は以下の

ように示される．

π F , F p
αE

σP
t p

αE

σP
− ξ −K w

　上式では，π F , F は i , i の二つの中間財がN 国に最終財企業により垂直統合的

な自己生産し，N 国での販売は輸送費用が掛からないので，S国へ販売する時，輸送費用

が掛かる．

独占競争市場における差別財企業は最終財の価格設定が限界費用のマークアープ率によ



る決められる．すなわち，最終財の価格は

p
Aµ i w Bµ i w

ρ

　式 を利潤式 に代入して，

π F , F Aµ i w Bµ i w

αE

σ ρP
t

αE

σ ρP
− ξ −K w 　

　我々は企業レベルの生産立地の選択する異質性に着目するので，便益のために，国レベ

ルの変化と要素の影響を無視しておる．そうすれば，

δ
αE

σ ρP

αE

σ ρP
　

　と仮定する．さらに，その中間財の投入係数が標準化させる．すなわち，A B に

なる．また，その異質財の生産性と賃金率による企業レベルの異質行動について分析の便

益に　 S国の賃金率をニューメレール化して，二国の相対賃金率を w w /w , w >

で表す．そうすると，利潤式 は以下のように示す．

π F , F µ i w µ i w t δ − ξ −K w 　

　同じように，もし多国籍企業は S国で垂直統合的な自己生産する場合では，その企業の

利潤式は

π F , F µ i µ i t δ − ξ −K w 　

　と表す．もし，差別財企業は中間財 i を N 国で生産し，中間財 i を S 国で垂直統合

的な生産する場合では，その企業の利潤式は

π F , F { µ i w tµ i tµ i w µ i }δ − ξ −K w 　

　と表す．もし，差別財企業は S国で中間財 i を生産し，N 国で中間財 i を垂直統合的

な生産する場合では，その企業の利潤式は

π F , F { tµ i µ i w µ i tµ i w }δ − ξ −K w 　

　と表す．

以上の四つの生産選択肢で差別財企業は利潤最大のほうが決められるはずである．すな

わち，

π max π F ,F , π F , F , π F , F , π F , F 　



　次はその FDI の四つの選択肢で差別財企業の生産行動の条件について分析する．もし，

その差別財企業は π F , F の立地行動を行われる場合では，次の式が成立しなければ

ならない．

π F , F > max π F , F , π F , F , π F , F 　

　さらに，式 および式 により，以下の式が得られる．

w < min
µ µ

µ µ
,
µ

µ
,
µ

µ
　

言い換えれば，もし，式 が満足すれば，最終財企業は FDI の四つ選択肢の中で

F ,F の生産行動が利潤最大化される．同じように，もし，最終財企業は FDIの四つ選

択肢の中で F ,F の生産行動を行われると，次の条件が満たさなければならない．

w > max
µ µ

µ µ
,
µ

µ
,
µ

µ
　

　さらに，もし，最終財企業は FDI の四つ選択肢の中で F ,F の生産行動を行われる

と，次の条件が満たさなければならない．

w >
µ

µ
aand aw <

µ

µ
aand aw µ − µ < µ − µ

もし，最終財企業は FDIの四つ選択肢の中で F ,F の生産行動を行われると，次の条件

が満たさなければならない．

w >
µ

µ
and w <

µ

µ
and w µ − µ > µ − µ

以上の分析によって，最終財企業は FDI の四つの生産可能性及び満たされる生産条件に

ついて議論できる．

アウトソーシングの意識決定分析

次は，差別財企業はその二つの中間財を全部でアウトソーシングして生産する場合の生

産条件について分析しよう．その完全的なアウトソーシングの生産可能性は四つある．す

なわち，O ,O O ,O O ,O O ,O である．最終財企業は外部から中間財を購入

して，組み合わせて最終財として二国で販売される．その中間財を生産するための固定費

用の投入が要らないのである．

アウトソーシングされる中間財の企業は完全市場において，労働力だけを投入して，中

間財を生産する．ただし，最終財企業はその中間財の技術管理と生産活動を監視および中

間財の品質の不確実性が存するために，最終財企業は二国同じで θ, θ > 倍の中間財の

限界価格設定に従わなければならない．



二つの中間財が全部でN 国でアウトソーシングする場合では，その最終財企業の利潤式

π O ,O は次のように示す．

π O ,O θµ w θµ w t δ − ξ　

同じように，二つの中間財が全部で S 国でアウトソーシングする最終財企業の利潤式

π O ,O は次のように示す．

π O ,O θµ θµ t δ − ξ　

また，O ,O のようにアウトソーシングする最終財企業の利潤式 π O ,O は次のよ

うに示す．

π O ,O { θµ w θtµ θtµ w θµ }δ − ξ　

また，O ,O のようにアウトソーシングする最終財企業の利潤式 π O ,O は次のよう

に示す．

π O ,O { θtµ θµ w θµ θtµ w }δ − ξ　

　次はそのアウトソーシングの四つ生産可能が FDI と同じの分析方法で分析すると，そ

の差別財企業の異質性の特徴が一致なので，そのアウトソーシングの四つ生産可能の選択

条件が FDI の四つの可能性と同じである．

⼀部 FDI と⼀部アウトソーシングの意識決定分析

次は差別財企業は一つの中間財が FDI の形で垂直統合的に生産し，もう一つの中間財

がアウトソーシングして生産する場合の生産条件について分析しよう．

まず，F ,O の場合で，すなわち，中間財 i をFDIで，中間財 i をアウトソーシング

するという生産行動について考えてみよう．その四つの生産可能性はF ,O F ,O F ,O F ,O

である．

その四つ可能性の利潤式は以下のように表す．

π F ,O µ w θµ w t δ − ξ −K w

π F ,O µ θµ t δ − ξ −K w 　

π F ,O { µ w θtµ tµ w θµ }δ − ξ −K w 　

π F ,O { tµ θµ w µ θtµ w }δ − ξ −K w 　



上式 によると，その最適的な生産可能性及び生産条件が以下のようにまとめで

きる．

π F ,O s.t. w < min
µ θµ

µ θµ
,
µ

µ
,
µ

µ
　

π F ,O w > max
µ θµ

µ θµ
,
µ

µ
,
µ

µ
　

π F ,O s.t. w >
µ

µ
andw <

µ

µ
and w µ − θµ < µ − θµ

π F ,O s.t.w >
µ

µ
andw <

µ

µ
and w µ − θµ > µ − θµ

次は，O ,F の場合の分析結果が以下のようにまとめできる．

π O ,F s.t. w < min
θµ µ

θµ µ
,
µ

µ
,
µ

µ
　

π O , F s.t. w > max
θµ µ

θµ µ
,
µ

µ
,
µ

µ
　

π O ,F s.t. w >
µ

µ
and w <

µ

µ
and w θµ − µ < θµ − µ

π O , F s.t. w >
µ

µ
and w <

µ

µ
and w θµ − µ > θµ − µ

完全 FDI と完全アウトソーシングの意識決定分析

モデルの a, b部分において，差別財企業の完全 FDIと完全アウトソーシングの意識決定

について分析した．しかし，もし，a, b部分について，企業が完全 FDI と完全アウトソー

シングの生産選択について，どういう意識決定を採用するか．こういう問題についてその

利潤式の比較を基準にして，意識分析を行う．

まずは π F , F とπ O ,O の比較式は次のように

π F , F − π O ,O − θ w µ i µ i t δ −K w　

　

上式 により，π F , F とπ O ,O の意識選択条件は次のように纏める．

F ,F を選択する µ i µ i > A

O ,O を選択する µ i µ i < A 　　

と表わすことができる．

式 により A は次のように定義する．

A
K w

− θ t δ



次では，同じ方法で，π F , F とπ O ,O の意識選択条件は次のように纏める．

F ,F を選択する µ i µ i > A

O ,O を選択する µ i µ i < A 　　

と表わすことができる．式 により A は次のように定義する．

A
K w

− θ t δ

そして， F ,F とπ O ,O の意識選択条件は次のように纏める．

µ i w tµ i tµ i w µ i > A

の場合では，F , F を選択する

µ i w tµ i tµ i w µ i < A 　

の場合では，O ,O を選択する

と表わすことができる．式 により A は次のように定義する．

A
K w

− θ δ

最後では， F ,F とπ O ,O の意識選択条件は次のように纏める．

tµ i µ i w µ i twµ i > A

の場合では，F ,F を選択する

tµ i µ i w µ i twµ i < A

の場合では，O ,O を選択する

と表わすことができる．式 により A は次のように定義する．

A
K w

− θ δ

差別財企業の最適化の⽣産選択まとめ

以上の a , b , c , d の部分で分析されるのはその二つ中間財で分けて議論されている．最

終財企業は二国における労働生産性と二国の相対労働賃金率および二国における交通費用

と外部企業に中間財のアウトソーシングコストを総合的に考慮して，その合計 の可能性

でその最大利潤の生産行動を行われる．すなわち，以下の式により，生産拠点の決定意識

を得られる．

π max {π F , F π O ,O π F ,O π O , F }　　

上式 . を基について，多国籍企業は世界市場において最適な生産行動を行う．全体と

して，世界市場に参入できる企業が n個があれば，企業 nの利潤がゼロになる．すなわち，

企業 nが レベルの企業になる．その企業 nの利潤は次のようにあらわす．

π max {π F , F π O ,O π F ,O π O , F } 　　



国際研究機構

国際研究機構は潜在的多国籍企業M 社と 契約を締結し，知識資本を生産する．国

際研究機構は知的所有権を保有し，多国籍企業が獲得した利潤をすべて獲得する．すなわ

ち，多国籍企業が国際研究機構に支払う知識レントは，利潤の多寡に依存しない基本レン

ト ξ と企業が獲得する超過レントに相当する超過レントで構成される．企業が生み出した

利潤はすべて国際研究機構に移転し，市場参入に成功したすべての多国籍企業の利潤は最

終的に となる． 終了後，すべての潜在的多国籍企業は生産を開始するが，正の利潤

を獲得できない企業は清算される．国際研究機構は清算された企業から，知識レントを回

収できず損失が発生する．国際研究機構は，市場化に成功した企業から獲得できた超過レ

ントを用いて，市場化に失敗した知識資本により発生した損失を補てんする．ここで，市

場参入に成功したすべての多国籍企業が支払う集計的超過レント は，

π i di π i di− nξ

α E E

σ
− nξ

と表わせる 詳細は４章参考できる ．基本レント ξが設定されると考える．この時，国際

研究機関が要求する知識資本の基本レントは ξ と表される．

市場均衡条件

国における労働力は移動不可能であり，各国の家計数は与件である．S 国では均質財

を生産する家計数はW ，差別財の中間財を生産する家計数は L −W となる．S国の差

別財の中間財部門の労働市場均衡式は

L −W L L L L

L L L L

L L L L

と表せる．上式の右項は S国の総人口が均質財を生産する以外の労働人口であり，左項で

は，差別財の中間財企業が S国で立地して生産する場合では投入される労働力の数である．

S国における総人口が完全雇用である仮定による．S国における労働市場に均衡になる．上

の労働均衡式では，S国における各種類の差別財の中間財企業の労働需要は 付録 参照

のように纏める．一方，N 国の労働市場均衡式は

L −M L L L L

L L L L

L L L L



と表せる．上式の右項はN 国の総人口であり，左側の第一項では，国際研究機構に雇用さ

れるN 国における労働者であり，左側の以外の項では，差別財企業が N 国で立地して差

別財を生産する場合では投入される労働力である．上の労働均衡式では，N 国における各

種類の差別財の中間財企業の労働需要は 付録 参照 のように纏める．同様にして，N 国

における総人口が完全雇用である．

数値例シミュレーション分析
以上の分析により，多国籍企業の中間財に関する最適な生産パターンおよび生産拠点の

立地パターンを決められる．国際社会資本整備の改善・国際インフラの建設などが国際貿易

における輸送費用に対して，影響を与えられる．そして，多国籍企業の中間財調達パター

ンは両国における労働生産性の相対変化および生産技術革新の進展により影響を受けられ

る．それらの影響要因に関する分析は比較静学の方法で分析しにくい．そのため，本章で

は，多国籍企業の中間財生産パターンおよび拠点配置のパターンを検証するために，数値

シミュレーションを通じて，それらの外部影響に対して，分析を行う．

中間財の⽣産パターン選択

まずは，中間財を調達する際では，その中間財を外部の中間財企業にアウトソーシング

するか，あるいは，水平的な FDIを通じて，自己生産するかという生産パターン問題に直

面しなければならない．その中間財の生産パターン選択に関して，世界市場に差別財を提

供されている差別化財企業 iは各国の消費需要に満たすために，世界範囲の中間財 i ，i

を調達して，利潤最大化の原則に基づいて，中間財を調達して，世界市場に最終差別財 i

を提供する．すべての中間財 i ，i に関する生産拠点の配置について，どの国で，どうい

う生産パターンで生産するのかを決定する問題に直面している．差別化財企業 iが任意の

j国において中間財 i ，i を自己生産する場合には，k 単位の 国の労働者を中間財 i

，i の固定費用として投入しなければならない．もし，j国における外部の中間財企業に

アウトソーシングする場合では，限界生産価格以上の現場購買価格で購入しなければなら

ない．二つの中間財が独立生産可能ので，二つの中間財に関する生産パターンの選択も同

様になる．　今，中間財 i の生産量を y と設定すれば，その中間財 i を j国において，

自己生産あるいはアウトソーシングした場合の総生産費用はそれぞれ以下のように示すこ

とができる．

w µ X k w 自己生産した場合

w µ X θ アウトソーシングした場合



上式より，そのアウトソーシングした場合と事故生産した場合の費用が等しくなる中間財

i の生産需要量X は以下のように表される．

X
k w

w µ θ −
　

一単位の最終差別化財は各一単位の中間財を必要であるという仮定により，その差別化

財企業 iが選択する中間財 i に関する生産パターンは以下のようになる．

y ＜X アウトソーシングを選択

y ＞X FDI,自己生産を選択

すなわち j国の中間財 i の生産需要量 y がX より小さい時にはアウトソーシング

生産するほうが利潤が大きい．その一方，生産需要量 y がX より大きい時は自己生産

する方が総生産費用と比較して，より大きな利潤を獲得できる．

差別化財企業は収入の最大化を追求するために，最低的な現地消費価格として差別化財

を提供しなければならない．また，式 により，差別化財企業はその中間財を

FDIの形で自己生産する場合と外部の中間財企業にアウトソーシングする場合の決定要因

はその中間財の生産量である．ところが，差別化財企業はその二つの中間財の生産パター

ンに対して，どの国の生産拠点に配置するという選択問題に対して，影響ないことである．

すなわち，もし，ある中間財 i j H,M をある国 j j S,N に生産させることが決め

られる場合では，その決められる要因は差別化財および中間財の均衡生産価格である．そ

の中間財の生産拠点配置パタンーが決められると，もし，ある中間財の一定生産量を達成

できない場合では，差別化財企業 iはその中間財をその国の中間財企業にアウトソーシング

し生産される．すなわち，二つの中間財の総生産量の大きさの違いにより，ある中間財 i

が FDI 形の自己生産するかあるいは外注してアウトソーシングするかという二つの生産

パタンーがあるけれども，その中間財 i j H,M の発注先の国に対しては変化しないは

ずである．それによると，我々は，差別化財企業の世界各国における中間財 i j H,M

の最適な生産拠点配置に着目するために，次の数値分析では，分析便益ため，すべての中

間財 i j H,M をアウトソーシングの形で生産される場合に対して，差別化財企業 iの

世界市場における最適な生産拠点の配置行動について分析しよう．

中間財の⽣産拠点⽴地配置パターンの選択

市場に存在できる代表的な差別化財企業 iの総収入は

p y ＋ p y p
E

P
p

E

P
　

　と表される．式 における各国のマクロ経済環境の影響要因を同一になるという仮

定により，式 は次のようにまとめることができる．

p p δ　



　

式 におけるマクロ経済環境の影響関数 δ にする．

そして，次の差別化財企業の収入最大化行動が

p p δ　

　と表される．式 において，差別化財企業の最大収入は現地消費価格の逓減関数な

ので，その差別化財企業の収入最大化行動は次のように変換できる．

p p 　

　と表される．すなわち，差別化財の現地消費価格の最小化問題に転換できる．その差別

化財 iの最小現地消費価格 p i p i は

i , i の場合： tθ θ

i , i の場合： θ tθ

i , i の場合： θ θ

i , i の場合： θ θ

と示すことができる．上式では，二つ中間財の四つ立地パターンにおいて，各国における

均衡生産価格であり，すなわち，現地消費価格である．そして，式 において 最適な

差別化財の中間財生産立地パターンが上の四つの立地パターンでその現地消費価格が一番

低い方がえらばれるわけである．言い換えれば，差別化財企業 iはアセンブリされる最終

差別化財を最低的な均衡生産価格で世界市場に提供しなければならない．差別化財企業の

現地均衡価格式 により，独占的競争市場におけるすべての差別化財企業が同じレベル

の価格設定力があるので，その同一の係数 ρを除ければ，差別化財企業は最低的な最終差

別化財の限界費用で財を提供しなければならない．

そして，式 により，二つ中間財の四つ立地パターンの選択条件が

{ µ µ w µ µ wµ µ µ wµ }

とまとめることができる．すなわち，二つの中間財の立地パターンに関する選択条件は最

小的な限界費用の条件に帰着になる．

次では，最低的な最終差別化財の限界費用について分析しよう．すべての中間財 i , i

をアウトソーシングする場合では，すべての中間財を同一の中間財の不良確率 θで想定す

ると最適な中間財の生産拠点配置に関する分析に対しては，その同一の不良率に影響され

ていない．すなわち，以下の数値分析においては，そのアウトソーシングの同一の不良率

θを省略して，１になる．また，すべての差別化財企業にとって，その各中間財の労働生

産性がお互いに独立的な労働生産性のパレート分布関数から得られる．



図 両国における中間財 i の相対労働生産性分布関数A i

本研究では，財のアセンブリ作業を想定しなくて，二つの中間財を独立調達可能と想定

するため，任意の一中間財の最適な生産拠点配置パターンに関する分析方法が他の中間財

の生産拠点配置パターンに対して，影響を与えられない．そのために，次の分析では，中

間財 i の生産拠点配置パターンについて数値シミュレーションをおこなう．中間財 i の

数値シミュレーションが同様に推計できる．

中間財 i の生産拠点配置パターンについて，その三つの配置パターンが第四章の中間財

アウトソーシング決められる式を引用して，

S国にアウトソーシングする もし A i <

両国にアウトソーシングする もし tw > A i >

N 国にアウトソーシングする もし A i > tw

と表わされる．上式では，A i である．

中間財 i の最適な生産拠点の配置活動について分析しよう．現実の同一産業内部におけ

る企業の労働生産性分布が主として，パレート分布に従うと指摘される ．ここでは，そ

の二国における中間財 i の労働生産性に関する分布確率密度関数が次のように表される．

f x
x > x

x < x

a は両国における中間財 i の相対労働生産性係数に関するパラメータであり，パラ

メータ x . になる．そして，市場に存する差別化財 i, i , が 社を想定

する．その各差別化財企業における変数 x は次の関数

x . . i− i ,

と表される．すなわち，変数 x はインディクス iに関する逓増関数である．インディクス

iが高いほど，変数 x が高くなる．そして，その中間財 i の労働生産性も高くなる．その

両国における中間財 i の相対労働生産性分布関数 A i は図 のように示される．



図 中間財 i の最適な生産拠点配置パターン

中間財 i の二国における相対労働生産性と二国の相対賃金率および国際輸送費用が分か

ると，中間財 i の国際最適な生産拠点の配置が解明できる．本研究では，中間財 i の生産

立地配置パタンーの分析結果をはっきりさせるために，二国における相対賃金率を w

に設定しよう．そして，国際輸送費用 t になる．

それによると，中間財 i の両国における最適な生産拠点の配置が図 のように表さ

れる．図 においては，差別化財企業 i i , は中間財 i の生産を 国に生産

拠点を配置し，また，差別化財企業 i i , は中間財 i の生産を別々に両国に生

産拠点を配置し，，差別化財企業 i i , は中間財 i の生産を 国に生産拠点を

配置する．以上により，中間財 i の世界二国における最適なアウトソーシング先を決めら

れる．

国際社会資本整備の影響

そして，国際社会資本と国際インフラ建設により，中間財 i の最適な配置パターンに対

して影響を与えられる．そういう影響要因について，国際貿易および中間財の国際調達費

用などを表すアイスバアーグタイプの輸送費用 tが逓増する場合を想定すると，両国にお

ける中間財 i の最適な生産拠点配置パターンの変動が輸送費用 tの逓増による推計結果が

図 のようにシミューレーション結果が得られる．

図 に表されるように，輸送費用の横軸を右から左へ見ると，輸送費用 tが から

まで，逓減する．ここで，t の場合では，輸送費用がゼロになるといういみである．す

なわち，t の場合では，両国は完全に地域統合されている場合であり，ゼロ関税の国

際貿易が実現して，さらに，国際調達される中間財が生産量と実際の消費量も一致になる．

すなわち，輸送費用の逓減にしたがって，多国籍企業が中間財 i を最適な一国の生産拠点

に集積して，中間財をアウトソーシングして調達する．



図 輸送費用逓増する場合両国にアウトソーシングする企業数の推計

技術⾰新の影響

以上の分析により，二国の相対労働生産性が中間財 i の最適な配置パターンに対して影

響を与えられる．もし，両国における労働生産性が同じ比例に技術進歩の進展を受けられ

ると，その両国における相対的な労働生産性が変化しないので，多国籍企業の中間財生産

拠点の最適な配置に対しても影響を与えられないことである．ここで， 国の労働生産性

が技術革新の影響を受けられて， 国の労働生産性が一定に留まると想定して，その相対

的な技術革新による多国籍企業の最適な中間財の配置パターンへの影響に対して，数値シ

ミュレーションを行う．

両国における中間財 i の相対労働生産性分布関数 A i は 図 のように示される．

国の技術革新により，一単位の中間財を生産するための労働需要が現象されている．ここ

で，技術革新係数χ χ < を導入して，その技術革新係数 χを通じて， 国における中間

財の新たな単位労働需要が技術革新前の一単位の中間財を生産する労働需要の χ χ <

倍で表す．それに従って，新たな両国における相対労働生産性分布関数A i χA i に

なる．そして，様々なレベルの技術革新係数 χにより新たなA i は図 のように示さ

れる．

そして，両国における中間財 i の最適な生産拠点配置パターンの変動が技術革新係 χの

変化による推計結果が図 のようにシミューレーション結果が得られる．

図 に表されるように，技術革新係数 χの横軸を参考すれば，χが から まで逓

減する場合では，中間財 i を 国へアウトソーシングする差別財企業の数が増えりつつ

ある．一方，中間財 i を 国へアウトソーシングする差別財企業の数が減少しつつある．

すなわち，相対的な技術革新より，より多くの多国籍企業のアウトソーシング生産拠点を

招致するわけである．



図 技術革新係数 χにより新たなA i の分布

図 技術革新係数 χにより両国の閾値企業の推移

まとめ
東アジアの諸国において，異なる労働生産性と労働賃金が存するために，多国籍企業の

経営活動におけるバラエティー需要を満足できて，数多くの多国籍企業の海外直接投資お

よびアウトソーシング活動を呼び込んでいる．本章では，多国籍企業のグローバル独占的

競争市場におけて，すべての中間財を最適な生産パターンと最適な生産拠点配置パターン

に関して，一般均衡モデルを提案する．モデルでは，両国における二つの中間財に関する異

なる労働生産性を想定して，多国籍企業が輸送費用と両国における異なる労働生産性を考

慮して，二つの中間財の生産パターンと生産拠点配置パターンを決められる．そして，数



値シミュレーションを通じて，国際社会資本整備および国際インフラ建設などにより，両

国の中間財に関する生産特化を行われて，両国における中間財の生産拠点の産業集積が起

こされている．また，相対的な技術革新により，より多く多国籍企業の経営活動を呼び込

んで，中間財産業におけるバラエティーを拡大されている．

しかし，多国籍企業の二つの中間財を調達して，最終差別財を完成させる段階では，ア

センブリ作業を省略するという仮定により，二つの中間財の生産拠点の配置際では，一つ

ずつで独立されて配置可能になる．二つの中間財の中間財を連携生産する場合では，その

最適な中間財の生産パターおよび最適な生産拠点配置パターンに関しては，まだ不明点が

存在されている．その問題意識を基づいて，第六章では，多国籍企業による最終財を生産

するために 多数国における多数段階の中間財をアセンブリ段階を通じて，連携して，調

達・生産する場合では，多国籍企業の最適な中間財の生産パターおよび最適な生産拠点配

置パターンについて分析を行いたい．

付録
付録 S国における各種類の差別財企業の労働需要の導出
S国における各種類の差別財企業の労働需要は

L ＝ µ i µ i y i ty i di

L ＝ µ i y i ty i di

L ＝ µ i y i ty i di

L ＝ θµ i θµ i y i ty i di

L ＝ θµ i y i ty i di

L ＝ θµ i y i ty i di

L ＝ µ i θµ i y i ty i di

L ＝ θµ i y i ty i di

L ＝ µ i y i ty i di



L ＝ θµ i µ i y i ty i di

L ＝ µ i y i ty i di

L ＝ θµ i y i ty i di

上式では，n は FDIの形で 国における中間財H,M を生産する企業の数である．

付録 S国における各種類の差別財企業の労働需要の導出
上式 の労働均衡式では，N 国における各種類の差別財企業の労働需要は次のよう

に纏める．

L ＝ µ i µ i y i ty i di

L ＝ µ i y i ty i di

L ＝ µ i y i ty i di

L ＝ θµ i θµ i y i ty i di

L ＝ θµ i y i ty i di

L ＝ θµ i y i ty i di

L ＝ µ i θµ i y i ty i di

L ＝ µ i y i ty i di

L ＝ θµ i y i ty i di

L ＝ θµ i µ i y i ty i di

L ＝ θµ i y i ty i di

L ＝ µ i y i ty i di

上式では，n はFDIの形で 国における中間財H,Mを生産する企業の数である．



第 章 多国間における国際⽣産分業と拠点配置

はじめに
自由貿易協定（ ）の発展により， 年代から，数多く

の日系多国籍企業および欧米系多国籍企業が東アジア地域および東南アジア地域へ海外進

出してきた．多くの多国籍企業の海外進出生産拠点を受け入れる東アジア地域では，多く

の多国籍企業が中間財部品の調達・生産，最終財の組み立てといった生産工程の分業体制

を構築している ．多国籍企業による生産・調達・販売といった経営活動を通じ

て，東アジア地域における国際的分業や産業内分業が進展している．そういう現象により，

産業内貿易と企業内の貿易が国際貿易に占める割合が拡大している．多国籍企業は，各地

域における労働生産性やインフラストック，組織，労働力，技術，情報，要素賦存量など

の条件を所与として，世界的な視点から財の生産拠点を決定し，各国・地域における生産

量を調整している ．

多国籍企業はその財の生産過程をいくつかのモジュール化された生産パーツに分割（フ

ラグメンテーション し，垂直的な生産統合および外部企業へのアウトソーシングなどの

生産パターンを構築して，世界市場における需要を満たす最適な生産・ロジスティクスの

サプライチェーンマネジメントを行っている ．多国籍企業の垂直的な生産統合

とは，主として FDI とアウトソーシングの二つの方式がある．FDI を採用すれば，多国

籍企業は海外への直接投資の形で海外に生産拠点を設置し，中間財を生産する．一方，中

間財の生産を他の企業へアウトソーシングして，財・サービスを外部へ委ねる場合もある．

多国籍企業による多様な生産・ロジスティクスのサプライチェーンマネジメントの決定メ

カニズムは，これまで十分に分析されてこなかった．

本研究では，多国籍企業による国際的な中間財・サービスをグローバル市場への最適な

配置メカニズムに着目し，どんな生産パターンおよびどのような生産立地配置パターンな

どについて，多数国・多数中間財モデルを構築して分析する．すなわち，多国籍企業はな

ぜ一部の中間財を海外直接投資 FDI の形式で生産し，一部の中間財を企業外へアウト

ソーシングするのか，および各中間財を各国に立地するかというロジスティクスのサプラ

イチェーンマネジメント選択を表現するモデルを提案する．



従来の研究概要と本研究の位置づけ
多国籍企業の生産組織と生産・ロジスティクスのサプライチェーンマネジメントに関して

膨大な研究の蓄積が存在する ． 年代には， ，

等による新貿易理論 ， 等による新経済地

理学 が提唱されている．新貿易理論の分野では，独

占的競争市場における収穫逓増が働く環境の下で，多国籍企業の産業内貿易，海外直接投

資，国際的アウトソーシング，フラグメンテーションが進展する過程に関して理論的知見

が蓄積された ． は，多国籍企業のアウトソーシング行

動を内包化した一般均衡モデルを提案し，多国籍企業による産業内貿易を分析するための

理論的枠組みを提案した．

しかし，各国の労働生産性に非常に大きな格差が存在する東アジア地域における多国籍

企業の立地行動を分析するためには，同質な生産性を仮定した分析では限界がある．この

ような観点から，伝統的な新貿易理論，新経済地理学の枠組みを超えて，生産性の異質性

と生産拠点の配置政策の国際的展開や貿易構造の関係を分析することが必要となる．

産業内における企業行動に関する実証研究によれば ，同一の産業内部における企

業の労働生産性の格差が非常に大きいであると報告されている ．さらに，日本企業の海

外事業展開に関するアンケート調査結果によれば，多くの日本企業が生産コストの安さと

販売市場の拡大という つの要因を海外進出の理由にあげている ．すなわち，自国

と相手国における労働生産性と労働賃金率の違いが，企業の海外進出戦略に大きな影響を

及ぼしている．この意味で，古典的なリカードによる比較優位理論は，依然として東アジ

ア地域における国際生産分業の展開を説明するための理論的枠組みを提供すると考えるこ

とができる．

以上の問題意識の下で，本研究では労働生産性が異なる多様な多国籍企業が，利潤最大

化行動を通じてグローバルな視点から多数国における多数中間財の最適な生産拠点配置パ

ターンに着目して，国際的独占的競争市場において，多国籍企業が労働生産性による比較

優位性に基づいて国際的な生産拠点の形成や貿易構造の決定を行うような連続リカード経

済を対象とした多国間一般均衡モデルを提案する．

モデル

モデルの前提条件

N 国で構成される世界経済を考える．N 国はすべて大国開放経済であり，各国の総労働

力が L j ∈ , , . . . , N である．多国籍企業は労働力を投入して，グローバル市場にお

ける差別化財を生産・販売する．差別化財市場は独占的競争市場を仮定する．すべての多



国籍企業がいずれの国においても自由に市場に参入・撤退できる．各国の家計は賃金収入

を使って，同一の効用最大化を追求し，すべての生産される差別化財を消費できる．各国

の労働人口が十分大きいので，労働人口の不足のために，同じ財を多数国で生産すること

はないと仮定する．

世界の独占的競争市場における代表的な企業 i, i ∈ , n は，差別化財 i, i ∈ , n を

生産する．nは独占的競争市場に存在する差別化財企業の数である．全ての生産過程を合

計H 段階に分割し，各段階の中間財 i i ∈ i , i , . . . , i へとモジュール化することに

より，すべての国で生産する可能性を検討できる．最後の中間財 i はアセンブリを表すと

想定する．すなわち，最後の中間財 i は，それまでの生産段階で生産されるすべての中間

財を組み立てることを表している．生産された最終の差別化財 iはグローバル市場へ輸送・

販売される．

企業は，第 国に立地する国際研究機構から，すべての中間財に関する資産知識資本を

レンタルする．さらに，各国における労働賃金率や国際輸送費用などに関する調査情報を

獲得して，利潤最大化原則に基づいて行動する．その結果，H − 種類すべての中間財及

び組み立て生産に関して，最適な生産拠点を配置し，アウトソーシングを含めた最適なサ

プライチェーンマネジメントを決定する．各段階の中間財 i は世界各国に生産拠点を置く

ことができる．中間財を調達する際には，企業外部にアウトソーシングして生産を委託す

ることもできるし，企業内部における水平的な FDI の形で生産することもできる．差別

化財企業ごとの生産技術性および各国における各中間財の労働生産性が異質であると想定

する．差別化財企業は，各国の賃金率と中間財の生産性及び輸送費用を総合的に比較して，

利潤最大化原則に基づいて生産・調達の戦略を決定する．

国際研究機構はゼロ利潤組織 であり，企業との 契約に基づいてすべての中

間財に関する生産知識資本を生産し，各国における賃金率と国際輸送費用の調査情報を差

別化財企業に対して提供する．各国の労働者は国際移動不可能であると仮定し，各国の労

働賃金率は労働者が完全雇用される水準に決定される．両国間における財の輸送費用は氷

塊型であり，t > 単位の財を j 国から l国へ輸送すると， 単位の財が実際に到着す

る．財の輸送費用は，消費国の家計が負担する．

家計⾏動

各国の家計は同一の効用関数で表現できる．代表的な j国の家計の効用関数は，以下の

Dixit効用関数で示される．

U x di < ρ < s.t. p x ω

上式において，x は j国の家計の差別化財の第 i財の需要量，p は差別化財の第 i財の

消費価格，ω は j国の労働者の賃金率，nは市場に消費可能の差別化財のメニュー数であ



る．ρは消費多様性を表す指数であり， に近い場合には差別化財がほぼ完全代替できるこ

とを示す．一方，ρが に近づけば近づくほど，差別化財を消費する選好が高いことを表

している．また，その水平差別化された財の代替弾力性 σは σ である．

j 国における差別化財 i の総消費量は y x L E p P と表される．

E w L ，E は j国の総所得である．そして，各国の差別化財の価格指数 P は下式で

表される．

P p di

差別化財企業の⾏動

代表的な差別化財 iを生産することを検討する企業は中間財 i i ∈ i , i , . . . , i を用

いて，最終の差別化財 iを生産し世界市場に提供する．差別化財 iの生産関数はレオンチェ

フ型の生産関数で示される．分析の簡単化のために，一単位の最終差別化財 iを生産する

ために，各一単位の中間財 i を投入しなければならないと仮定しよう．

企業が独占的競争市場への参入を検討する際，，市場に参入する前に，国際研究機構に知

識資本のレンタル費用 ξを支払わなければならない．レンタル費用の支払いと引き替えに，

中間財の R D研究・開発，世界各国における各中間財の労働生産性，アウトソーシング

生産する場合の生産不良率に関する知識を獲得する．国際研究機構はこれらの知識に関す

る研究調査を行うために，第 国のM 単位の家計を雇用しなけれならない．企業は回収

不可能な研究調査レンタル費用を投資した後に，世界各国における労働生産性 µ とアウ

トソーシング生産する場合の生産不良率 θ および賃金率 w が判明する．各国の各中間

財に関する労働生産性は，分布密度関数G µ にしたがってランダムに決定される．また，

各国の中間財の労働生産性係数はそれぞれ独立である．

レンタル費用 ξを投入した後に，差別化財を生産するために必要な中間財 i を，水平的

な FDI の形で自己生産するか，外部の中間財企業にアウトソーシングするか，また最終

組み立て生産をどの国に立地させるかを決定する．中間財 i を自己生産する場合には，中

間財の生産管理・品質確保・本社と中間財支社のコミュニケーションなどのために，差別

化財企業の本社が f 単位の第 国の家計を雇用しなければならない．ついで，当該の中

間財を生産するために，中間財の生産が立地する国の労働力を限界費用として投入して中

間財を生産する．一方，アウトソーシング先の中間財の生産企業は，完全競争市場におい

て労働力のみを限界費用として投入して中間財を生産する．差別化財企業にとっては，そ

の中間財 i をアウトソーシングする場合，中間財 i の技術管理と労働生産活動および品

質の不確実性のために，生産に関する中間財の生産企業と交渉・コミュニケーションする

ことが必要になる．こういった取引費用の存在を表現するために，アウトソーシングした

場合の不良率係数 θ , θ > を導入する．アウトソーシング先の中間財企業の均衡生産



価格に不良品確率係数 θ , θ > を乗じた価格で，中間財 i を購入することとなる．簡

単化のために，第 国の賃金率をニューメレール財になる．

最終財組み立て企業の利潤最大化行動と均衡生産価格の関係は以下のように表される．

差別化財企業 iが j国で財を販売するとき，その収入は以下のように表される．

p y p
E

P
　

　すなわち，j国で差別化財を販売する差別化財企業 iの収入は現地消費価格に関する減少

関数である．すなわち，差別化財の現地消費価格が低いほど，その差別化財企業の収入が

増加する．他の固定費用が一定である場合，利潤最大化を追求する差別化財企業は最も低

い現地消費価格を設定しなければならない．独占的競争市場における差別化財企業の収入

式 の最大化に関する 階の最適条件より，j国に立地生産した企業の最適な均衡生産

価格は p i と表される．c i は最終差別化財の l国におけるアセンブリ完成する

段階の現地一単位差別化財の限界費用，t は最終差別化財を l国から j国へ輸送し販売す

るためにの氷塊タイプーの輸送費用である．すなわち，最適生産価格は財の輸送費用，固

定費用に依存せず，最終差別化財のアセンブリ限界費用に依存する．

差別化財企業 iは各国の消費需要に満たすために，世界範囲の中間財 i の生産を管理し

て，利潤最大化の原則に基づいて，最終財 iを提供する．すべての中間財 i に関する生産

拠点の配置について，どの国で，どういう生産パターンで生産するのかを決定する問題に

直面している．差別化財企業 iが任意の j 国において中間財 i を自己生産する場合には，

f 単位の第一国の労働者を中間財 i の固定費用として投入しなければならない．もし，j

国における外部の中間財企業にアウトソーシングする場合では，限界生産価格以上の現場

購買価格で購入しなければならない．今，中間財 i の生産量を y と設定すれば，その中

間財 i を自己生産あるいはアウトソーシングした場合の生産コストはそれぞれ以下のよう

に示すことができる．

w µ X f アウトソーシングした場合

w µ X θ 自己生産した場合

上式より，そのアウトソーシングした場合と事故生産した場合の費用が等しくなる中間財

i の生産需要量X は以下のように表される．

X
f

w µ θ −
　

一単位の最終差別化財は各一単位の中間財を必要であるという仮定により，その差別化

財企業 iが選択する中間財 i に関する生産パターンは以下のようになる．

y ＜X アウトソーシングを選択

y ＞X ,自己生産を選択



すなわち，氷塊タイプの輸送費用を考慮すれば，j国の中間財 i の生産需要量 y がX

より小さい時にはアウトソーシング生産するほうが利潤が大きい．その一方，X より大

きい時は自己生産する方がより大きな利潤を獲得できる．

差別化財企業 iは，世界各国の生産条件および生産可能性に関する調査結果に基づいて，

最適生産パターンおよび生産配置・ロジスティクスのサプライチェーンマネジメントを決

定し，差別化財 iの生産を行う．その利潤最大化の生産パターンを選択した差別企業 iの利

潤は π max π と表される．差別化財企業 iが l国で最終財を組み立てる場合の利潤は

π p y − w µ y − f − w µ θ y − ξ　

と表される．右辺第一項は差別化財 iが世界各国で販売される収入，第二項は世界各国で

FDI の形で中間財を生産するためにの生産コスト，第三項は世界各国でアウトシーシング

の形で中間財を生産するためにの生産コスト，第四項は市場参入する際の固定費用である．

NF は企業 iが FDI を実施する国の集合であり，JF は j国で FDI の形で生産される

すべて中間財の集合である．同様に，NO は差別化財企業 iがアウトソーシングを実施す

る国の集合，JO は j国でアウトソーシングの形で生産されるすべて中間財の集合を表す．

上式の y と y は，輸送費用を考慮した差別化財の市場販売地の消費需要量と，各中間

財の最適な生産地における中間財の生産量である．

差別化財 iの消費価格と組み立ての均衡生産価格および中間財 i の均衡生産価格の関係

は以下のように表される．

差別化財の消費市場価格 p p t

差別化財の均衡生産価格 p min
p t

ρ

中間財の均衡生産価格

p w µ FDI

or w µ θ outsurcing 　

上式において，p は j国の差別化財 iの市場消費価格，p は l国で最終財を組み立て生産

する均衡生産価格，p は j国で生産される中間財 i の均衡生産価格である．また，その

各国の最終財の消費量と組み立ての均衡生産量よび中間財の均衡生産量の関係は以下のよ

うに表される．

最終財の均衡生産量 y y t

中間財の均衡生産量 y y t 　

以上の定式化で表される行動原理にしたがって，差別化財企業は，最終組み立てを行うこ

とが出来るすべての国の中から利潤が最も大きくなる国を選択し，生産配置およびロジス

ティクスのサプライチェーンに関する最適な生産・調達パターンを決定する．



差別化財企業の 条件

各国における生産性が異質であるために，市場へ参入できる差別化財企業の利潤は全て

異なる．限界的な cutoff 生産性を持つ差別化財企業は，その市場に参入できる一方，固

定費用の支払によりゼロ利潤となる．ゼロ利潤となる限界的な cutoff の差別化財企業 i

の利潤 π は，以下の条件を満たさなければならない．

π MAX π

すなわち各差別化財企業は，f 単位の固定費用を投入した後，上式の cutoff 条件を満たす

場合利潤が獲得できる場合には，当該市場に参入可能である．もし，企業 iの利潤が cutoff

条件より低い場合には，当該企業 iは利潤はマイナスとなり市場から退出せざるを得ない．

この cutoff 条件により決定される正の利潤を獲得する差別化財企業の数は nとなる．す

なわち，差別化財のメニュー数は参入可能企業数 nと等しくなる．

一方，国際研究機構は潜在的に最終差別化財を生産する可能性のあるM 人のアントレ

プレナーと中間財 i に関する生産知識資本に関する 契約を締結し，中間財 i に関

する生産知識資本を生産する．国際研究機構は中間財 i の生産に関する知的所有権を保有

し，最終差別化財企業が獲得した超過利潤をすべて獲得する．すなわち，最終差別化財企

業が国際研究機構に支払う知識レントは，利潤の多寡に依存しない基本レント ξ と，企業

が獲得する利潤に相当する超過レントとにより構成される．企業が生み出した利潤はすべ

て国際研究機構に移転し，市場参入に成功したすべての最終差別化財企業の利潤は最終的

に となる． 終了後，すべての潜在的最終差別化財企業は生産を開始するが，正の利

潤を獲得できない企業は市場に参入できず，清算される．国際研究機構は清算された企業

から知識レントを回収できないため，損失が発生する．国際研究機構は，市場化に成功し

た企業から獲得できた超過レントを用いて，市場化に失敗した知識資本により発生した損

失を補てんする．

市場参入に成功したすべての最終差別化財企業が支払う集計的超過レント は，

E

σ
− nξ

と表わせる．国際研究機構において労働を提供する研究者の名目賃金率は，第 国の賃金

水準で表されると仮定する． 企業当たり 名の研究者が 活動に従事する．国際研

究機構は であり，独立採算制の下でゼロ利潤で運用される．ここで，図 に示す

ように，市場参入に成功した最終差別化財企業が支払う超過レントが，市場化に失敗した

知識資本による基本レント ξの未回収額をちょうど補てんするように基本レント ξが設定

されると考える．この時，国際研究機関が要求する知識資本の基本レントは ξ

と表される 詳細は第 章参考 ．その差別化財 iを生産する企業は，生産投入のレンタル



費用と平均的な期待利潤を比較して，レンタル費用のリスクと市場参入したばあいの期待

利潤がバランスするように立地行動を決定する．

世界市場の均衡条件

各国の労働力は移動不可能であり，各国の総家計数は外生的に決定されている．完全雇

用の仮定により，労働人口と各種類の財を生産する人口が一致しなければならない．第

国においては，一部の労働者が国際研究機構の研究活動として，一部の労働者は差別化財

の自己生産する場合の固定費用として，残りの労働者は差別化財企業の中間財を生産のた

めの投入として雇用される．労働市場均衡式は以下のように定義される．

L M y µ f y µ 　

右辺第一項は国際研究機構の研究活動として雇用される労働力，第二項は第 国に立地す

る FDI の形で中間財を生産するために雇用される労働力，第三項は第 国に立地するア

ウトソーシングの中間財を生産するために雇用される労働力を表す．

他の国 j j ∈ , . . . , N における労働市場の均衡式は次のようにあらわされる．

L y µ y µ θ 　

右辺第一項は j 国に立地する FDI の形で中間財を生産するために雇用される労働力，第

二項は他国に立地した最終財製造企業からアウトソーシングされた中間財を生産するため

に雇用される労働力を表す．

数値例シミュレーション

数値例シミュレーションの仮定

以上のモデル分析により， 国における差別化財企業の最適な生産拠点配置およびロジ

スティクスのサプライチェーンマネジメントに関する一般均衡モデルを構築する．その一般

均衡モデルの分析枠組みを解析するために，実際の貿易データーの導入およびパラメータ

の設定がやらなければならない．そして，東アジア地域各国における膨大の国際貿易デー

ターの収集および各国のさまざまな財に関する貿易関税・輸送費用・労働生産性および労

働賃金などの情報を収集・統計・分析しなければならない．本研究がその多数国における

多国籍企業のグローバル市場に対する最適な生産・のサプライチェーンマネジメント一般

均衡モデルに関するの抜本的な問題に直目して，数値例シミュレーションを導入して，多

国籍企業の最適な生産拠点配置行動について検証する．



図 三国，三中間財の世界市場のイメージ

まず，世界に , , 三つの国が存することにしよう．任意の差別化財企業 i は中間財

i , i , i の三段階の中間財を想定しよう．そして，中間財 i は最後のアセンブリ段階と

して，中間財 i , i を最終差別化財を完成させる中間財段階を想定する．世界市場と中間

財の生産拠点配置イメージは図 のようにまとめる．

式 により，差別化財企業の各国における収入は差別化財の現地消費価格・国の総所

得および各国における差別化財の消費価格指数など三つの要因に影響される．我々は生産・

経営活動の主体として，個体的な差別化財企業の各国における異質的な労働生産性および

労働賃金率の差異化による最適な生産拠点の配置および中間財の調達メカニズムを着目す

るために，各国のマクロ経済環境要因（国の総所得，価格指数など）による差別化財企業

の最適化生産拠点の配置行動に対する影響要因が同じになることに仮定しよう．各国のマ

クロ経済環境要因を同一になると，式 により，差別化財企業の各国における収入は差

別化財の現地消費価格の唯一の影響要因になる．すなわち，差別化財を販売する差別化財

企業 iの収入は現地消費価格の低減関数である．言い換えれば，差別化財の現地消費価格

が低いほど，その差別化財企業の収入が増えるはずである．

数値例シミュレーションの分析

差別化財企業は収入の最大化を追求するために，最低的な現地消費価格として差別化財を

提供しなければならない．また，式 により，差別化財企業はその中間財をFDIの

形で自己生産する場合と外部の中間財企業にアウトソーシングする場合の決定要因はその中

間財の生産量である．しかし，差別化財企業はその中間財をどの国の生産拠点に配置すると



いう選択問題に対して，影響ないことである．すなわち，もし，ある中間財 i h , ,

をある国 j j A,B,C に生産させることが決められる場合では，その決められる要因は

差別化財および中間財の均衡生産価格である．その中間財の生産工程分業パタンーが決め

られると，もし，ある中間財の一定生産量を達成できない場合では，差別化財企業 iはその

中間財をその国の中間財企業にアウトソーシングし生産される．生産量の違いにより，ある

中間財 i が FDI 形の自己生産するかあるいは外注してアウトソーシングするかという二

つの生産パタンーがあるけれども，その中間財 i の発注先の国に対しては変化しないはず

である．それによると，我々は，差別化財企業の世界各国における中間財 i の最適な生産

拠点配置に着目するために，次の数値分析では，分析便益ため，すべての中間財 i , i , i

をアウトソーシングの形で生産される場合に対して，差別化財企業 iの世界市場における

最適な生産拠点の配置行動について分析しよう．

市場に存在できる代表的な差別化財企業 iの収入は

p y p
E

P
　

　と表される．式 における各国のマクロ経済環境の影響要因を同一になるという仮

定により，式 は次のようにまとめることができる．

p δ　

　

式 におけるマクロ経済環境の影響関数 δ にする．

そして，次の差別化財企業の収入最大化行動が

p δ　

　と表される．式 において，差別化財企業の最大収入は現地消費価格の逓減関数な

ので，その差別化財企業の収入最大化行動は次のように変換できる．

p 　

　と表される．すなわち，差別化財の現地消費価格の最小化問題に転換できる．その差別

化財 iの最小現地消費価格 p i p i p i は

p i t p i t p i

p i t p i t p i

p i t p i t p i

と示すことができる．上式では，p i , j , , は差別化財 iの三つの中間財アセン

ブリ生産段階の生産拠点国における均衡生産価格であり，すなわち，現地消費価格であ



る．また，分析の簡単化ために，三国における国際輸送費用がお互いに同一して，t t

，j, l , , .j � l にしよう．そうすれば，式 において 最適な差別化財の現地消

費価格が

{p i , p i , p i }

にまとめることができる．差別化財企業 iの最適な生産経営行動が式 の条件に満足

しなければならない．言い換えれば，差別化財企業 iはアセンブリされる最終差別化財を

最低的な均衡生産価格で世界市場に提供しなければならない．差別化財企業の現地均衡価

格式により，独占的競争市場におけるすべての差別化財企業が同じレベルの価格設定力が

あるので，その同一の係数 ρを除ければ，差別化財企業は最低的な最終差別化財の限界費

用で財を提供しなければならない．

次では，最低的な最終差別化財の限界費用について，分析しよう．すべての中間財 i を

アウトソーシングする場合では，各国における生産される各中間財の不良率 θ θに想

定しよう．そして，すべての中間財を同一の中間財の不良確率 θで想定すると，三国にア

センブリされる場合では，最適な中間財の生産拠点配置に関する分析に対しては，その同

一の不良率に影響されていない．すなわち，以下の数値分析においては，そのアウトソー

シングの同一の不良率 θを省略して，１になる．また，すべての差別化財企業にとって，

その各中間財の労働生産性がお互いに独立的に労働生産性の分布関数から得られる．

第 国に中間財をアセンブリする場合

もし，アセンブリ段階の中間財 i が第 国に立地する場合では，中間財 i , i が第 , ,

国における生産される可能性がある．差別化財 iの限界費用は

c c c c

と表される．上式 では，中間財 i の限界費用は c ＝ w µ である．そして，中

間財 i , i の最適な限界費用は

c

w µ

w µ t

w µ t

c

w µ

w µ t

w µ t

と示される．式 ， ， により，最適な差別化財 iの限界費用は三国における

相対賃金率・相対労働生産性および輸送費用 tによって，決められる．



図 世界における中間財 i の労働生産性分布

各中間財の労働生産性がお互いに独立して，三国の中間財の労働生産性分布関数から得ら

れる．それにしたがって，中間財の労働生産性の分析便益ために，我々は，中間財 i , i , i

の労働生産性分布も各国における同一のパレート分布により得られるということを想定し

よう．すなわち，本数値例では，三つの中間財の労働生産性分布関数が同じであると想定

しよう．そうなると，差別化財企業による三つの中間財の最適な生産拠点配置および調達

マネジメントに関する経営活動も同様になる．

次，中間財 i の最適な生産拠点の配置活動について分析しよう．現実の同一産業内部に

おける企業の労働生産性分布が主として，パレート分布に従うと指摘される ．その三国

における中間財 i の労働生産性に関する分布確率密度関数が次のように表される．

f x
x > x

x < x

a , , は別々第 , , 国における中間財 i の労働生産性に関するパラメータであり，

パラメータ x になる．そして，市場に存する差別化財 i, i , が 社を想

定する．その各差別化財企業における変数 x は次の関数

x . . i− i ,

と表される．すなわち，変数 x はインディクス iに関する逓増関数である．インディクス

iが高いほど，変数 x が高くなる．そして，その中間財 i の労働生産性も高くなる．その

三国における中間財 i の労働生産性分布は図 のように示される．図 では，同じ

差別化財産業において，第 国の中間財 i の平均労働生産性が高いという意味である．そ

して，第３国の中間財 i の平均労働生産性が低いである．また，第２国の中間財 i の平

均労働生産性が中等レベルになる．



図 世界での中間財 i の相対労働生産性分布

そして，もし，第一国の中間財 i の労働生産性を標準化設定させて，すべての中間財 i

の労働生産性を にすれば，その中間財 i の三国における相対労働生産性が図 のよ

うに示される．

中間財 i の三国における相対労働生産性と三国の賃金率および国際輸送費用が分かる

と，中間財 i の国際最適な生産拠点の配置が解明できる．図 のような中間財 i の三

国における相対労働生産性を導入して，さらに，立地パタンーの分析結果をはっきりさせ

るために，三国における賃金率をw . ，w . ，w . に設定しよう．そして，国

際輸送費用 t になる．

それによると，中間財 i の三国における最適な生産拠点の配置が図 のように表さ

れる．差別化財企業 i i , は中間財 i の生産を第３国に生産拠点を配置し，その

生産される中間財 i を第一国へ輸送する．また，差別化財企業 i i , は中間財

i の生産を第 国に生産拠点を配置し，その生産される中間財 i を第 国へ輸送する．そ

して，差別化財企業 i i , は中間財 i の生産を第１国に生産拠点を配置し，現

地調達する．

以上により，中間財 i を第１国に立地する場合では，産業内の差別化財企業 iの限界費

用および三つ中間財の立地パタンーが

C

tC tC C i ,

tC tC C i ,

C C C i ,

と纏めることができる．

以上の分析により，第１国で組み立てする場合では，輸送費用 t を想定すると，す

べての差別財企業は式 . のように，中間財 i , i を調達する．



図 中間財 i の最適な生産拠点分布 第１国で組み立てする場合

図 輸送費用逓増する場合のアウトソーシングする企業数の推計 第１国で組み立て

する場合

しかし，もし，第１国で組み立てする場合では，国際貿易および中間財の国際調達費用

などを表すアイスバアーグタイプの輸送費用 tが逓増する場合を想定すると，その差別財

企業の中間財 i , i を外国の中間財企業にアウトソーシング形で調達するつもりの差別財

企業の数が影響を与えられる．その外国の中間財企業にアウトソーシングするつもりの差

別財企業が輸送費用 tの逓増による推計結果が図 のようにシミューレーション結果が

得られる．図 に表されるように，輸送費用の横軸を右から左へ見ると，輸送費用 tが

から まで，逓減する．ここで，t の場合では，輸送費用がゼロになるといういみで

ある．すなわち，t の場合では，ゼロ関税の国際貿易が実現して，さらに，国際調達さ

れる中間財が生産量と実際の消費量も一致になる．その三国の国際貿易がなくなり，違う



図 中間財 i の最適な生産拠点分布 第３国で組み立てする場合

地域の一国のに統合になる状況を想定する．輸送費用の逓減にしたがって，海外の中間財

企業から調達する便益が多くなりつつある．より多くの差別財企業が海外から中間財を調

達する．

第３国に中間財をアセンブリする場合

もし，アセンブリ段階の中間財 i が第 国に立地する場合では，中間財 i , i が第 , ,

国における生産される可能性がある．差別化財 iの限界費用は

c c c c

と表される．それによると，中間財 i の三国における最適な生産拠点の配置が図 の

ように表される．図 においては，差別化財企業 i i , は中間財 i の生産を

第３国に生産拠点を配置し，現地調達する．また，差別化財企業 i i , は中間

財 i の生産を第 国に生産拠点を配置し，その生産される中間財 i を第 国へ輸送する．

そして，差別化財企業 i i , は中間財 i の生産を第 国に生産拠点を配置し，

その生産される中間財 i を第 国へ輸送する．

以上により，中間財 i を第３国に立地する場合では，産業内の差別化財企業 iの限界費

用および三つ中間財の立地パタンーが

C

C C C i ,

tC tC C i ,

tC tC C i ,

と纏めることができる．
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第２国に中間財をアセンブリする場合

もし，アセンブリ段階の中間財 i が第 国に立地する場合では，中間財 i , i が第 , ,

国における生産される可能性がある．差別化財 iの限界費用は

c c c c

と表される．それによると，中間財 i の三国における最適な生産拠点の配置が図 の

ように表される．差別化財企業 i i , は中間財 i の生産を第３国に生産拠点を配

置し，その差別化財を第２国へ輸出する．また，差別化財企業 i i , は中間財 i

の生産を第 国に生産拠点を配置し，現地調達する．そして，差別化財企業 iは中間財 i

の生産を第１国に生産拠点を配置することがない．以上により，中間財 i を第 国に立地

する場合では，産業内の差別化財企業 iの限界費用および三つ中間財の立地パタンーが

C
tC tC C i ,

C C C i ,

と纏めることができる．

最適な中間財⽣産拠点配置のまとめ

差別化財企業 iは別々第 , , 国にアセンブリする場合では，その最終アセンブリ完成

させる段階の差別化財の限界費用が三国の間において，比較しなければならない．その差

別化財の限界費用の比較は図 のように表される．

すなわち，差別化財企業 i, i , は第三国にアセンブリ拠点を配置する．一方，差

別化財企業 i, i , は第二国にアセンブリ拠点を配置する．そして，差別化財企業

i, i , は第一国にアセンブリ拠点を配置する．別々各国に立地する場合では，そ



図 最適な差別化財 iの三国におけるアセンブリ拠点分布

の各国にアセンブリする場合の中間財調達パタンーにしたがって，各中間財の生産拠点を

決められる．以上により，産業内の差別化財企業 iの限界費用および三つ中間財の立地パ

タンーが

C

C C C i ,

C C C i ,

C C C i ,

と纏めることができる．

我々は，三つの中間財の労働生産性が同一の分布関数から得られるので，ある中間財の

最適な生産拠点配置は同様にして，ほかの中間財の最適な生産拠点になるので，すべての

差別化財企業 iが三つの中間財の最適な生産拠点配置に関する選択が同様になる．その上

で，式 において，各差別化財企業の違う中間財の最適な生産拠点が存するけれども，

差別化財企業 iの各中間財の最適な生産配置行動が同じになる．

まとめ
東アジアでは多国の労働生産性も労働賃金も多様なレベルになっている．多国籍企業に

よる FDI 及びアウトソーシングの生産が東アジアにおいて行っている．

本章では多国籍企業のグローバル独占的競争市場における最適な生産立地パターンに関

する一般均衡モデルを提案する．多国籍企業は多数国における異質的な労働生産性と賃金率

及び国際交通費用の総合的に考慮して，グローバル市場において，中間財を水平的なFDI

及びアウトソーシングの二タイプの生産パターンを分けて，最終の差別化財の生産を行う．

さらに，多数国の立地選択パターンの数値例シミュレーションを分析する．



第 章 結論

近年のグローバリゼーションと地域経済統合の進展により，国際貿易の構造が大きく変

化しつつある．今までの貿易理論がグローバルの世界ではなぜ国際貿易が発生するか，各

国がどんな財を輸出・輸入するかおよびその国際貿易の利益はどこから発生するかなどの

様々な国際貿易現象について分析・解釈している．

年代に入ると，世界諸国の政治構造改革とともに，世界経済統合の歩みも再び踏

み出している．ソ連の解体・ドイツの統一および東欧各国の市場経済改革の発足などにし

たがって，拡大しつつある の地域統合に従って， の域内貿易・産業分業および生

産工程の分業も進展している．一方，東アジア地域でも，中国および 諸国の経済

改革にしたがって，多国籍企業の投資を呼び込んでいる．それらの地域経済統合の進展と

伴ない，先進国間の同一産業内部の貿易が増加する一方で，先進国と途上国の間貿易額と

貿易量が再び拡大される．そういう産業内の中間財貿易に関する新しい貿易現象に対して，

研究が進んでいる．研究者たちは， 年代の先進国と途上国の貿易増加が多国籍企業

の生産工程の分業活動による起こされたあらたな貿易現象として，注目されている．すな

わち，途上国と先進国の同一産業内部において，多国籍企業がグローバル市場を目指して，

最終財の生産過程をモジュール化して，その多数の中間財をもっとと効率化生産可能の地

域に転移している．そして，，世界範囲の海外直接投資・フラグメンテーションおよびアウ

トソーシングの進展によって，世界の中間財貿易が急激的に拡大される．その先進国と途

上国の同一産業内部の中間財貿易の拡大が 年代の新たな貿易現象と貿易構造形成さ

れる原因であると指摘される．

本研究において，今までの研究成果を踏みえて，近年の産業内部における数多くの差別財

企業の最適な国際生産分業活動と立地行動メカニズムに着目して，生産製造拠点のグロー

バル化の最適な立地配置およびグローバルの社会資本整備による生産拠点配置の最適化構

築への影響に関して考察したことである．そして，その多国籍企業の垂直生産工程分業の

インセティブ・影響要因および国際中間財貿易と最終財貿易の生産立地配置および貿易構

造の形成に関して，一般均衡モデルを構築して分析を行う．さらに，その多国籍企業のグ

ローバル市場における外部影響要因の変動による多様化な生産工程の分業パターンと立地

配置の再転移などへの影響に対して，比較静学及び数値例シミュレーションを通じて，議

論した．最後に，それらの生産工程の受入国と転出国の家計厚生への影響について，考察

する．本研究は，その分析ツールと考察の成果を応用して，国際社会資本の整備および都

市と地域の産業活性化などの政策制定および影響評価に関する新たな視点と考え方を提供

できると目指す．



章では，拡大しつつある国際貿易の中で，グローバル市場における数多くの多国籍企
業の役割・海外進出要因・進出形式および多国籍企業の経営活動に関する理論研究の進展

などについて説明する．特に，近年では，貿易関税・国際輸送費用および地域経済統合の

進展により，多国籍企業は生産工程の分業可能および国際進出可能により，グローバル市

場の視点から直接投資・アウトソーシングおよびフラグメーテーションなどの生産形式を

通じて，異なる生産要素稟賦および労働生産性を持つ先進国と途上国において，生産工程

の分業過程を行われる．こういう垂直的な産業内の生産工程の分業現象が東アジア諸国だ

けではなくて， の拡大に伴う西ヨーロッパと東ヨーロッパおよび の結成によ

るアメリカとメキシコなど経済統合地域においても，多国籍企業が労働集約の生産工程を

低賃金の国と地域へ転移されることが考察されている．

３章では，財の異質性，多国籍企業の生産性の異質性，国家間の生産性の異質性を同時
に考慮した 国経済一般均衡モデルを定式化し，国際社会基盤の整備による輸送費用の減

少が，多国籍企業の生産拠点配置，貿易構造，国際的賃金格差に及ぼす影響を分析した．そ

して，国際社会基盤の整備は， 国における賃金率，価格水準と同時に，メニュー数に影

響を及ぼすことにより，両国の家計厚生に影響を及ぼすことになる．従来より，企業の固

定費用の異質性が，国際分業・貿易構造に及ぼす影響を分析した研究事例がある．これに

対して，本研究では，固定費用の存在は世界経済におけるメニュー数決定に影響を及ぼす

が， 国における労働生産性に関する比較優位性により，国際分業・貿易構造が決定され

る構造を有している．東アジア地域における地域経済統合では，生産プロセスの国際分業

による産業内貿易が進展している．国際社会資本の整備が，サプライチェーンの展開に及

ぼす影響を分析するためには，中間財の生産・投入過程を明示的に取り扱うとともに，多

国籍企業のアウトソーシング行動について分析する必要がある．

４章 では，東アジア地域における活発されているアウトソーシング生産形式について，
中間財の異質性，多国籍企業の生産性の異質性，国家間の生産性の異質性および各国の労

働賃金大きな差異が存する経済地域を考慮した 国経済一般均衡モデルを定式化する．本

章では，固定費用の存在は世界経済におけるメニュー数決定に影響を及ぼすが， 国にお

ける労働生産性に関する比較優位性により，アウトソーシングの国際生産工程分業・中間

財および最終財に関する国際貿易構造が決定されるメカニズムを有している．東アジアで

進展しつつある地域経済統合のメカニズムを理解するためには，多国籍企業の多様な海外

進出手段について，アウトソーシングの生産形式だけではない．３章では，多国籍企業の
海外進出を水平的な直接投資と輸出の二つ分けて，分析を行った．しかし，現実の多国籍

企業による海外進出に関して，さまざまな海外進出の生産パターンが現れる．例えば，自

国からの海外輸出・水平的な海外直接投資，中間財および生産工程・業務のアウトソーシ

ングなどが観察されている．一つのモデルを通じて，多国籍企業によるすべての海外生産

拠点の立地構造について分析することが限界点が存する．その問題点を上にして，本研究



の５章では，多国籍企業のアウトソーシングと水平的な FDI の生産パターンの選択モデ
ルを構造して分析を行う．

５章では，東アジアの諸国において，異なる労働生産性と労働賃金が存するために，多
国籍企業の経営活動におけるバラエティー需要を満足できて，数多くの多国籍企業の海外

直接投資およびアウトソーシング活動を呼び込んでいる．世界の多国籍企業による FDI

及びアウトソーシングの生産が東アジアにおいて行っている．本章では，多国籍企業のグ

ローバル独占的競争市場におけて，すべての中間財を最適な生産パターンと最適な生産拠

点配置パターンに関して，一般均衡モデルを提案する．モデルでは，両国における二つの

中間財に関する異なる労働生産性を想定して，多国籍企業が輸送費用と両国における異な

る労働生産性を考慮して，二つの中間財の生産パターンと生産拠点配置パターンを決めら

れる．そして，数値シミュレーションを通じて，国際社会資本整備および国際インフラ建

設などにより，両国の中間財に関する生産特化を行われて，両国における中間財の生産拠

点の産業集積が起こされている．また，相対的な技術革新により，より多く多国籍企業の

経営活動を呼び込んで，中間財産業におけるバラエティーを拡大されている．

しかし，多国籍企業の二つの中間財を調達して，最終差別財を完成させる段階では，ア

センブリ作業を省略するという仮定により，二つの中間財の生産拠点の配置際では，一つ

ずつで独立されて配置可能になる．二つの中間財の中間財を連携生産する場合では，その

最適な中間財の生産パターおよび最適な生産拠点配置パターンに関しては，まだ不明点が

存在されている．その問題意識を基づいて，６章では，多国籍企業による最終財を生産す
るために多数国・多数中間財を調達して，アセンブリ段階作業を通じて，連携生産するケー

スを想定して，多国籍企業の中間財の最適な生産パターおよび多数国に最適な生産拠点配

置パターンに対して分析を行う．

６章では，多国籍企業は多数国における異質的な労働生産性と賃金率及び国際交通費用
の総合的に考慮して，グローバル市場において，中間財を水平的な FDI 及びアウトソー

シングの二タイプの生産パターンを分けて，アセンブリ段階を通じて，最終の差別化財の

生産を行う．さらに，二国のモデルの拡張して，多数中間財の多数国の立地選択パターン

について，数値例シミュレーションを通じて，分析する．

東アジアでは多国の労働生産性も労働賃金も多様なレベルになっている．世界の多国籍

企業による FDI 及びアウトソーシングの生産が東アジアにおいて行っている．これから，

今までの理論モデルを応用して，実際の貿易及び企業レベルのデータを使って，東アジア

地域における多国籍生産パターンの検証を行う．さらに，東アジアにおける国際社会資本

整備および の協議の進展による多国籍企業の生産立地配置及び各産業レベルへの影

響について実証論証したいと考えている．
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．
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に関する研究 城西大学経営紀要

：

伊藤恵子：東アジアにおける貿易パターンと直接投資：日本製造業への影響 国際東

アジア研究センター

三木敏夫：中小企業（ ）の多国籍企業化―マレーシアと中国の事例をもとに

第 回日本国際経済学会全国大会第 分科会

天野倫文：東アジアの国際分業と企業成長への序説－立地と分業がもたらす経済効果

の探求－ 東京大学 ものづくり経営研究センター

石戸光 　伊藤恵子，深尾京司 吉池喜政：東アジアにおける垂直的産業内貿易と直

接投資

：

元橋一之：日本経済の競争力は低下しているのか？生産性分析による検証 東京大学

先端科学技術研究センター
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大西康雄：中国・ 経済関係の新展開 相互投資と の時代へ 日本貿易振

興機構アジア経済研究所

：

：

：

大木博巳：東アジア国際分業の拡大と日本 日本貿易振興機構

椙山泰生：グローバル戦略の進化 日本企業のトランスナショナル化プロセス 有斐

閣

ジェトロ編集：内と外の一層のグローバル化を目指す日本経済 日本貿易振興会編集

若杉 隆平：フラグメンテーションと国際貿易－貿易理論の新たな視点 国際経済学

許大明，松島格也，小林潔司：多国籍企業のグローバル市場における生産配置 土木

計画学研究・講演集 ， ．

：

，



：

：

：

平川均：東アジアのグローバル化と地域統合 ミネルヴァ書房，

ジョセフ・ スティグリッツ著 藤井清美訳：スティグリッツ教授の経済教室 グ

ローバル経済のトピックスを読み解く ダイヤモンド社，

酒井泰介：最新・経済地理学 グローバル経済と地域の優位性 日経 社，

増田祐司：北東アジアの新時代 グローバル時代の地域システムの構築 日本経済評

論社，

大坪滋：グローバリゼーションと開発 勁草書房，

西島章次：グローバリゼーションの国際経済学 勁草書房，

経済産業省編：生産性向上と成長に向けた通商戦略 東アジア経済のダイナミズムと

サービス産業のグローバル展開学 時事画報社，平成 年版

：

：

：



：

松山大学総合研究所 編 ：東アジアの経済発展とグローバル経営戦略 晃洋書房，

ジョン・カバナ ジェリー・マンダー編 翻訳グループ「虹」訳：ポストグローバル

社会の可能性 緑風出版，

ユスフ アルタフ 鍋島郁著 関本勘次 近藤正規 国際協力研究グループ訳：

グローバルな変化に向けた東アジアの政策イニシアティブ シュプリンガー・フェア

ラーク東京，

趙炳澤 井川一宏編著：韓・日 と韓国 産業 グローバル化と東アジア経済統

合の進展の中で 神戸大学経済経営研究所，

関下稔著：多国籍企業の海外子会社と企業間提携 スーパーキャピタリズムの経済的

両輪 文眞堂，

ジェフリー・ジョーンズ著 安室憲一 梅野巨利訳：国際経営講義 多国籍企業とグ

ローバル資本主義 有斐閣，

有賀敏之著：グローバル企業再編 国際企業間関係の現在 同文舘出版，

中村洋子：フィリピンバナナのその後 多国籍企業の操業現場と多国籍企業の規制

改訂版 七つ森書館，

関下稔 板木雅彦 中川涼司：サービス多国籍企業とアジア経済 世紀の推進軸 ナ

カニシヤ出版，

竹田志郎：多国籍企業の競争行動 文眞堂，

奥村皓一 夏目啓二 上田慧編：テキスト多国籍企業論 ミネルヴァ書房，

鈴木洋太郎 桜井靖久 佐藤彰彦：多国籍企業の立地論 原書房，

藤井秀樹：多国籍企業の在外子会社コントロールと会計システムの国際比較研究 研
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： 　

田中鉄二 細江宣裕：コメの生産性ショックと輸出制限を考慮した日本の食料安全保

障のシミュレーション分析

：

，

：

，

：

，

：

，

平塚大祐：東アジアの挑戦 経済統合・構造改革・制度構築 アジア経済研究所
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